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－9 内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，溢水量について 

－10 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の位置及び内容 

－11 貯留量の算定について 

－12 津波による水位低下時の常用系ポンプの停止に関わる運用及 

   び常用系ポンプ停止後の慣性水流による原子炉補機冷却海水 

   ポンプの取水性への影響 

－13 基準津波に伴う砂移動評価について 

－14 柏崎刈羽原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果
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－18 燃料等輸送船の喫水と津波高さの関係について 

－19 浚渫船の係留可能な限界流速について 

－20 車両退避の実効性について 

－21 漂流物の評価に考慮する津波の流速・流向について 

－22 津波監視設備の監視に関する考え方 

－23 耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

－24 津波波力の算定に用いた規格・基準類の適用性について 

－25 基準類における衝突荷重算定式について 

－26 耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

－27 水密扉の運用管理について 

－28 審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

 

本日のご説明範囲  
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5 条-別添-iii 
 

（参考資料） 

 

－1 柏崎刈羽原子力発電所における津波評価 

－2 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 内部溢水の影響評価に

ついて（別添資料 1 第 9 章） 

－3 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 内部溢水の影響評価に

ついて（別添資料 1 第 10 章） 
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5 条-別添-iv 

Ⅰ. はじめに 

 

本資料は，柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉における耐津波設

計方針について示すものである。 

設置許可基準規則 ※ １第 5 条及び技術基準規則 ※ ２第 6 条では，津波によ

る損傷の防止について，設計基準対象施設は基準津波に対して安全機能

が損なわれるおそれがないものでなければならないと規定されている。

さらに，設置許可基準規則解釈 ※ ３の別記 3 に具体的な要求事項が規定さ

れている。 

また，設置許可基準規則第 40 条及び技術基準規則第 51 条では重大事

故等対処施設に関して，基準津波に対して重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならないと規定さ

れ，設置許可基準規則解釈において具体的な要求事項は別記 3 に準ずる

とされている。さらに，設置許可基準規則第 43 条及び技術基準規則第

54 条には，可搬型重大事故等対処設備について，保管場所や運搬道路に

関する要求事項が規定されている。 

以上に加え，設置許可段階の基準津波策定及び耐津波設計方針に係る

審査において設置許可基準規則及びその解釈に対する適合性を厳格に確

認するために「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」（以下，

「設置許可審査ガイド」という）が策定されており，さらに，工事計画

認可段階の耐津波設計に係る審査において設置許可基準規則及び同解釈，

並びに技術基準規則及び同解釈に対する適合性を厳格に確認するために

「耐津波設計に係る工認審査ガイド」が策定されている。 

本資料においては，柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉の設計基

準対象施設及び重大事故等対処施設について，津波に対する防護の妥当

性を設置許可審査ガイドに沿って確認することにより，設置許可基準規

則第 5 条及び第 40 条に適合する津波による損傷防止が達成されているこ

とを確認する。（第 1 図） 

なお，設置許可基準規則第 43 条及び技術基準規則（第 6 条，第 51 条，

第 54 条）の規定に対する適合性については，それぞれ同条に係る適合状

況説明資料及び工事計画認可の段階で確認する。 

本資料の構成としては，設置許可審査ガイドに示される要求事項を【規

制基準における要求事項等】に記載し，柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及

び 7 号炉における各要求事項に対する対応方針を【検討方針】に記載し

ており，その上で，同方針に基づき実施した具体的な対応の結果を，図

                                                   
※ １  実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則  
※ ２  実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈  
※ ３  実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈  
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5 条-別添-v 

表やデータを用いて【検討結果】に記載する形としている。 

なお，本資料では入力津波の策定にあたり，施設や敷地への水位上昇

の影響の評価には「日本海東縁部に想定される地震に伴う津波」と「敷

地周辺の海底地すべりに伴う津波」の重ね合わせによる「重畳津波」（基

準津波 1），水位下降の影響の評価には「日本海東縁部に想定される地震

に伴う津波」（基準津波 2）をそれぞれ基準津波として用いている。また，

敷地高さが低い荒浜側敷地への遡上の影響の評価には，自主的対策設備

として設置した荒浜側防潮堤の機能を考慮する条件においては「海域活

断層に想定される地震に伴う津波」と「敷地周辺の海底地すべりに伴う

津波」の重ね合わせによる「重畳津波」（基準津波 3）を，機能を考慮し

ない条件においては上記の基準津波 1 を基準津波として用いている。（第

1 表，第 2 図，第 3 図，第 4 図） 
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5 条-別添-vi 

敷地の地形・施設の配置等の把握

敷地周辺の遡上・浸水域の確認

設計または評価に用いる
入力津波の設定

水位変動量の評価
地殻変動量の評価

（１）　敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

基準津波が敷地
高さを上回るか

取・放水路等の経路から
流入する可能性があるか

取・放水施設、地下部等に
おいて漏水の可能性はあるか

浸水想定範囲
の設定

浸水想定範囲の
周辺に重要な安全機能を有する

設備等があるか

浸水量評価・
安全評価

排水設備設置
が必要か

浸水防護重点化範囲の設定

浸水量評価

津波防護を達成

水位低下に対して
機能保持できるか

砂、漂流物に対して
取水性は確保可能か

津波監視の方針

敷地の特性に応じた津波監視設備の選定

１．基本事項

２．／３．津波防護方針

（２）　敷地の特性に応じた津波防護の概要

【外郭防護１】
２．２／３．２　敷地への浸水防止

【内郭防護】
２．４／３．４　重要な安全機能を
　　　　　　　有する施設の隔離

浸水防護重点化範囲が
浸水する可能性があるか

２．５／３．５　水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止

Ａ

２．６　津波監視

Ｂ

（１） 地上部からの
　　　流入防止

（２） 取・放水路等からの
　　　流入防止

Ａ

※ 津波以外の溢水については別途、
　　設置許可基準規則第９条「溢水に
　　対する防護」に対して防護の妥当
　　性を確認する

No

Yes

Ｙes

No

Ｙes

No

No

Ｙes

No

No

Ｙes

No

Ｙes

Ｙes

津波防護対策

防潮堤等の設置

流入経路の浸水対策

重要な安全機能を有する
設備等の防水区画化

排水設備の設置

浸水経路、浸水口の浸水対策

津波防護対象の選定

２．1／３．１　敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

漏水による浸水想定範囲の
境界への浸水対策

（１） 非常用海水冷却系
　　　の取水性

（２） 津波の二次的な
　　　影響による機能保持

津波防護施設の設計

浸水防止設備の設計

津波監視設備の設計

４．施設・設備の設計・評価の
　　方針及び条件

施設・設備等の設計・評価
に係る検討事項

【外郭防護２】
２．３／３．３　漏水による重要な安全機能
　　　　　　　への影響防止

取水性確保対策

No

Yes

Ｃ

４．２

４．３

４．４

津波監視設備の設置 Ｃ

Ｂ

４．1

※ 本書の「２．」では設計基準対象
　　施設の津波防護方針、「３．」では
　　重大事故等対処施設の津波防護
　　方針を確認する
　　また、本図において「重要な安全
　　機能」は、「３．」に対しては「重大
　　事故等に対処するために必要な
　　機能」と読み替える

<3.1>

<3.2>
≪一②.≫

<3.4>
≪七≫

<4>

<4.1>

<3.2>≪一①③≫

<4.2.1>≪一①≫

<4.2.2>≪一③≫

<4.5>≪四、六≫

<4.5.1>

<4.5.2>≪六≫

<4.6>≪五⑤、⑥、⑧≫

≪五③、⑦、六≫

≪五④、⑦、六≫

<4.3.1>≪二①≫

<4.3>

<4.3.2>≪二①≫

<4.3.3>≪二③≫

<4.4.1>≪三≫
<4.4>

<4.4.1>

＜＞：設置許可審査ガイドの項目
≪≫：設置許可基準規則解釈別記3の
　　　　3項

 

第 1 図 津波による損傷防止の確認フロー 
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5 条-別添-vii 

第 1 表 柏崎刈羽原子力発電所の基準津波一覧 

策定目的  評価対象地点  地形モデル  

波源  
基準津波  

名称  
地震  

（断層 ﾓﾃﾞﾙ）  

地  

すべり  

施設や敷地への  

影響を評価  

（水位上昇）  
敷地前面  

（港湾内）  現状地形  

 

荒浜側  

防潮堤あり  

日本海東縁部  

（ 2 領域 ﾓﾃﾞﾙ） 
LS-2 基準津波 1 

施設や敷地への  

影響を評価  

（水位下降）  

日本海東縁部  

（ 2 領域 ﾓﾃﾞﾙ） 
―  基準津波 2 

敷地高さが低い  

荒浜側敷地への  

遡上影響を評価  

荒浜側遡上域  

（防潮堤外）  

※防潮堤健全  

状態  

海域の活断層  

（ 5 断層連動  

ﾓﾃﾞﾙ）  

LS-2 基準津波 3 

荒浜側遡上域  

（防潮堤内）  

※防潮堤損傷  

状態  

荒浜側防潮堤  

の損傷を考慮  

した地形  

日本海東縁部  

（ 2 領域 ﾓﾃﾞﾙ） 
LS-2 基準津波 1 * 

* 荒浜側防潮堤損傷を考慮した地形モデルであることを識別する場合は「基準津波 1’」

と呼称する  

 
 

 
 

第 2 図 柏崎刈羽原子力発電所の基準津波策定位置  
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5 条-別添-viii 

 
 

基準津波の想定波源図  
 
 

 
 

海底地すべり地形の位置図  
 
 

第 3 図 柏崎刈羽原子力発電所の基準津波の波源 
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5 条-別添-ix 

 

 

基準津波 1 

 
 
  

 
基準津波 2 

 

 

 

 
基準津波 3 

 

 
 

第 4 図 柏崎刈羽原子力発電所の基準津波（策定位置時刻歴波形）  

最 高 水 位 ：T.M .S .L .＋3 .5m  

最 低 水 位 ：T.M .S .L .－4 .0m  

最 高 水 位 ：T.M .S .L .＋2 .7m  
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5 条-別添-1-1 

Ⅱ. 耐津波設計方針 

 

1. 基本事項 

1.1 津波防護対象の選定 

【規制基準における要求事項等】 

第五条 設計基準対象施設は，その供用中に当該設計基準対象施設に

大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」という。）

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならな

い。 

第四十条 重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければ

ならない。 

 

【検討方針】 

設置許可基準規則第五条では「設計基準対象施設は，基準津波に対

して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」こ

とが要求されており，その解釈を定める同解釈別記 3 では，耐震 S ク

ラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備を除

く）について津波から防護すること，重要な安全機能への津波による

影響を防止することが求められている。また，設置許可基準規則第四

十条でも同様に「重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」ことが要求されており，同解釈では，同条の解釈に当

たり「別記 3 に準ずる」ことが求められている。 

以上を踏まえ，基準津波から防護する設備を選定する。 

 

【検討結果】 

設置許可基準規則第五条及び第四十条の要求を踏まえ，基準津波に

対して機能を維持すべき設備は，安全機能を有する設備（クラス 1，2，

3 設備），耐震 S クラスに属する設備，及び重大事故等対処設備とし，

安全機能を有する設備のうち重要な安全機能を有する設備（クラス 1，

2 設備），耐震 S クラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備，

津波監視設備を除く），及び重大事故等対処設備は，基準津波から防護

する設計とする。なお，可搬型重大事故等対処設備に関しては設置許

可基準規則第 43 条において運搬等のための通路（以下，「アクセスル

ート」という）が確保できることが求められており，これを満足する

ように適切な措置を講じる方針とするが，その具体的な内容について

は，第 43 条に対する適合状況説明資料及び『「実用発電用原子炉に係
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5 条-別添-1-2 

る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置

を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」に係る適合状況

説明資料』（以下，「技術的能力説明資料」という）で説明する。 

また，安全機能を有する設備のうちクラス 3 設備については，基準

津波に対して機能を維持するか，基準津波により損傷した場合を考慮

して代替設備により必要な機能を確保する等の対応を行う設計とする

とともに，上位の設備（後述する「津波防護対象設備」及び津波防護

施設，浸水防止設備，津波監視設備）に波及的影響を及ぼさない設計

とする。 

なお，耐震 S クラスに属する設備のうち津波防護施設，浸水防止設

備及び津波監視設備は，設備を津波から防護する機能を有する設備で

あり，設置許可基準規則解釈別記 3 において「入力津波に対して津波

防護機能，浸水防止機能及び津波監視機能が保持できること」が要求

されているものであり，これを満足するように設計する。 

基準津波から防護する設計とする設備のうち，設計基準対象施設に

属する，重要な安全機能を有する設備（クラス 1，クラス 2 設備），耐

震 S クラスに属する設備を特に「設計基準対象施設の津波防護対象設

備」と呼び，また，重大事故等対処施設に属する設備を「重大事故等

対処施設の津波防護対象設備」と呼ぶ。また，これらを総称して「津

波防護対象設備」と呼ぶ。 

設計基準対象施設の津波防護対象設備の主な設備を第 1.1-1 表に，

重大事故等対処施設の津波防護対象設備の主な設備（系統機能）を第

1.1-2 表に，またこれらの詳細及び配置を添付資料 1 に示す。 

また，安全機能を有する設備のうちクラス 3 設備について，該当す

る設備及び津波からの防護の可否，否の場合における代替設備により

必要な機能を確保する等の対応，上位の設備への波及的影響の有無を，

添付資料 1 に合わせて整理して示す。 

なお，設備の津波からの防護の可否は，後段で示されるとおり，設

置場所（建屋，区画，高さ）が同一であれば結果も同等となることか

ら，クラス 3 設備に関わる「津波からの防護の可否」等の成立性の説

明は，津波防護対象設備と同一の場所（後段で定義する津波防護対象

設備の「浸水防護重点化範囲」内）に設置される場合においては同設

備に対する防護の説明に包含される。よって，本書では「津波防護対

象設備」に対する防護を主として説明するものとし，クラス 3 設備に

ついては，添付資料 1 において，包含されるとする防護の説明の記載

箇所等を参照する形で示すものとする。 

以上に述べた津波防護対象設備，各設備の機能維持設計方針を選定

フローの形で整理すると第 1.1-1 図となる。 
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5 条-別添-1-3 

第 1.1-1 表 主な設計基準対象施設の津波防護対象設備 

機器名称 

１．原子炉本体 

２．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

３．原子炉冷却系統施設 

（１）原子炉冷却材再循環設備 

（２）原子炉冷却材の循環設備 

（３）残留熱除去設備 

（４）非常用炉心冷却設備その他原子炉設備 

（５）原子炉冷却材補給設備 

（６）原子炉補機冷却設備 

（７）原子炉冷却材浄化設備 

４．計測制御系統施設 

（１）制御材 

（２）制御材駆動装置 

（３）ほう酸水注入設備 

（４）計測装置 

５．放射性廃棄物の廃棄施設 

６．放射線管理施設 

（１）放射線管理用計測装置 

（２）換気設備 

（３）生体遮蔽装置 

７．原子炉格納施設 

（１）原子炉格納容器 

（２）原子炉建屋 

（３）圧力低減設備その他の安全設備 

８．その他発電用原子炉の附属施設 

（１）非常用電源設備 
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5 条-別添-1-4 

第 1.1-2 表 主な重大事故等対処施設の津波防護対象設備（1/4） 

系統機能 

43 条：重大事故等対処設備 

 アクセスルート確保 

44 条：緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

 

代替制御棒挿入機能 

代替冷却再循環ポンプ・トリップ機能 

ほう酸水注入系 

出力急上昇の防止 

45 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

 

高圧代替注水系 

高圧代替注水系の機能回復 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心注水系 

ほう酸水注入系（重大事故時の進展抑制） 

46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

 

逃がし安全弁 

代替自動減圧機能（自動減圧機能付き逃がし安全弁のみ） 

逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給） 

逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給系） 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁  

47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

 

低圧代替注水系（常設） 

低圧代替注水系（可搬型） 

低圧注水系 

原子炉停止時冷却系 

原子炉補機冷却系（水源は海水を使用） 

非常用取水設備 

48 条：最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

 

代替原子炉補機冷却系（水源は海水を使用） 

S/P への蓄熱補助 

耐圧強化ベント系（W/W）  

耐圧強化ベント系（D/W）  

格納容器圧力逃がし装置 

代替格納容器圧力逃がし装置 

残留熱除去系 

原子炉補機冷却系（水源は海水を利用） 

非常用取水設備 
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5 条-別添-1-5 

第 1.1-2 表 主な重大事故等対処施設の津波防護対象設備（2/4） 

系統機能 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 

格納容器スプレイ冷却系 

サプレッション・チェンバ・プール冷却系 

原子炉補機冷却系（水源は海水を使用） 

非常用取水設備 

50 条：原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

 

格納容器圧力逃がし装置 

代替格納容器圧力逃がし装置 

代替循環冷却系 

S/P への蓄熱補助 

非常用取水設備 

51 条：原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

 

格納容器下部注水系（常設） 

格納容器下部注水系（可搬型） 

溶融炉心の落下遅延及び防止（高圧代替注水系） 

溶融炉心の落下遅延及び防止（ほう酸水注入系） 

溶融炉心の落下遅延及び防止（低圧代替注水系（常設）） 

溶融炉心の落下遅延及び防止（低圧代替注水系（可搬型）） 

52 条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

 

格納容器内の水素濃度監視設備 

格納容器圧力逃がし装置 

代替格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系（W/W）  

耐圧強化ベント系 

53 条：水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 静的触媒式水素再結合器 

54 条：使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

 

燃料プール代替注水系（可搬型） 

燃料プール冷却浄化系 

代替原子炉補機冷却系（水源は海水を使用） 

原子炉補機冷却系（水源は海水を使用） 

非常用取水設備 

大気への放射性物質の拡散抑制（水源は海水を使用） 

使用済燃料プールの監視設備 
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5 条-別添-1-6 

第 1.1-2 表 主な重大事故等対処施設の津波防護対象設備（3/4） 

系統機能 

55 条：工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

 

大気への放射性物質の拡散抑制（原子炉建屋放水設備）（水源は海水を使用） 

海洋への放射性物質の拡散抑制（海洋拡散抑制設備） 

航空機燃料火災への泡消火（原子炉建屋放水設備）（水源は海水を使用） 

56 条：重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

 
水源の確保（水源としては海水も使用可能） 

水の移送手段 

57 条：電源設備 

 

常設代替交流電源設備 

非常用交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

所内蓄電式直流電源設備 

非常用直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

代替所内電気設備 

号炉間電力融通電気設備 

燃料補給設備 

58 条：計装設備 

 

原子炉圧力容器内の温度 

原子炉圧力容器内の圧力 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉圧力容器への注水量 

原子炉格納容器への注水量 

原子炉格納容器内の温度 

原子炉格納容器内の圧力 

原子炉格納容器内の水位 

原子炉格納容器内の水素濃度 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

原子炉格納容器内の放射線量率 

未臨界の監視 

最終ヒートシンクによる冷却状態の確認 

格納容器バイパスの監視 

水源の確認 

原子炉建屋内の水素濃度 

使用済燃料プールの監視 

発電所内の通信連絡 

温度，圧力，水位，注水量の計測・監視 

 

16



5 条-別添-1-7 

第 1.1-2 表 主な重大事故等対処施設の津波防護対象設備（4/4） 

系統機能 

59 条：原子炉制御室 

 
居住性の確保 

汚染の持ち込み防止 

60 条：監視測定設備 

 

放射線量の測定 

放射能観測車の代替測定装置 

発電所及びその周辺の測定に使用する測定器 

風向・風速その他気象条件の測定 

電源の確保 

61 条：緊急時対策所 

 

居住性の確保（免震重要棟内緊急時対策所） 

必要な情報の把握（免震重要棟内緊急時対策所） 

通信連絡（免震重要棟内緊急時対策所） 

電源の確保（免震重要棟内緊急時対策所） 

居住性の確保（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

必要な情報の把握（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

通信連絡（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

電源の確保（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

62 条：通信連絡を行うために必要な設備 

 
発電所内の通信連絡 

発電所外の通信連絡 
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津波に対して機能維持

原子炉施設

重大事故等対処設備
であるか？

耐震Sクラス設備
であるか？

設計基準対象施設の
津波防護対象設備

津波防護施設、浸水防止設備、
津波監視設備であるか？

クラス1、2設備
であるか？

クラス3設備
であるか？

津波に対して機能維持不要

※津波防護対象設備、津波防護施設等に
  波及的影響を及ぼさない設計とする

＜対象設備＞
・クラス3設備

＜設計方針＞
●入力津波に対して津波防護機能、浸水
　防止機能、津波監視機能が保持できる
　設計とする

津波防護対象設備

＜対象設備＞
・津波防護施設
・浸水防止設備
・津波監視設備

＜設計方針＞
●代替設備により必要な機能を確保する
　等の対応を行う設計とする
※津波防護対象設備、津波防護施設等に
　波及的影響を及ぼさない設計とする

＜対象設備＞
・重大事故等対処設備

＜対象設備＞
・耐震Sクラス設備
・クラス１、2設備

重大事故等対処施設の
津波防護対象設備

No

Yes

Yes No

Yes

Yes

No

No

＜設計方針＞
●津波から防護する設計とする
※可搬型重大事故等対処設備については、運搬等に必要な
　アクセスルートが確保できるよう、適切な措置を講じる方針
　とする（第43条適合状況説明資料、技術的能力説明資料で
　説明）

No

Yes

 
第 1.1-1 図 津波防護対象設備，機能維持設計方針選定フロー 
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5 条-別添-1-9 

1.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

【規制基準における要求事項等】 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき，以下を把握する。 

 敷地及び敷地周辺における地形，標高，河川の存在 

 敷地における施設（以下，例示）の位置，形状等 

① 津波防護対象設備を内包する建屋及び区画 

② 屋外に設置されている津波防護対象設備 

③ 津波防護施設（防潮堤，防潮壁等） 

④ 浸水防止設備（水密扉等） ※  

⑤ 津波監視設備（潮位計，取水槽水位計等） ※  

※ 基本設計段階で位置が特定されているもの 

⑥ 敷地内（防潮堤の外側）の遡上域の建物・構築物等（一般建

物，鉄塔，タンク等） 

 敷地周辺の人工構造物（以下は例示である。）の位置，形状等 

① 港湾施設（サイト内及びサイト外） 

② 河川堤防，海岸線の防波堤，防潮堤等 

③ 海上設置物（係留された船舶等） 

④ 遡上域の建物・構築物等（一般建物，鉄塔，タンク等） 

⑤ 敷地前面海域における通過船舶 

 

【検討方針】 

柏崎刈羽原子力発電所の敷地及び敷地周辺における地形及び施設の

配置等について，敷地及び敷地周辺の図面等に基づき，以下を把握す

る。 

 敷地及び敷地周辺の地形，標高，河川の存在 

 敷地における施設の位置，形状等 

 敷地周辺の人工構造物の位置，形状等 

 

【検討結果】 

(1) 敷地及び敷地周辺における地形，標高，河川の存在 

柏崎刈羽原子力発電所の敷地は，新潟県の柏崎市及び刈羽村の海岸

沿いに位置する。敷地の地形は日本海に面したなだらかな丘陵地であ

り，その形状は，汀線を長軸とし，背面境界の稜線が北東－南西の直

線状を呈した，海岸線と平行したほぼ半楕円形であり，中央に位置す

る造成地が，北・東・南の三方を標高 20～60m 前後の丘陵に囲まれる

形で日本海に臨んでいる。 

敷地周辺の地形は，敷地の北側及び東側は寺泊・西山丘陵，中央丘

陵からなり，また南側は柏崎平野からなる。寺泊・西山丘陵は日本海
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5 条-別添-1-10 

に面した標高 150m 程度のなだらかな丘陵，中央丘陵は北北東－南南

西方向に連続する標高 300m 程度の丘陵であり，また，柏崎平野は，

鯖石川，別山川等により形成された南北 15km，東西 4km～7km の沖積

平野であり，平野西側の海岸部には荒浜砂丘が分布している。 

敷地付近の河川としては，上記の別山川が敷地背面の柏崎平野を北

東から南西に流れ，また，敷地南西約 5km で鯖石川が別山川と合流し

て日本海に注いでいる。なお，敷地内に流入する河川は存在しない。 

柏崎刈羽原子力発電所の敷地及び敷地周辺の地形，標高，河川を第

1.2-1 図に，また，全景を第 1.2-2 図に示す。 
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5 条-別添-1-11 

 

 
 

第 1.2-1 図 敷地及び敷地周辺の地形，標高，河川  
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5 条-別添-1-12 

 
 

第 1.2-2 図 柏崎刈羽原子力発電所全景（右から 1～4，7～5 号炉） 
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5 条-別添-1-13 

(2) 敷地における施設の位置，形状等 

柏崎刈羽原子力発電所の敷地の全体図を第 1.2-3 図に示す。 

敷地は大きく主要面の高さが T.M.S.L.＋ 5m の南側（荒浜側）と

T.M.S.L.＋12m の北側（大湊側）とに分かれており，6 号炉及び 7 号

炉は 5 号炉とともに北側（大湊側）に位置している。また，5～7 号の

各号炉の復水器冷却用水の取水口は敷地前面に設ける北防波堤の内

側に，放水口は北防波堤の外側に位置している。 

 

23



 

 

5
条
-
別
添
-
1
-
1
4
 

 
第 1.2-3 図 柏崎刈羽原子力発電所の敷地全体図 

24



 

5 条-別添-1-15 

発電所敷地主要部の全体配置図を第 1.2-4 図に，6 号炉及び 7 号炉

を設置する大湊側の敷地の詳細配置図及び主要断面図を第 1.2-5 図，

第 1.2-6 図に示す。これらの図に示されるとおり，敷地における施設

の位置，形状等は次のとおりである。 
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第 1.2-4 図 柏崎刈羽原子力発電所 敷地主要部全体配置  

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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第 1.2-5 図 柏崎刈羽原子力発電所 大湊側敷地詳細配置 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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5 条-別添-1-18 

 
 

取水路断面  
 

 
 

補機取水路断面  
 

 
 

放水路断面  
 

第 1.2-6-1 図 柏崎刈羽原子力発電所 大湊側敷地主要断面（6 号炉）
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5 条-別添-1-19 

 
 

取水路断面  
 

 
 

補機取水路断面  
 

 
 

放水路断面  
 

第 1.2-6-2 図 柏崎刈羽原子力発電所 大湊側敷地主要断面（7 号炉） 
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5 条-別添-1-20 

 

 
取水路断面  

 

 

 
補機取水路断面  

 

 

 
放水路断面  

 

第 1.2-6-3 図 柏崎刈羽原子力発電所 大湊側敷地主要断面（5 号炉） 
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5 条-別添-1-21 

a. 津波防護対象設備を内包する建屋・区画，屋外に設置される津波 

防護対象設備 

6号炉及び 7号炉の設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包す

る建屋・区画としては原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建

屋及び廃棄物処理建屋があり，いずれも T.M.S.L.＋12m の大湊側の

敷地に設置されている。設計基準対象施設の津波防護対象設備の屋

外設備としては同じ T.M.S.L.＋12m の大湊側の敷地に燃料設備の一

部（軽油タンク，燃料輸送ポンプ）が，また，他に非常用取水設備

が各号炉の取水口からタービン建屋までの間に敷設されている。 

なお，6 号炉及び 7 号炉では，重要な安全機能を有する原子炉補機

冷却海水ポンプは，その他の循環水ポンプ，タービン補機冷却海水

ポンプとともにタービン建屋海水熱交換器区域の地下に敷設されて

いる。 

一方，重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋・

区画としては，T.M.S.L.＋12m の大湊側の敷地に設計基準対象施設と

同様の 6 号炉及び 7 号炉の原子炉建屋，タービン建屋，コントロー

ル建屋及び廃棄物処理建屋と，この他に 5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所を内包する 5 号炉原子炉建屋がある。また，これよりも高所

の T.M.S.L.＋13m の敷地に免震重要棟内緊急時対策所を内包する免

震重要棟がある。 

重大事故等対処施設の津波防護対象設備の屋外設備（設計基準対

象施設と兼ねるものを除く）としては，T.M.S.L.＋12m の大湊側の敷

地に，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源，6 号炉及び 7 号炉格

納容器圧力逃がし装置，及び常設代替交流電源設備（第一ガスター

ビン発電機）が敷設等されており，さらに，T.M.S.L.＋21.5m の高台

に常設代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）が敷設されて

いる。また，T.M.S.L.＋35m の大湊側高台保管場所と T.M.S.L.＋37m

の荒浜側高台保管場所に，可搬型重大事故等対処設備が保管されて

いる。 

なお，免震重要棟内緊急時対策所及び第二ガスタービン発電機に

ついては地震に対して健全性が確認されたものではないため地震時

に期待する設備と整理しているものではないが，津波単体に対して

は防護するものと位置づけている。 

以上の免震重要棟内緊急時対策所，第二ガスタービン発電機，各

高台保管場所から大湊側の敷地上の設備に掛けてはアクセスルート

が設定されており，このうち津波時に期待するルートについては

T.M.S.L.＋13m 以上の高さに設定されている。 

なお，後段（「2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針」）で
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5 条-別添-1-22 

示すとおり，基準津波による遡上波が到達しない十分に高い敷地と

して，大湊側の T.M.S.L.＋12m の敷地、及び大湊側，荒浜側の敷地

背面の T.M.S.L.＋12m よりも高所の第 1.2-7 図の範囲を，浸水を防

止する敷地として設定する。上記のとおり，津波防護対象設備を内

包する建屋・区画，及び屋外に設置される津波防護対象設備はいず

れも，同敷地に設置される。 
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第 1.2-7 図 浸水を防止する敷地 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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5 条-別添-1-24 

b. 津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備 

6 号炉及び 7 号炉の浸水防止設備としては，6 号炉及び 7 号炉のタ

ービン建屋海水熱交換器区域地下の補機取水槽上部床面に取水槽閉

止板を設置し，タービン建屋内の区画境界部及び他の建屋との境界

部に水密扉，止水ハッチ，ダクト閉止板，浸水防止ダクト，床ドレ

ンライン浸水防止治具の設置及び貫通部止水処置を実施する。また，

非常用取水設備として 6 号炉及び 7 号炉の取水口前面に海水貯留堰

を津波防護施設（非常用取水設備を兼ねる）と位置づけて設置する。 

津波監視設備としては，7 号炉排気筒の T.M.S.L.＋76m の位置に津

波監視カメラを設置し，6 号炉及び 7 号炉の補機取水槽（上部床面高

さ T.M.S.L.＋3.5m）に取水槽水位計を設置する。 

なお，大湊側，荒浜側の敷地前面には自主的な対策設備としてそ

れぞれ，天端標高 T.M.S.L.約＋15m のセメント改良土による防潮堤，

鉄筋コンクリート造の防潮堤を設置する。 

 

c. 敷地内遡上域の建物・構築物等 

敷地内の遡上域の建物・構築物としては，T.M.S.L.＋3m の護岸部

に除塵装置やその電源室，点検用クレーン等がある。また，自主的

対策設備である防潮堤の機能を考慮しない条件において遡上域とな

る T.M.S.L.＋5m の荒浜側の敷地には，各種の建屋類や軽油タンク等

がある。 
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5 条-別添-1-25 

(3) 敷地周辺の人工構造物の位置，形状等 

発電所の構内の主な港湾施設としては，6，7 号炉主要建屋の南方約

800m の位置に物揚場があり，燃料等輸送船が不定期に停泊する。また，

発電所の周辺の港湾施設としては，6，7 号炉の南方約 3km に荒浜漁港

があり，小型の漁船，プレジャーボートが約 30 隻，停泊している。

この他に津波漂流物等の観点から発電所への影響が考えられる発電

所周辺の 5km 圏内には港湾施設はなく，また，定置網等の固定式漁具，

浮筏，浮桟橋等の海上設置物もない。 

発電所周辺 5km 圏内の集落としては，発電所の南方に荒浜地区，松

波地区が，また北方に大湊地区，宮川地区，椎谷地区がある。また，

他には 6，7 号炉の南方約 2.5km に研究施設があり，事務所等の建築

物，タンクや貯槽等の構築物がある。 

敷地前面海域を通過する船舶としては，海上保安庁の巡視船がパト

ロールをしている。他には定期船として発電所から北東約 30km に赤

泊～寺泊の航路が，南西約 30km に小木～直江津の航路が，北西約 30km

に敦賀～新潟の航路があるが，発電所沖合約 30km 圏内を通過するも

のはない。 

柏崎刈羽原子力発電所の主な港湾施設の配置を第 1.2-8 図に，発電

所から半径 5km 圏内の港湾施設等の配置を第 1.2-9 図に，また発電所

周辺漁港に停泊する船舶の種類・数量を第 1.2-1 表に，発電所周辺の

航路を第 1.2-10 図に示す。  
 

 
 
 

第 1.2-8 図 柏崎刈羽原子力発電所 港湾施設配置図 

 

物 揚 場  

6， 7 号 炉  

約 800m  
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5 条-別添-1-26 

 
第 1.2-9 図 柏崎刈羽原子力発電所 敷地周辺図 

 

 

第 1.2-1 表 柏崎刈羽原子力発電所周辺漁港の船舶 

場所 種類 数量 

荒浜漁港 5t 未満 21 

（調査実施日 :平成 27 年 12 月 4 日）      

 

 

 

 

 

荒 浜 地 区  
（ 荒 浜 漁 港 ） 

大 湊 地 区  

宮 川 地 区  

椎 谷 地 区  

松 波 地 区  

海 洋 生 物  

環 境 研 究 所  

海 上 保 安 庁  
巡 視 船  
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5 条-別添-1-27 

 

 

第 1.2-10 図 柏崎刈羽原子力発電所 周辺航路 

（地図出典：国土地理院）  

 

柏崎刈羽原子力発電所  

寺泊～赤泊定期船航路  

小木～直江津定期船航路 

敦賀～新潟フェリー航路 
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5 条-別添-1-28 

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

(1) 敷地周辺の遡上・浸水域の評価 

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては，次に示す事項を考慮した遡上解

析を実施して，遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討

すること。 

 敷地及び敷地周辺の地形とその標高 

 敷地沿岸域の海底地形 

 津波の敷地への侵入角度 

 敷地及び敷地周辺の河川，水路の存在 

 陸上の遡上・伝播の効果 

 伝播経路上の人工構造物 

 

【検討方針】 

基準津波による次に示す事項を考慮した遡上解析を実施して，遡上

波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討する。 

 敷地及び敷地周辺の地形とその標高 

 敷地沿岸域の海底地形 

 津波の敷地への侵入角度 

 敷地及び敷地周辺の河川，水路の存在 

 陸上の遡上・伝播の効果 

 伝播経路上の人工構造物 

 

【検討結果】 

a. 遡上解析の手法，データ及び条件 

上記の検討方針について，遡上解析の手法，データ及び条件を以

下のとおりとした。 

 基準津波による敷地周辺の遡上解析にあたっては，遡上解析上，

影響を及ぼす斜面や道路等の地形とその標高，及び伝播経路上

の人工構造物の設置状況を考慮し，遡上域のメッシュサイズ

（5.0m）に合わせた形状にモデル化する。 

 敷地沿岸域及び海底地形は，国土地理院等による海底地形図及

び発電所近傍や港湾内の深浅測量結果を使用する。また，取・

放水路の諸元，敷地標高については，発電所の竣工図を使用す

る。 

 モデル化の対象とする構造物は，耐震性や耐津波性を有する恒

設の人工構造物，及び津波の遡上経路に影響する恒設の人工構

造物とする。その他の津波伝播経路上の人工構造物については，
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5 条-別添-1-29 

構造物が存在することで津波の影響軽減効果が生じ，遡上範囲

を過小に評価する可能性があることから，遡上解析上，保守的

な評価となるよう対象外とする。 

なお，遡上経路に影響し得る，あるいは津波伝播経路上の人工

構造物である発電所防波堤及び自主的な対策設備として設置

している荒浜側防潮堤は，耐震性，耐津波性が確認された構造

物ではないが，その存在が遡上解析に与える影響が必ずしも明

確でないことから，ここではモデル化の対象とし，損傷等が遡

上経路に及ぼす影響を次項「(2)  地震・津波による地形等の変

化に係る評価」で検討する。 

 

b. 敷地周辺の遡上・浸水域の把握 

敷地周辺の遡上・浸水域の把握にあたって以下のとおりとした。 

 敷地周辺の遡上・浸水域の把握にあたっては，敷地前面・側面

及び敷地周辺の津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時

変化を把握する。 

 敷地周辺の浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及

びそれらの速度について留意し，敷地の地形，標高の局所的な

変化等による遡上波の敷地への回り込みを考慮する。 

 

遡上解析により得られた基準津波による最高水位分布及び最大浸

水深分布を第 1.3-1 図に示す。 

これより，発電所敷地周辺及び敷地のうち，敷地前面の護岸付近

については津波が遡上し浸水する可能性があるが，津波防護対象設

備を内包する建屋及び区画が設置された敷地（浸水を防止する敷地）

に津波が遡上する可能性はないことを確認した。 
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第 1.3-1-1 図 基準津波による遡上波の最高水位分布・最大浸水深分布（基準津波 1） 

最高水位分布（敷地全体）  

最高水位分布（遡上域拡大）  最大浸水深分布（遡上域拡大）  

最大浸水深分布（敷地全体） 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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第 1.3-1-2 図 基準津波による遡上波の最高水位分布・最大浸水深分布（基準津波 3） 

最高水位分布（敷地全体）  

最高水位分布（遡上域拡大）  最大浸水深分布（遡上域拡大）  

最大浸水深分布（敷地全体） 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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5 条-別添-1-32 

(2) 地震・津波による地形等の変化に係る評価 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影

響を検討すること。 

 地震に起因する変状による地形，河川流路の変化 

 繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形，河川流路

の変化 

 

【検討方針】 

次に示す可能性があるかについて検討し，可能性がある場合は，敷

地への遡上経路に及ぼす影響を検討する。 

 地震に起因する変状による地形，河川流路の変化 

 繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積による地形，河川流路

の変化 

 

【検討結果】 

地震による地形等の変化については，遡上経路へ影響を及ぼす可能

性のある地盤変状及び構造物損傷として，以下を考慮した津波遡上解

析を実施し，遡上経路に及ぼす影響を検討した。検討の具体的な内容

は添付資料 2 に示す。 

 基準地震動 Ss による健全性が確認された構造物ではない発電

所防波堤及び荒浜側防潮堤について，それらの損傷を想定し，

それらがない状態の地形 

 護岸付近及び荒浜側防潮堤内の敷地（T.M.S.L.＋5m）について，

基準地震動 Ss による沈下を想定し，保守的に設定した沈下量

2m を反映した地形 

 発電所敷地の中央に位置する中央土捨場及び荒浜側防潮堤内の

敷地（T.M.S.L.＋5m）の周辺斜面について，基準地震動 Ss によ

る斜面崩壊を考慮し，保守的に設定した土砂の堆積形状を反映

した地形 

 

津波評価の結果，前項で示した津波防護対象設備を内包する建屋及

び区画の設置された敷地への遡上はなく，以上の地形変化については

敷地の遡上経路に影響を及ぼすものではないことを確認した。 

なお，入力津波の設定における地形変化の考慮については，「1.4 入

力津波の設定」に示す。 

遡上域となる大湊側の敷地海側の大部分はアスファルトまたはコ

ンクリートで地表面を舗装されており，一部に植生部が存在している。
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文献 1 ) 2 )によるとアスファルト部で 8.0m/s，植生部で 1.5m/s～2.7m/s

の流速に対して洗掘の耐性があるとされている。第 1.3-2-2 図に津波

シミュレーションにおける７号炉取水口前面水位最大時の敷地内の

流向流速分布を示す。大湊側遡上域における流速は，最大で約 2.3m/s

であるが，当該箇所はアスファルトあるいはコンクリートで舗装され

ているため，洗掘による地形変化は生じないと考えられる。 

 

1)  津波防災地域づくりに係る技術検討報告書，津波防災地域づくり

に係る技術検討会，p.33，2012 

2)  水理公式集[平成 11 年版]，土木学会，p.211，2010 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.3-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（取水路，上昇側） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1.3-2-2 図 敷地の流向流速分布  

6 . 4 ( 3 9 . 2 分 )  

6 . 3 ( 3 9 . 5 分 )  

  6号炉取水口前面　水位

-6
-4
-2
0
2
4
6
8

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

(T
.M

.S
.L

. 
m

)

時間（分）

  7号炉取水口前面　水位

-6
-4
-2
0
2
4
6
8

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

(T
.M

.S
.L

. 
m

)

時間（分）

※ 朔 望 平 均 満 潮 位 （ T.M.S . L .＋ 0 . 49m）， 潮 位 の バ ラ つ き （ 0 .16m）， 地 殻 沈 降 量 （ 0. 21m）  
を 初 期 条 件 と し て 見 込 ん だ 津 波 評 価 に よ り 得 ら れ た 波 形  

大 湊 側  

敷 地  2. 3m/ s  
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1.4 入力津波の設定 

【規制基準における要求事項等】 

基準津波は，波源域から沿岸域までの海底地形等を考慮した，津波

伝播及び遡上解析により時刻歴波形として設定していること。 

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置におい

て算定される時刻歴波形として設定していること。 

基準津波及び入力津波の設定に当たっては，津波による港湾内の局

所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮すること。 

 

【検討方針】 

基準津波については，「柏崎刈羽原子力発電所における津波評価」（参

考資料 1）において説明する。 

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置におい

て算定される時刻歴波形として設定する。具体的な入力津波の設定に

あたっては，以下のとおりとする。 

 入力津波は，海水面の基準レベルからの水位変動量を表示するこ

ととし，潮位変動等については，入力津波を設計または評価に用

いる場合に考慮する。 

 入力津波が各施設・設備の設計・評価に用いるものであることを

念頭に，津波の高さ，津波の速度，衝撃力等，着目する荷重因子

を選定した上で，各施設・設備の構造・機能損傷モードに対応す

る効果を安全側に評価する。 

 施設が海岸線の方向において広がりを有している場合は，複数の

位置において荷重因子の値の大小関係を比較し，施設に最も大き

な影響を与える波形を入力津波とする。 

基準津波及び入力津波の設定にあたっては，津波による港湾内の局

所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮する。 

 

【検討結果】 

(1) 入力津波設定の考え方 

基準津波は，地震による津波，海底地すべり等の地震以外の要因に

よる津波の検討及びこれらの組合せの検討結果より，施設に最も大き

な影響を及ぼすおそれのある津波として，第 1.4-1 表に示す 3 種類の

津波を設定している。これらの基準津波の設定に関わる具体的な内容

は，「柏崎刈羽原子力発電所における津波評価」（参考資料 1）で説明

する。 

なお，基準津波は平成 28 年 12 月 9 日の第 420 回審査会合時点のも

のであり，基準津波の変更があれば，改めて施設評価の見直しを行う
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ものとする。 

 

第 1.4-1 表 柏崎刈羽原子力発電所の基準津波とその位置づけ 

策 定 目 的  評 価 対 象 地 点  地 形 モ デ ル  

波 源  基 準  

津 波  

名 称  

最 高 ・ 最 低  

水 位  

(T.M.S.L. m) 

地 震  

（ 断 層 ﾓﾃﾞﾙ）  

地  

す べ り  

施 設 や 敷 地 へ の  

影 響 を 評 価  

（ 水 位 上 昇 ）  

敷 地 前 面  

（ 港 湾 内 ）  
現 状 地 形  

 

荒 浜 側  

防 潮 堤 あ り  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃﾞﾙ） 
LS-2 

基 準  

津 波  

1 

6.8 

施 設 や 敷 地 へ の  

影 響 を 評 価  

（ 水 位 下 降 ）  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃﾞﾙ） 
―  

基 準  

津 波  

2 

-5.4 

敷 地 高 さ が 低 い  

荒 浜 側 敷 地 へ の  

遡 上 影 響 を 評 価  

荒 浜 側 遡 上 域  

（ 防 潮 堤 外 ）  

※ 防 潮 堤 健 全  

状 態  

海 域 の 活 断 層  

（ 5 断 層 連 動  

ﾓﾃﾞﾙ）  

LS-2 

基 準  

津 波  

3 

7.6 

荒 浜 側 遡 上 域  

（ 防 潮 堤 内 ）  

※ 防 潮 堤 損 傷  

状 態  

荒 浜 側  

防 潮 堤  

の 損 傷 を  

考 慮 し た  

地 形  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃﾞﾙ） 
LS-2 

基 準  

津 波  

1 * 

6.7 

* 荒浜側防潮堤損傷を考慮した地形モデルであることを識別する場合は「基準津波 1’」

と呼称する  

 

入力津波は，以上の基準津波を踏まえ，津波の地上部からの到達・

流入，取水路・放水路等の経路からの流入，及び非常用海水冷却系の

取水性に関する設計・評価を行うことを目的に，取水口前面・補機取

水槽位置，放水口前面・放水庭位置，及び荒浜側遡上域（防潮堤健全

状態では防潮堤外護岸部，防潮堤損傷状態では防潮堤内敷地部）に着

目して設定した。なお，解析には，基準津波の評価において妥当性を

確認した数値シミュレーションプログラムを用いた（添付資料 6）。具

体的には取水口前面及び放水口前面位置，及び荒浜側遡上域について

は基準津波の波源から発電所敷地までの津波伝播・遡上解析を行い，

海水面の基準レベルからの水位変動量として設定した。また，補機取

水槽及び放水庭位置については，取水口前面及び放水口前面位置にお

ける津波条件に基づき，水路部について水理特性を考慮した管路解析

を行い，各位置における水位変動量として設定した。なお，6 号炉及

び 7 号炉の補機取水槽における水位変動量の評価は，取水口の前面に

海水ポンプの取水性を確保すること目的として海水貯留堰を設置す

ることから，同堰の存在を考慮に入れて実施した。 

入力津波の設定位置を第 1.4-1 図に示す。
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第 1.4-1 図 入力津波設定位置 
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入力津波を設計または評価に用いるにあたっては，入力津波に影響

を与え得る要因を考慮した。すなわち，入力津波が各施設・設備の設

計・評価に用いるものであることを踏まえ，津波の高さ，津波の速度，

衝撃力等，各施設・設備の設計・評価において着目すべき荷重因子を

選定した上で，算出される数値の切り上げ等の処理も含め，各施設・

設備の構造・機能損傷モードに対応する効果を安全側に評価するよう

に，各影響要因を取り扱った。 

入力津波に対する影響要因としては，津波伝播・遡上解析に関わる

ものとして次の項目が挙げられる。 

 潮位変動 

 地震による地殻変動 

 地震による地形変化 

 

また，管路解析に関わるものとして，さらに次の項目が挙げられる。 

 管路状態・通水状態 

 

これらの各要因の詳細及び具体的な取り扱いについては次項「(2) 

入力津波に対する影響要因の取り扱い」において示す。 

なお，柏崎刈羽原子力発電所の 6 号炉及び 7 号炉の津波防護におい

て，規制基準の要求事項に適合するにあたり必要な施設の中に，海岸

線の方向に広がりを有するものはないが，自主的な対策設備としては

荒浜側防潮堤がある。これに対しては，基準津波 3 の評価において複

数の位置における津波高さの大小関係を比較した上で，最大値を与え

る波形を確認しており，当該の波形に基づき，入力津波を設定してい

る。確認の具体的な内容は「柏崎刈羽原子力発電所における津波評価」

（参考資料 1）で説明する。 

また，津波による港湾内の局所的な海面の固有振動の励起について

は，柏崎刈羽原子力発電所の港湾部においては，取水口及び放水口内

外で最高水位や傾向に大きな差異はなく，取水口及び放水口近傍で局

所的な海水の励起は生じていないことを確認している。確認の詳細を

添付資料 3 に示す。 

以上の考え方に基づき設定した設計または評価に用いる入力津波

を「1.6 設計または評価に用いる入力津波」において示す。 

47



 

5 条-別添-1-38 

(2) 入力津波に対する影響要因の取り扱い 

入力津波に影響を与える可能性がある要因の取り扱いに関わる基

本方針を以下に示す。 

 影響を与える津波条件（荷重因子）の種類が限定的な要因は，

入力津波の設定にあたり当該の津波条件（荷重因子）が保守的

となるケースを想定する。 

 影響を与える津波条件（荷重因子）の種類が複数に及ぶ可能性

があり，設計・評価に及ぼす影響の度合いが必ずしも明らかで

ない要因は，入力津波の設定にあたり標準的なケースを想定す

る。その上で，標準以外のケースにより得られる津波条件（荷

重因子）に対して影響評価を行い，設計・評価の適切性（裕度）

を確認する。 

 

以上の方針に基づく各要因の具体的な取り扱いを以下に，また，こ

のうち「潮位変動」，「地震による地殻変動」については，規制基準の

要求事項等とともに詳細を「1.5 水位変動，地殻変動の考慮」に示す。 

 

■潮位変動 

影響を与える主たる津波条件（荷重因子）は，津波高さであり，

入力津波の設定にあたってはこれが保守的となるケース（水位上昇

側の設計・評価においては朔望平均満潮位及び潮位のバラつき，水

位下降側の設計・評価においては朔望平均干潮位及び潮位のバラつ

き）を想定する。 

潮位変動の取り扱いに関わる詳細は 1.5 節に示す。 

 

■地震による地殻変動 

影響を与える主たる津波条件（荷重因子）は，（設計・評価対象の

高さと津波高さとの相対的位置変化による）津波高さであり，入力

津波の設定にあたってはこれが保守的となるケース（水位上昇側の

設計・評価においては沈降側，水位下降側の設計・評価においては

隆起側）を想定する。 

地震による地殻変動の取り扱いに関わる詳細は 1.5 節に示す。 

 

■地震による地形変化 

地震による地形変化としては，前節「1.3 基準津波による敷地周

辺の遡上・浸水域」の「(2) 地震・津波による地形等の変化に係る

評価」で説明したとおり，次の事象が考えられる。 

 斜面崩壊・地盤変状 
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 荒浜側防潮堤損傷 

 防波堤損傷 

 

影響を与える津波条件（荷重因子）は，津波高さに限らず，流速，

流向，その時刻歴波形（継続時間等）など多岐にわたると考えられ，

これらが設計・評価に及ぼす影響の度合いは必ずしも明らかでない

と考えられる。このため，入力津波の設定にあたっては現地形を想

定し，影響評価として地形変化を考慮した際の津波条件（荷重因子）

に対し，設計・評価の適切性（裕度）の確認を行うことを基本とす

る。 

入力津波の設定における地形変化の影響に関する検討の詳細は添

付資料 2 に示すとおりであり，これより上記の各事象について具体

的には次の取り扱いとする。 

 

 斜面崩壊・地盤変状 

遡上解析により，（荒浜側防潮堤の機能を考慮しない条件に

おける）荒浜側遡上域の流況（流向・流速）を除き，現地形が

保守的か，有意な影響がないことが確認された。 

このため荒浜側遡上域の流況以外の津波条件（荷重因子）に

ついては，入力津波の設定にあたり，現地形を代表条件とする。

また，荒浜側遡上域の流況については，入力津波の設定にあた

り，現地形を想定し，影響評価として地形変化を考慮した際の

津波条件に対し，設計・評価の適切性（裕度）を確認する。 

 

 荒浜側防潮堤損傷 

遡上解析により，各種の津波条件（荷重因子）に対し，現地

形が保守的か，有意な影響がないことが確認された。 

このため本影響要因については入力津波（防潮堤の損傷を前

提条件として設定するものを除く）の設定にあたり，現地形（防

潮堤が健全な状態）を代表条件とする。 

 

 防波堤損傷 

影響を与える津波条件の種類（荷重因子）は，津波高さ，流

速，流向，その時刻歴波形（継続時間等）など多岐にわたり，

これらが設計・評価に及ぼす影響の度合いが必ずしも明らかで

ないため，入力津波の設定にあたっては現地形を想定し，影響

評価として地形変化を考慮した際の津波条件（荷重因子）に対

し，設計・評価の適切性（裕度）を確認する。 
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■管路状態・通水状態 

管路内における津波の挙動に関わる管路状態・通水状態としては

以下の項目が挙げられる。 

 貝付着状態 

 スクリーン圧損状態 

 ポンプ稼働状態 

 

これらが影響を与える主たる津波条件（荷重因子）は管路内にお

ける津波高さであり，入力津波の設定にあたってはこれが保守的と

なるケース（各種条件の組合せ）を想定する。 

保守的な条件の選定に関わる管路解析の詳細を添付資料 4 に示す。 
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1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

【規制基準における要求事項等】 

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位（注）を考慮して安

全側の評価を実施すること。 

注）：朔（新月）及び望（満月）の日から 5 日以内に観測された，各月の

最高満潮面及び最低干潮面を 1 年以上にわたって平均した高さの水位

をそれぞれ，朔望平均満潮位及び朔望平均干潮位という 

潮汐以外の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮するこ

と。 

地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合，地殻変動によ

る敷地の隆起または沈降及び，強震動に伴う敷地地盤の沈下を考慮し

て安全側の評価を実施すること。 

 

【検討方針】 

入力津波を設計または評価に用いるにあたり，入力津波による水位

変動に対して朔望平均潮位を考慮して安全側の評価を実施する。潮汐

以外の要因による潮位変動として，高潮についても適切に評価を行い

考慮する。また，地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合

は，地殻変動による敷地の隆起または沈降及び強震動に伴う敷地地盤

の沈下を考慮して安全側の評価を実施する。 

具体的には以下のとおり実施する。 

 朔望平均潮位については，敷地周辺の港における潮位観測記録に

基づき，観測設備の仕様に留意の上，評価を実施する。 

 上昇側の水位変動に対しては，朔望平均満潮位及び潮位のバラつ

きを考慮して上昇側評価水位を設定し，下降側の水位変動に対し

ては，朔望平均干潮位及び潮位のバラつきを考慮して下降側評価

水位を設定する。 

 潮汐以外の要因による潮位変動について，潮位観測記録に基づき，

観測期間等に留意の上，高潮発生状況（程度，台風等の高潮要因）

について把握する。また，高潮の発生履歴を考慮して，高潮の可

能性とその程度（ハザード）について検討し，津波ハザード評価

結果を踏まえた上で，独立事象としての津波と高潮による重畳頻

度を検討した上で，考慮の可否，津波と高潮の重畳を考慮する場

合の高潮の再現期間を設定する。 

 地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合，以下のとお

り考慮する。 

 地殻変動が隆起の場合，下降側の水位変動に対する安全評価の際

には，下降側評価水位から隆起量を差引いた水位と対象物の高さ
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を比較する。また，上昇側の水位変動に対する安全評価の際には，

隆起を考慮しないものと仮定して，対象物の高さと上昇側評価水

位を直接比較する。 

 地殻変動が沈降の場合，上昇側の水位変動に対する安全評価の際

には，上昇側水位に沈降量を加算して，対象物の高さと比較する。

また，下降側の水位変動に対する安全評価の際には，沈降しない

ものと仮定して，対象物の高さと下降側評価水位を直接比較する。 
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【検討結果】 

(1) 朔望平均潮位 

柏崎刈羽原子力発電所の南西約 11km の観測地点「柏崎」（国土交通

省国土地理院柏崎験潮場）（第 1.5-1 図）の朔望平均潮位は第 1.5-1

表のとおりである。 

耐津波設計においては施設への影響を確認するため，上昇側の水位

変動に対しては朔望平均満潮位を考慮して上昇側水位を設定し，また，

下降側の水位変動に対しては朔望平均干潮位を考慮して下降側水位

を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5-1 図 観測地点「柏崎」の位置 

 

 

第 1.5-1 表 考慮すべき水位変動 

朔望平均満潮位 T.M.S.L.＋0.49m 

朔望平均干潮位 T.M.S.L.＋0.03m 

 

柏崎験潮場  

53



 

5 条-別添-1-44 

(2) 潮位のバラつき 

設定した朔望平均潮位のバラつきを把握するため，潮位観測記録を

用いてバラつきの程度を確認した。 

確認は平成 22 年 1 月から平成 26 年 12 月まで（2010 年 1 月～2014

年 12 月）の 5 ヵ年のデータを用いて行った。用いたデータを第 1.5-2

図に示す。 

データ分析の結果は第 1.5-2 表に示すとおりであり，標準偏差は満

潮位で 0.16ｍ，干潮位で 0.15ｍであった。 

なお，以上の結果については観測期間を 10 ヵ年とした場合につい

ても検証を行い，同程度の値を示すことを確認している。（添付資料 5） 

満潮位の標準偏差（0.16ｍ）は，耐津波設計における上昇側水位の

設定の際に考慮し，干潮位の標準偏差（0.15ｍ）は下降側水位の設定

の際に考慮する。 

 

第 1.5-2 表 朔望潮位に関するデータ分析（柏崎） 

 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

最大値 T.M.S.L.＋0.91 T.M.S.L.＋0.38 

平均値 T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.＋0.03 

最小値 T.M.S.L.＋0.12 T.M.S.L.－0.32 

標準偏差 0.16 0.15 
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第 1.5-2 図 各月の朔望満干潮位の推移 
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(3) 高潮 

a. 高潮の評価 

観測地点「柏崎」における過去 61 年（1955 年～2015 年）の年最

高潮位を第 1.5-3 表に示す。また，表から算定した観測地点「柏崎」

における最高潮位の超過発生確率を第 1.5-3 図に示す。これより，

再現期間と期待値は次のとおりとなる。 

 

－ 2 年 ：T.M.S.L.＋0.76ｍ 

－ 5 年 ：T.M.S.L.＋0.85ｍ 

－ 10 年 ：T.M.S.L.＋0.90ｍ 

－ 20 年 ：T.M.S.L.＋0.96ｍ 

－ 50 年 ：T.M.S.L.＋1.03ｍ 

－ 100 年 ：T.M.S.L.＋1.08ｍ 
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第 1.5-3 表 観測地点「柏崎」における年最高潮位 

年 月 日 時 潮位(ｍ) 順位 備考
1955 7 22 16 0.62 台風９号と台風１１号の通過
1956 12 5 17 0.93 ⑥
1957 12 18 23 0.72
1958 8 21 6 0.65
1959 9 18 13 0.82 台風１４号通過
1960 1 5 20 0.69
1961 8 7 1 0.83
1962 8 4 7 0.79 台風９号から温帯低気圧へ
1963 11 9 5 0.86 ⑩
1964 11 23 19 0.78
1965 12 12 20 0.81
1966 12 1 1 0.73
1967 8 29 5 0.71
1968 1 14 17 0.71
1969 12 3 10 0.74
1970 12 4 6 0.84
1971 9 27 4 0.73 台風２９号通過
1972 12 2 0 0.96 ⑤
1973 11 17 8 0.72
1974 11 18 20 0.78
1975 8 23 15 0.75 台風６号通過
1976 10 29 21 0.97 ④
1977 12 26 1 0.66
1978 8 3 13 0.69 台風８号通過
1979 3 31 5 0.74
1980 10 26 17 0.88 ⑨
1981 8 23 7 0.92 ⑦ 台風１５号通過
1982 10 25 3 0.70
1983 11 18 17 0.76
1984 8 23 2 0.81 台風１０号から温帯低気圧へ
1985 11 13 16 0.73
1986 8 30 6 0.71 台風１３号から温帯低気圧へ
1987 1 1 2 0.81
1988 7 1 14 0.54
1989 11 30 2 0.69
1990 12 27 14 0.75
1991 2 17 3 0.65
1992 12 14 1 0.74
1993 2 23 16 0.67
1994 9 20 15 0.72 台風２４号から温帯低気圧へ
1995 12 24 19 0.77
1996 6 19 14 0.76
1997 1 3 21 0.74
1998 11 17 16 0.83
1999 10 28 3 0.81
2000 2 9 4 0.97 ③
2001 1 2 19 0.73
2002 10 28 5 0.76
2003 9 13 18 0.74 台風第１４号通過
2004 8 20 5 1.05 ① 台風第１５号通過
2005 12 5 3 0.73
2006 11 7 17 0.78
2007 1 7 18 0.85
2008 2 24 5 0.73
2009 12 21 5 0.75
2010 11 10 3 0.91 ⑧
2011 1 1 0 0.69
2012 4 4 5 0.73
2013 1 26 17 0.74
2014 12 17 23 1.04 ②
2015 11 27 17 0.78  
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第 1.5-3 図 観測地点「柏崎」における最高潮位の超過発生確率 

相関係数r 0.985

データ数N 61

再現期間
（年）

期待値
（T.M.S.L.(m)）

2 0.76

5 0.85

10 0.90

20 0.96

50 1.03

100 1.08
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b. 高潮の考慮 

基準津波による水位の年超過確率は 10 - 4～10 - 5 程度であり，独立事

象としての津波と高潮が重畳する可能性は低いと考えられるものの，

高潮ハザードについては，プラントの運転期間を超える再現期間 100

年に対する期待値（T.M.S.L.＋1.08m）と入力津波で考慮する朔望平

均満潮位（T.M.S.L.＋ 0.49m）及び潮位のバラつき（0.16m）との差

である 0.43m を外郭防護の裕度評価において参照する。（第 1.5-4 図） 

 

②潮位のバラつき
【0.16m】

高潮バザードの
再現期間100年

期待値
【T.M.S.L.＋1.08m】

外郭防護
許容津波高さ

①朔望平均満潮位
【T.M.S.L.＋0.49m】

③裕度評価において参照
する値（参照する裕度）

【0.43m】

基準津波により求まる
評価地点の水位上昇量※

設計または評価に用いる
入力津波高さ

水位上昇側

③参照する裕度
【0.43m】

＜ 設計の裕度

裕度評価において
設計の裕度＞③

であることを確認する
設計の裕度

※本図はイメージであり、実際には①朔望平均満潮位、②潮位のバラつきを初期条件として見込んだ上で津波評価を
　行い「設計または評価に用いる入力津波高さ」を算定している  

 
第 1.5-4 図 高潮の考慮のイメージ 
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(4) 地殻変動 

津波の波源としている地震による地殻変動としては，第 1.5-4 表に

示す沈降及び隆起が想定される。なお，基準津波の波源については第

1.5-5 図に，また，地殻変動量の算定方法については添付資料 6 に示

す。 

耐津波設計においては施設への影響を確認するため，地殻変動が沈

降の場合，上昇側の水位変動に対して設計，評価を行う際には，沈降

量を考慮して上昇側水位を設定する。また，下降側の水位変動に対し

て設計，評価を行う際は，沈降しないものと仮定する。 

地殻変動が隆起の場合，下降側の水位変動に対して設計，評価を行

う際には，隆起量を考慮して下降側水位を設定する。また，上昇側の

水位変動に対して設計，評価を行う際は，隆起しないものと仮定する。 

なお，「柏崎刈羽原子力発電所における津波評価」における地震に

よる津波の数値シミュレーションでは，地殻変動量を含む形で表現し

ている。 

広域的な余効変動の継続について，1 ヶ月間の地殻変動図（国土地

理院，2015 年 12 月）を第 1.5-6 図に，GPS 連続観測システム（国土

地理院，GEONET）の標高データに基づく 2010 年 1 月 1 日の標高に対

する鉛直変位の経時変化を第 1.5-7 図に示す。柏崎地点における 2015

年 6 月～2016 年 6 月の一年間の変位量は約＋0.7cm であることなどか

ら，広域的な余効変動による津波に対する安全性評価への影響はない

と考えられる。なお，福島県いわき地点及び相馬地点では，2011 年東

北地方太平洋沖地震後の余効変動による隆起が現在まで継続してお

り，2015 年 6 月～2016 年 6 月の一年間の変位量は，福島県いわき地

点では約＋2.6cm，相馬地点では約＋3.0cm である。 

60



 

5 条-別添-1-51 

 

第 1.5-4 表 津波の波源としている地震による地殻変動量 

 津波  
波源となる地震 

（断層モデル） 

地殻  

変動量 

設計・評価に 

考慮する変動量 

上昇側 

評価時 

基準津波 1 
日本海東縁部 

（2 領域モデル） 

0.21m 

沈降  
0.21m の沈降を考慮 

基準津波 3 
海域の活断層  

（ 5 断層連動モデル） 

0.29m 

沈降  
0.29m の沈降を考慮 

下降側 

評価時 
基準津波 2 

日本海東縁部  

（ 2 領域モデル）  

0.20m 

沈降  
沈降しないものと仮定 

 

 
 
 

 
 

第 1.5-5 図 基準津波の想定波源図 
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第 1.5-6 図 東日本の地殻変動（2015 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5-7 図 鉛直変位の経時変化 

相 馬  

い わ き  

柏 崎  
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1.6 設計または評価に用いる入力津波 

「1.4 入力津波の設定」及び「1.5 水位変動，地殻変動の考慮」に

記した考慮事項を踏まえた設計または評価に用いる入力津波設定の概

念を第 1.6-1 図に示す。また，設定した各施設・設備の設計または評

価に用いる入力津波の津波高さを第 1.6-1 表に，各入力津波の時刻歴

波形を第 1.6-2 図に示す。 

なお，「1.4 入力津波の設定」に示した，入力津波に影響を与え得る

要因の取り扱いに関わる，影響評価ケースを第 1.6-2 表に整理して示

す。1.4 節で述べたとおり，実施した各設計・評価においては，これら

の影響評価ケースに対しても，設計・評価の適切性（裕度）の確認を

行った。  

③ 沈降量
　：0.21m～0.29m

敷地、対象物

② 潮位のばらつき：0.16m

（水位上昇側）

③ 隆起量：0m
（沈降するため保守的に0m）

敷地、対象物

② 潮位のばらつき：0.15m

防護対象設備

設計余裕

裕度評価で
参照する裕度＜設計裕度を確認

設計余裕

高潮ハザードに対する
参照する裕度：0.43m

（水位下降側）

機能維持
対象設備

（海水ポンプ）

※基準津波による水位の評価では①朔望平均満潮位（T.M.S.L.+0.49m）を初期条件として見込んだ上で
　　津波評価を行い、水位を算定している
※本図はイメージであり、設計または評価に用いる入力津波高さの評価では、①朔望平均満潮位に加え、
　　②潮位のバラつき、③地殻沈降量を初期条件として見込んだ上で津波評価を行い、水位を算定している

基準津波による水位

基準津波による水位

※基準津波による水位の評価では①朔望平均干潮位（T.M.S.L.+0.03m）を初期条件として見込んだ上で
　　津波評価を行い、水位を算定している
※本図はイメージであり、設計または評価に用いる入力津波高さの評価では、①朔望平均干潮位に加え、
　　②潮位のバラつき、③地殻隆起量を初期条件として見込んだ上で津波評価を行い、水位を算定している

 

第 1.6-1 図 設計または評価に用いる入力津波設定の概念 

63



 

 

5
条
-
別
添
-
1
-
5
4
 

第 1.6-1 表 入力津波高さ一覧  

7号炉

取水口前面

補機取水槽

放水庭

放水口前面

6号炉 5号炉

荒浜側遡上域（防潮堤外）
※防潮堤健全時

荒浜側遡上域（防潮堤内）
※防潮堤損傷時

 
基 準 津 波  入 力 津 波 高 さ  T . M . S . L .  ( m )  

策 定 目 的  

波 源  

名 称  

評 価 地 点  

（ 参 考 ）  

基 準 津 波  

に よ る  

遡 上 域  

最 高 水 位  

地 震  

（ 断 層 ﾓﾃ ﾞ ﾙ）  

地  

す べ り  

取 水 路  放 水 路  

荒 浜 側  

遡 上 域  
取 水 口 前 面  補 機 取 水 槽 ※ 1  

放 水 口  

前 面  

放 水 庭 ※ 2  

5 号 炉  6 号 炉  7 号 炉  5 号 炉  6 号 炉  7 号 炉  5 号 炉  6 号 炉  7 号 炉  

施 設 や 敷 地 へ の

影 響 評 価  

（ 上 昇 水 位 ）  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃ ﾞ ﾙ） 
L S - 2  基 準 津 波 1  6.3※ 3 6.4※ 3 6.3※ 3 6.4※ 3 7.0※ 3 7.2※ 3 6.4※ 3 7.4※ 3 8.8※ 3 9.9※ 3  7.7※ 3 

施 設 や 敷 地 へ の

影 響 評 価  

（ 下 降 水 位 ）  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃ ﾞ ﾙ） 
－  基 準 津 波 2   -3.5※ 4 -3.5※ 4  -3.7※ 4 -3.7※ 4      5.5※ 4 

荒 浜 側 敷 地 へ の  

遡 上 の 影 響 評 価  
（ 防 潮 堤 健 全 時 ）  

海 域 の 活 断 層  

（ 5 断 層 連 動  

ﾓﾃ ﾞ ﾙ）  

L S - 2  基 準 津 波 3  

          

7.8※ 3  

（ 防 潮 堤 外 ） 
7.8※ 3 

荒 浜 側 敷 地 へ の  

遡 上 の 影 響 評 価  
（ 防 潮 堤 損 傷 時 ）  

日 本 海 東 縁 部  

（ 2 領 域 ﾓﾃ ﾞ ﾙ） 
L S - 2  基 準 津 波 1  

          

6.9※ 3  

（ 防 潮 堤 内 ） 
 

※ 1： 複 数 あ る 補 機 取 水 槽 に お け る 水 位 の う ち 最 高 水 位 （ 上 昇 水 位 ）， 最 低 水 位 （ 下 降 水 位 ） を 与 え る 津 波 （ 時 刻 歴 波 形 ） を 入 力 津 波 と す る  
※ 2： 複 数 あ る 放 水 庭 （ 主 機 放 水 庭 ， 補 機 放 水 庭 ） に お け る 水 位 の う ち 最 高 水 位 を 与 え る 津 波 （ 時 刻 歴 波 形 ） を 入 力 津 波 と す る  
※ 3： 朔 望 平 均 満 潮 位 ( T. M . S . L . + 0 . 4 9 m )， 潮 位 の ば ら つ き ( 0 . 1 6 m )を 含 め て 評 価 し た 値  
※ 4： 朔 望 平 均 干 潮 位 ( T. M . S . L . + 0 . 0 3 m )， 潮 位 の ば ら つ き ( 0 . 1 5 m )を 含 め て 評 価 し た 値  
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5 条-別添-1-55 

  5号炉取水口前面　水位
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第 1.6-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（取水路，上昇側） 

6 . 3 ( 3 9 . 3 分 )  

6 . 4 ( 3 9 . 2 分 )  

7 . 0 ( 3 9 . 6 分 )  

7 . 2 ( 3 8 . 8 分 )  

6 . 3 ( 3 9 . 5 分 )  

6 . 4 ( 3 9 . 7 分 )  

※ 朔 望 平 均 満 潮 位 （ T.M.S . L .＋ 0 . 49m）， 潮 位 の バ ラ つ き （ 0 .16m）， 地 殻 沈 降 量 （ 0. 21m）  
を 初 期 条 件 と し て 見 込 ん だ 津 波 評 価 に よ り 得 ら れ た 波 形  
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5 条-別添-1-56 

  大湊側放水口前面　水位
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第 1.6-2-2 図 入力津波の時刻歴波形（放水路，上昇側） 

8 . 8 ( 3 7 . 4 分 )  

9 . 9 ( 3 8 . 8 分 )  

7 . 4 ( 3 7 . 7 分 )  

6 . 4 ( 3 7 . 5 分 )  

※ 朔 望 平 均 満 潮 位 （ T.M.S . L .＋ 0 . 49m）， 潮 位 の バ ラ つ き （ 0 .16m）， 地 殻 沈 降 量 （ 0. 21m）  
を 初 期 条 件 と し て 見 込 ん だ 津 波 評 価 に よ り 得 ら れ た 波 形  
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5 条-別添-1-57 
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第 1.6-2-3 図 入力津波の時刻歴波形（荒浜側遡上域） 

7 . 8 ( 3 5 . 4 分 )  

6 . 9 ( 4 0 . 8 分 )  

※ 朔 望 平 均 満 潮 位 （ T.M.S . L .＋ 0 . 49m）， 潮 位 の バ ラ つ き （ 0 .16m）， 地 殻 沈 降 量 （ 0. 29m）  
を 初 期 条 件 と し て 見 込 ん だ 津 波 評 価 に よ り 得 ら れ た 波 形  
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5 条-別添-1-58 

  6号炉取水口前面　水位
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  6号炉補機取水槽　水位
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第 1.6-2-4 図 入力津波の時刻歴波形（下降側） 

- 3 . 5 ( 1 1 4 . 8 分 )  

- 3 . 7 ( 1 1 1 . 2 分 )  

- 3 . 5 ( 1 1 5 . 6 分 )  

- 3 . 7 ( 6 2 . 8 分 )  

※ 朔 望 平 均 干 潮 位 （ T.M.S . L .＋ 0 . 03m）， 潮 位 の バ ラ つ き （ 0 .15m） を 初 期 条 件 と し て  
見 込 ん だ 津 波 評 価 に よ り 得 ら れ た 波 形  
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第 1.6-2-1 表 入力津波に対する影響評価ケース（津波高さに関わる荷重因子） 

大分類 小分類
(1)

朔望平均
潮位

(2)
潮位

バラつき

(1)
荒浜側防潮堤

○：あり
×：なし

(2)
斜面崩壊、地盤変状

○：健全（なし）
×：考慮（あり）

(3)
防波堤
○：あり
×：なし

(1)
朔望平均

潮位

(2)
潮位

バラつき
貝付着

スクリーン
圧損

ポンプ
稼働状態

(1)
荒浜側防潮堤

○：あり
×：なし

(2)
斜面崩壊、地盤変状

○：健全（なし）
×：考慮（あり）

(3)
防波堤
○：あり
×：なし

位置付け
影響評価条件

（最大/最小値等）
T.M.S.L. (m)

○ 入力津波 7.8
× 影響評価ケース1
○ 影響評価ケース2
× 影響評価ケース3
○ 入力津波 6.9
× 影響評価ケース1
○ 影響評価ケース2
× 影響評価ケース3

○ 入力津波
基準津波1：7.7
基準津波2：5.5
基準津波3：7.8

× 影響評価ケース1
○ 影響評価ケース2
× 影響評価ケース3
○ 影響評価ケース4
× 影響評価ケース5
○ 影響評価ケース6
× 影響評価ケース7

○ 入力津波
5号炉：6.3
6号炉：6.4
7号炉：6.3

× 影響評価ケース1
5号炉：7.4
6号炉：7.5
7号炉：7.2

○ 入力津波
5号炉：6.4
6号炉：7.0
7号炉：7.2

× 影響評価ケース1
5号炉：7.7
6号炉：8.4
7号炉：8.3

○ 入力津波 6.4
× 影響評価ケース1 7.0

○ 入力津波
5号炉：7.4
6号炉：8.8
7号炉：9.9

× 影響評価ケース1
5号炉：8.3
6号炉：8.4
7号炉：10.3

○ 入力津波 6.9

× 影響評価ケース1

○ 影響評価ケース2

× 影響評価ケース3

○ 入力津波
6号炉：-3.5
7号炉：-3.5

× 影響評価ケース1
6号炉：-3.5
7号炉：-3.5

○ 入力津波
6号炉：-3.7
7号炉：-3.7

× 影響評価ケース1
6号炉：-4.0
7号炉：-4.3

注1： 上昇水位の評価の際は，朔望平均満潮位及び潮位のバラつきを考慮して上昇側評価水位を設定
下降水位の評価の際は，朔望平均干潮位及び潮位のバラつきを考慮して下降側評価水位を設定

注2： 起因となる地震により生じる地殻変動を考慮

注3： 上昇水位の評価の際，起因となる地震により生じる地殻変動が隆起の場合，隆起しないものと仮定して上昇側評価水位を設定。沈降の場合は沈降量を加算して上昇側評価水位を設定。
下降水位の評価の際，起因となる地震により生じる地殻変動が沈降の場合，沈降しないものと仮定して下降側評価水位を設定。隆起の場合は沈降量を減算して下降側評価水位を設定。

―
※管路解析対象外

6号炉：-3.5
7号炉：-3.5

○

×
※固定条件であり

非パラメータ

下降水位・継続時間
（時刻歴波形）

※下降水位値は参考

取水路

放水口前面

放水路

―
※管路解析対象外

6.9

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

補機取水槽
―

※検討対象外
評価水位が保守的となる

組合せ
6号炉：-3.7
7号炉：-3.7

取水口前面

基準津波2

6号炉：-3.5
7号炉：-3.5

○

6.9
×

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

―
※管路解析対象外

5号炉：6.3
6号炉：6.4
7号炉：6.3

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

5号炉：7.4
6号炉：8.8
7号炉：9.9

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

補機取水槽
―

※検討対象外
評価水位が保守的となる

組合せ

5号炉：6.4
6号炉：7.0
7号炉：7.2

5号炉：6.2
6号炉：6.2
7号炉：6.1

○

×
※固定条件であり

非パラメータ

○

×

○

×

○
○

×
※固定条件であり

非パラメータ

○

6.7

②地殻変動

④管路状態・通水状態

海水流入なし
―

※管路解析対象外

ケーブル洞道
荒浜側遡上域
（防潮堤内）

放水庭
―

※検討対象外
評価水位が保守的となる

組合せ

取水路

取水口前面

基準津波1

種類

評価位置

検討対象
基準津波

上昇水位

荒浜側遡上域
（防潮堤外）

基準津波3

発電所敷地全体

※遡上・浸水域の把握が
主目的であり上昇水位値は

参考

影響要因に関わる評価条件
評価値等

②地殻変動

③地形変化

評価対象入力津波（津波高さ）
基準津波検討ケース 入力津波評価ケース

③地形変化

○

6.9
×

①潮位変動 ①潮位変動

影響評価ケース

影響要因に関わる評価条件

評価値
T.M.S.L. (m)

影響要因に関わる評価条件

評価値
T.M.S.L. (m)

基準津波1～3

○
※固定条件であり

非パラメータ
7.6 7.8

○
※固定条件であり

非パラメータ

6.9

×

―
※管路解析対象外

考
慮
し
な
い

○

6.4

上昇水位

評
価
水
位
が
保
守
的
と
な
る
条
件
　
注
3

7.9
×

荒浜側遡上域
（防潮堤内）

基準津波1'
×

※固定条件であり
非パラメータ

6.7

基準津波1：8.1
基準津波2：5.6
基準津波3：8.2

―
※検討対象外

基準津波1：7.7
基準津波2：5.5
基準津波3：7.8

評
価
水
位
が
保
守
的
と
な
る
条
件
　
注
1

評
価
水
位
が
保
守
的
と
な
る
条
件
　
注
1

基
準
津
波
毎
の
標
準
条
件
　
注
2

基準津波1'

○ ○

○

評
価
水
位
が
保
守
的
と
な
る
条
件
　
注
1

 

基準津波検討ケース 

の条件 
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第 1.6-2-2 表 入力津波に対する影響評価ケース（津波高さ以外の荷重因子） 

(1)
朔望平均

潮位

(2)
潮位

バラつき

(1)
荒浜側防潮堤

○：あり
×：なし

(2)
斜面崩壊、地盤変状

○：健全（なし）
×：考慮（あり）

(3)
防波堤
○：あり
×：なし

(1)
荒浜側防潮堤

○：あり
×：なし

(2)
斜面崩壊、地盤変状

○：健全（なし）
×：考慮（あり）

(3)
防波堤
○：あり
×：なし

名称
影響評価条件

（記載予定項目・箇所）

○ 入力津波 －

× 影響評価ケース1
資料2.5 (2) a項
堆積高さコンター

○ 入力津波 －

× 影響評価ケース1
資料2.5 (2) b項

砂濃度

○ 入力津波 －

×

注4
影響評価ケース1

資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

○ 入力津波 －

× 影響評価ケース1
資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

○ 影響評価ケース2
資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

× 影響評価ケース3
資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

○ 入力津波 －

× 影響評価ケース1
資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

注1： 上昇水位の評価の際は，朔望平均満潮位を考慮して上昇側評価水位を設定
下降水位の評価の際は，朔望平均干潮位を考慮して下降側評価水位を設定

注2： 起因となる地震により生じる地殻変動を考慮

注3： ①潮位変動，②地殻変動は津波高さ以外の荷重因子に有意な影響がないと考えられるため入力津波評価ケースと同条件とする（記載は省略）

注4： 防波堤1m沈降、2m沈降、なし、の3ケースを評価

○

×
※固定条件であり

非パラメータ

○

×

砂堆積高さ
取水口前面
（港湾内）

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○
資料2.5 (2) b項

砂濃度

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

砂濃度

基準津波1～3

○

○ ○

取水口前面

荒浜側遡上域
×

※固定条件であり
非パラメータ

○

漂流物衝突力
（流速）

取水口前面
（貯留堰位置）

流況
（流向・流速）

港湾内 ○ ○

考
慮
な
し

基
準
津
波
毎
の
標
準
条
件
　
注
2

○

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

資料2.5 (2) a項
堆積高さコンター

資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○

評価対象入力津波（その他荷重因子） 影響評価ケース

種類 評価位置
評価結果

（記載予定項目・箇所）
検討対象
基準津波

影響要因に関わる評価条件　注3
評価値等

入力津波評価ケース

影響要因に関わる評価条件

○
資料2.5 (2) c項
流跡評価結果

○

○
※「○」と「×」で

有意な影響のない
ことを別に確認

○

①潮位変動

②地殻変動

基
準
津
波
毎
の
標
準
条
件
　
注
1

③地形変化 ③地形変化

 

入力津波評価ケース 

の条件 
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5 条-別添-2-1 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針 

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針が敷地及び敷地周辺全体図，

施設配置図等により明示されていること。 

津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備等として設置されるも

のの概要が網羅かつ明示されていること。 

 

【検討方針】 

敷地の特性（敷地の地形，敷地周辺の津波の遡上，浸水状況等）に

応じた津波防護の基本方針を，敷地及び敷地周辺全体図，施設配置図

等により明示する。また，敷地の特性に応じた津波防護（津波防護施

設，浸水防止設備，津波監視設備等）の概要（外郭防護の位置及び浸

水想定範囲の設定，並びに内郭防護の位置及び浸水防護重点化範囲の

設定等）について整理する。 

 

【検討結果】 

(1) 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針は以下のとおりとする。 

 

a. 敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

設計基準対象施設の津波防護対象設備（海水と接した状態で機能

する非常用取水設備を除く。下記 c. において同じ。）を内包する建

屋及び区画の設置された敷地において，基準津波による遡上波を地

上部から到達又は流入させない設計とする。 

また，取水路及び放水路等の経路から同敷地及び同建屋・区画に

流入させない設計とする。 

 

b. 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護 2） 

取水・放水施設及び地下部等において，漏水する可能性を考慮の

上，漏水による浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防

止できる設計とする。 

 

c. 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

上記の二方針のほか，設計基準対象施設の津波防護対象設備につ

いては，浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離可能

な設計とする。 
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5 条-別添-2-2 

d. 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止

できる設計とする。 

 

e. 津波監視 

敷地への津波の繰り返しの襲来を察知し，その影響を俯瞰的に把

握できる津波監視設備を設置する。 

 

(2) 敷地の特性に応じた津波防護の概要 

柏崎刈羽原子力発電所の基準津波の遡上波による敷地及び敷地周

辺の最高水位分布及び最大浸水深分布はそれぞれ第 1.3-1 図に示した

とおりである。一方，6 号炉及び 7 号炉の設計基準対象施設の津波防

護対象設備は「1.1 津波防護対象の選定」に示したとおりであり，同

設備を内包する建屋・区画としては原子炉建屋，タービン建屋，コン

トロール建屋及び廃棄物処理建屋が，また，屋外設備としては燃料設

備の一部（軽油タンク，燃料移送ポンプ）及び非常用取水設備がある。 

以上を踏まえ，前項で示した基本方針に基づき構築した敷地の特性

に応じた津波防護の概要を以下に示す。また，津波防護の概要図を第

2.1-1 図に，設置した各津波防護対策の設備分類と目的を第 2.1-1 表

に，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」に基づく設備分類の考え方

を添付資料 7 に示す。 

 

a. 敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

基準津波の遡上波による発電所の敷地及び敷地周辺の最高水位分

布に基づき，遡上波が到達しない十分に高い敷地として，大湊側の

T.M.S.L.＋12m の敷地，及び大湊側、荒浜側の敷地背面の T.M.S.L.

＋12m よりも高所の第 2.1-1-1 図の範囲を，浸水を防止する敷地とし

て設定し，設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備

を除く。）を内包する建屋及び区画は，この敷地に設置する。 

これにより，設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水

設備を除く。）を内包する建屋及び区画が設置された敷地への，基準

津波による遡上波の地上部からの到達又は流入，及び同敷地への取

水路，放水路等の経路からの流入に対する外郭防護（外郭防護 1）は，

敷地高さにより達成する。 

また，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び

区画への取水路，放水路等の経路からの流入に対する外郭防護（外

郭防護 1）として，タービン建屋海水熱交換器区域地下の補機取水槽

上部床面の開口部に，浸水防止設備（取水槽閉止板）を設置する。 
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詳細は「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」において示す。 

 

b. 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護 2） 

漏水による重要な安全機能への影響はないと考えられるため，こ

れに対する外郭防護（外郭防護 2）の設置は要しない。 

詳細は「2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護 2）

において示す。 

 

c. 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画と

して，原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋，廃棄物処理

建屋，及び燃料設備（軽油タンク，燃料移送ポンプ）を敷設する区

画を浸水防護重点化範囲として設定する。その上で，保守的に想定

した溢水である，タービン建屋内海水系機器の地震・津波による損

傷等の際に生じる溢水に対して，内郭防護として，タービン建屋内

の浸水防護重点化範囲の境界に浸水防止設備（水密扉，止水ハッチ，

ダクト閉止板，浸水防止ダクト，床ドレンライン浸水防止治具及び

貫通部止水処置）を設置する。 

詳細は「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に

おいて示す。 

 

d. 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

基準津波による水位の低下に対して，非常用海水冷却系（原子炉

補機冷却系，以下同じ。）の海水ポンプを機能保持し，同系による冷

却に必要な海水を確保するための対策として，6 号炉及び 7 号炉の取

水口前面に非常用取水設備として海水貯留堰を設置する。なお，海

水貯留堰は津波防護施設と位置づけて設計を行う。 

詳細は「2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能へ

の影響防止」において示す。 

 

e. 津波監視 

津波監視設備として 7 号炉の主排気塔に津波監視カメラを，また 6

号炉及び 7 号炉の取水槽に取水槽水位計を設置する。 

詳細は「2.6 津波監視」において示す。 
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第 2.1-1-1 図 敷地の特性に応じた津波防護の概要（浸水を防止する敷地）  

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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第 2.1-1-2 図 敷地の特性に応じた津波防護の概要（敷地全体） 
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第 2.1-1-3 図 敷地の特性に応じた津波防護の概要（大湊側詳細） 
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第 2.1-1 表 津波防護対策の設備分類と設置目的  

津波防護対策 設備分類 設置目的 

６
／
７
号
炉 

タ
ー
ビ
ン
建
屋 

補
機
取
水
槽 

上
部
床
面 

取水槽閉止板 

浸水防止設備 

取 水 路 か ら タ ー ビ ン

建 屋 へ の 津 波 の 流 入

を防止する 

６
／
７
号
炉 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
内 

浸
水
防
護
重
点
化
範
囲 

境
界
（
※
） 

水密扉 

地 震 に よ る タ ー ビ ン

建 屋 内 の 循 環 水 管 や

他 の 海 水 系 機 器 の 損

傷 に 伴 う 溢 水 及 び 損

傷 箇 所 を 介 し て の 津

波の流入に対して，浸

水 防 護 重 点 化 範 囲 の

浸水を防止する 

止水ハッチ 

ダクト閉止板 

浸水防止ダクト 

床ドレンライン 

浸水防止治具 

貫通部止水処置 

海水貯留堰 
津波防護施設 

（非常用取水設備） 

引き波時において，非

常 用 海 水 冷 却 系 の 海

水 ポ ン プ の 機 能 を 保

持し，同系による冷却

に 必 要 な 海 水 を 確 保

する 

津波監視カメラ 

津波監視設備 

敷 地 へ の 津 波 の 繰 り

返しの襲来を察知，そ

の 影 響 を 俯 瞰 的 に 把

握する 取水槽水位計 

※：境界の詳細は「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」

において示す 
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5 条-別添-3-1 

3. 重大事故等対象施設の津波防護方針 

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針が敷地及び敷地周辺全体図，

施設配置図等により明示されていること。 

津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備等として設置されるも

のの概要が網羅かつ明示されていること。 

 

【検討方針】 

敷地の特性（敷地の地形，敷地周辺の津波の遡上，浸水状況等）に

応じた津波防護の基本方針を，敷地及び敷地周辺全体図，施設配置図

等により明示する。また，敷地の特性に応じた津波防護（津波防護施

設，浸水防止設備，津波監視設備等）の概要（外郭防護の位置及び浸

水想定範囲の設定，並びに内郭防護の位置及び浸水防護重点化範囲の

設定等）について整理する。 

 

【検討結果】 

(1) 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針は以下のとおりとする。 

 

a. 敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

重大事故等対処施設の津波防護対象設備（海水と接した状態で機

能する非常用取水設備を除く。下記 c. において同じ。）を内包する

建屋及び区画の設置された敷地において，基準津波による遡上波を

地上部から到達又は流入させない設計とする。 

また，取水路及び放水路等の経路から同敷地及び同建屋・区画に

流入させない設計とする。 

 

b. 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 

（外郭防護 2） 

取水・放水施設及び地下部等において，漏水する可能性を考慮の

上，漏水による浸水範囲を限定して，重大事故等に対処するために

必要な機能への影響を防止できる設計とする。 

 

c. 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離 

（内郭防護） 

上記の二方針のほか，重大事故等対処施設の津波防護対象設備に

ついては，浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離可
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能な設計とする。 

 

d. 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために 

必要な機能への影響防止 

水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために必

要な機能への影響を防止できる設計とする。 

 

e. 津波監視 

敷地への津波の繰り返しの襲来を察知し，その影響を俯瞰的に把

握できる津波監視設備を設置する。 

 

(2) 敷地の特性に応じた津波防護の概要 

柏崎刈羽原子力発電所の基準津波の遡上波による敷地及び敷地周

辺の最高水位分布及び最大浸水深分布はそれぞれ第 1.3-1 図に示した

とおりである。一方，6 号炉及び 7 号炉の重大事故等対処施設の津波

防護対象設備は「1.1 津波防護対象の選定」に示したとおりであり，

これらを内包する建屋及び区画は，その設置場所・高さにより大きく

次の二つに分類できる。 

 

分類Ⅰ：大湊側の敷地（T.M.S.L.＋12m）に設置される建屋・区画 

 

分類Ⅱ：大湊側の敷地よりも高所に設置される建屋・区画 

 

また，分類Ⅰの建屋・区画については，「2. 設計基準対象施設の津

波防護方針」で示した設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防

護重点化範囲との関係により，さらに次の二つに分類できる。 

 

分類Ⅰ-A： 

設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲

内 

 

分類Ⅰ-B： 

設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲

外 

 

以上の分類について具体的に整理して示すと第 3.1-1 表に，また，

これを図示すると第 3.1-1 図となる。 

なお，重大事故等対処施設のうち分類Ⅱの建屋・区画に敷設等され
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5 条-別添-3-3 

る「免震重要棟内緊急時対策所」，「常設代替交流電源設備（第二ガス

タービン発電機）」については，地震に対して健全性が確認されたも

のではないため，地震時に期待する設備と整理しているものではない

が，津波単体に対しては防護するものと位置づけている。 
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第 3.1-1 表 重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋・区画の分類 

分類  該当する建屋・区画  
敷設等される重大事故等対処施設  

の津波防護対象設備  

Ⅰ  

大湊側の敷地  

（ T.M.S.L.＋ 12m）  

に設置される  

建屋・区画  

A 

設計基準対象施設の津波  

防護対象設備の浸水防護  

重点化範囲内  

1) 6 号及び 7 号炉原子炉建屋  

2) 6 号及び 7 号炉タービン建屋  

3) コントロール建屋（ 6 号， 7 号炉共用）  

4) 廃棄物処理建屋（ 6 号， 7 号炉共用）  

5) 燃料設備（軽油タンク，燃料移送ポンプ）

を敷設する区画  

 添付資料 1 参照  

B 

設計基準対象施設の津波  

防護対象設備の浸水防護  

重点化範囲外  

1) 5 号炉原子炉建屋（緊急時対策所を設定  

する区画： T.M.S.L.＋ 27.8m）  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時  

対策所  

2) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源を

保管する区画  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時  

対策所用電源（可搬型重大  

事故等対処設備）  

3) 6 号及び 7 号炉格納容器圧力逃がし装置を

敷設する区画  

 6 号及び 7 号炉格納容器圧力逃

がし装置  

4) 常設代替交流電源設備（第一ガスタービン

発電機）を敷設する区画  

 常設代替交流電源設備（第一

ガスタービン発電機）  

Ⅱ  大湊側の敷地よりも高所に設置される建屋・区画  

1) 大湊側高台保管場所（ T.M.S.L.＋ 35m）  
 可搬型重大事故等対処設備

（添付資料 1 参照）  

2) 荒浜側高台保管場所（ T.M.S.L.＋ 37m）  

3) 免震重要棟 *（ T.M.S.L.＋ 13m）  
 常設代替交流電源設備（第二

ガスタービン発電機）  

4) 常設代替交流電源設備（第二ガスタービン

発 電 機 ） を 敷 設 す る 区 画 * （ T.M.S.L. ＋

21.5m）  

 免震重要棟内緊急時対策所  

* 地震時に期待する設備と整理しているものではないが津波単体に対しては防護する設備を内包する建屋・区画  
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第 3.1-1 図 重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋・区画 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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5 条-別添-3-6 

以上を踏まえ，前項で示した基本方針に基づき構築した重大事故等

対処施設の敷地の特性に応じた津波防護の概要を，第 3.1-1 表に示し

た敷設等する建屋・区画の分類毎に以下に示す。また，重大事故等対

処施設の津波防護の概要図を第 3.1-2 図に，設置した各津波防護対策

の設備分類と目的を第 3.1-2 表に示す。 

 

a. 敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

分類Ⅰの建屋・区画に敷設等する設備に対する外郭防護 1 は，「2. 

設計基準対象施設の津波防護方針」で示した設計基準対象施設の津

波防護対象設備と同様の方法により実施する。また，分類Ⅱの建屋・

区画に敷設等する設備に対する外郭防護 1 は，分類Ⅱの建屋・区画

が浸水を防止する敷地内に設置され，かつ地下構造物もないため，

分類Ⅰの建屋・区画に敷設等する設備に対する方法に包含される。 

以上の詳細は「3.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」において示

す。 

 

b. 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 

（外郭防護 2） 

分類Ⅰ-A の建屋・区画に敷設等する設備に対する外郭防護 2 の考

え方は，「2. 設計基準対象施設の津波防護方針」で示した設計基準

対象施設の津波防護対象設備と同様であり，漏水による重大事故等

に対処するために必要な機能への影響はないと考えられるため，こ

れに対する外郭防護（外郭防護 2）の設置は要しない。 

また，分類Ⅰ-B 及び分類Ⅱの建屋・区画に敷設等する設備につい

ても，海域との境界から距離があり，漏水による重大事故等に対処

するために必要な機能への影響はないと考えられることから，これ

らに対する外郭防護（外郭防護 2）の設置は要しない。 

以上の詳細は「3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止（外郭防護 2）」において示す。 

 

c. 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離 

（内郭防護） 

分類Ⅰ-A の建屋・区画に敷設等する設備に対する内郭防護は，「2. 

設計基準対象施設の津波防護方針」で示した設計基準対象施設の津

波防護対象設備と同様の方法により実施する。 

分類Ⅰ-B の建屋・区画に敷設等する設備は，これらを敷設等する

区画を浸水防護重点化範囲として設定するが，保守的に想定した溢

水のうち，建屋内外の海水系機器の地震・津波による損傷等の際に
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5 条-別添-3-7 

生じる溢水は，いずれも津波防護対象設備の設置高さに到達しない

ため，浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策（内郭防護）は

要しない。一方，屋外タンク等の地震による損傷等の際に生じる溢

水に対する内郭防護は，「2. 設計基準対象施設の津波防護方針」で

示した設計基準対象施設の津波防護対象設備のうち，屋外に敷設さ

れる設備と共通の考え方により実施する。 

また，分類Ⅱの建屋・区画に敷設等する設備については，これら

を敷設等する区画として「大湊側高台保管場所」，「荒浜側高台保管

場所」，「免震重要棟」，「常設代替交流電源設備（第二ガスタービン

発電機）を敷設する区画」を浸水防護重点化範囲として設定するが，

「大湊側高台保管場所」，「荒浜側高台保管場所」，「常設代替交流電

源設備（第二ガスタービン発電機）を敷設する区画」については，

高所のため津波が到達せず，かつ周囲に溢水源が存在しないことか

ら，浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策（内郭防護）は要

しない。また，「免震重要棟」については，津波に関わる溢水は高所

のため到達せず，保守的に想定した地震を起因とする溢水について

は，ここに設定される免震重要棟内緊急時対策所が地震時に期待す

る設備と整理しているものではないため，同溢水の際にも機能を期

待するものではないが，基準津波を上回る規模の津波に備えた自主

的な対策として水密化を行っている。 

以上の詳細は「3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有

する施設の隔離（内郭防護）」において示す。 

 

d. 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために 

必要な機能への影響防止 

海水の取水を目的とした常設の重大事故等対処設備としては原子

炉補機冷却海水ポンプがあるが，これは設計基準対象施設の非常用

海水冷却系と同一の設備であることから，重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響の防止は，「2. 設計基準対象施設の津波防

護方針」で示した設計基準対象施設の津波防護対象設備と同様の方

法により実施する。 

また，海水の取水を目的とした可搬型の重大事故等対処設備とし

ては大容量送水車があり，これは設計基準対象施設の非常用海水冷

却系と同じ非常用取水設備から取水するが，これらの仕様（取水可

能水位，取水容量，耐砂性）は，設計基準対象施設の非常用海水冷

却系の海水ポンプと同等あるいは非常用海水冷却系の海水ポンプの

仕様に包含される。このため，津波に伴う水位低下及び砂混入に対

する重大事故等に対処するために必要な機能への影響の防止も，上
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5 条-別添-3-8 

記の設計基準対象施設の津波防護対象設備と同様の方法により実施

する。 

以上の詳細は「3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等

に対処するために必要な機能への影響防止」において示す。 

 

e. 津波監視 

「2. 設計基準対象施設の津波防護方針」で示した設計基準対象施

設の津波防護対象設備と同様の方法により実施する。 

詳細は「3.6 津波監視」において示す。 
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第 3.1-2-1 図 敷地の特性に応じた津波防護の概要（敷地全体） 

 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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第 3.1-2-2 図 敷地の特性に応じた津波防護の概要（大湊側詳細） 

黒 枠 囲 み の 内 容 は 機 密 事 項 に 属 し ま す の で 公 開 で き ま せ ん 。 
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5 条-別添-3-11 

第 3.1-2 表 津波防護対策の設備分類と設置目的 

津波防護対策 設備分類 設置目的 

６
／
７
号
炉 

タ
ー
ビ
ン
建
屋 

補
機
取
水
槽 

上
部
床
面 

取水槽閉止板 

浸水防止設備 

取 水 路 か ら タ ー ビ ン

建 屋 へ の 津 波 の 流 入

を防止する 

６
／
７
号
炉 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
内 

浸
水
防
護
重
点
化
範
囲 

境
界
（
※
） 

水密扉 

地 震 に よ る タ ー ビ ン

建 屋 内 の 循 環 水 管 や

他 の 海 水 系 機 器 の 損

傷 に 伴 う 溢 水 及 び 損

傷 箇 所 を 介 し て の 津

波の流入に対して，浸

水 防 護 重 点 化 範 囲 の

浸水を防止する 

止水ハッチ 

ダクト閉止板 

浸水防止ダクト 

床ドレンライン 

浸水防止治具 

貫通部止水処置 

海水貯留堰 
津波防護施設 

（非常用取水設備） 

引き波時において，非

常 用 海 水 冷 却 系 の 海

水 ポ ン プ の 機 能 を 保

持し，同系による冷却

に 必 要 な 海 水 を 確 保

する 

津波監視カメラ 

津波監視設備 

敷 地 へ の 津 波 の 繰 り

返しの襲来を察知，そ

の 影 響 を 俯 瞰 的 に 把

握する 取水槽水位計 

※：境界の詳細は「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」

において示したとおり 
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5 条-別添-添付 1-1 

基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

 

1.1 設計基準対象施設の津波防護対象設備及びクラス 3 設備 

外郭・内郭防護として，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建

屋及び区画を設定し，添付第 1-1 表及び添付第 1-1 図に示す。また，主な設計

基準対象施設の津波防護対象設備の例と配置図を次頁以降に示す。 

 

添付第 1-1 表 設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

の設定 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包 

する建屋および区画 
周辺敷地高さ 

・6 号炉 原子炉建屋 

・6 号炉 タービン建屋（海水熱交換器エリア含む） 

・7 号炉 原子炉建屋 

・7 号炉 タービン建屋（海水熱交換器エリア含む） 

・6/7 号炉 廃棄物処理建屋 

・6/7 号炉 コントロール建屋 

・6 号炉 軽油タンクエリア 

・7 号炉 軽油タンクエリア 

T.M.S.L. +12m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
添付第 1-1 図 設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する 

建屋及び区画図

7 号炉 燃料設備 6 号炉 燃料設備 
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 

 

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
 

機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

１．原子炉本体 

 原子炉圧力容器 原子炉格納容器 4.9m 6-1-1 4.9m 7-1-1  

２．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

 

燃料取替機 原子炉建屋 31.7m 6-2-1 31.7m 7-2-1  

原子炉建屋クレーン 原子炉建屋 38.2m 6-2-2 38.2m 7-2-2  

使用済燃料貯蔵プール 原子炉建屋 31.7m 6-2-3 31.7m 7-2-3  

キャスクピット 原子炉建屋 31.7m 6-2-4 31.7m 7-2-4  

使用済燃料貯蔵ラック 原子炉建屋 31.7m 6-2-5 31.7m 7-2-5  

制御棒・破損燃料貯蔵ラック 原子炉建屋 31.7m 6-2-6 31.7m 7-2-6  

新燃料貯蔵設備 原子炉建屋 31.7m 6-2-7 31.7m 7-2-7  

制御棒貯蔵ハンガ 原子炉建屋 31.7m 6-2-8 31.7m 7-2-8  

使用済燃料貯蔵プール冷却浄化設備 主配管 原子炉建屋 － － － －  

３．原子炉冷却系統施設 

（１）原子炉冷却材再循環設備 

 原子炉冷却材再循環ポンプ 原子炉格納容器 3.6m 6-3-1 3.6m 7-3-1  

（２）原子炉冷却材の循環設備 

 

主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 原子炉格納容器 12.3m 6-3-2 17.7m 7-3-2  

主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 原子炉格納容器 12.3m 6-3-3 17.4m 7-3-3  

主蒸気逃がし安全弁 原子炉格納容器 16.3m 6-3-4 16.3m 7-3-4  

原子炉冷却材の循環設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 
主蒸気系 

復水給水系 

原子炉冷却材の循環設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 
主蒸気系 

復水給水系 

（３）残留熱除去設備 

 

残留熱除去系熱交換器 原子炉建屋 －8.2m 6-3-5 －8.2m 7-3-5  

残留熱除去系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-6 －8.2m 7-3-6  

残留熱除去系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-7 －7.1m 7-3-7  

残留熱除去設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 残留熱除去系 

残留熱除去設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 残留熱除去系 

（４）非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 

 
高圧炉心注水系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-8 －8.2m 7-3-8  

原子炉隔離時冷却系ポンプ（蒸気タービン含む） 原子炉建屋 －.2m 6-3-9 －8.2m 7-3-9  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 

 

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
3
 

機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

 

高圧炉心注水系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-10 －7.1m 7-3-10  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-11 －7.1m 7-3-11  

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 
高圧炉心注水系 

原子炉隔離時冷却系 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 
高圧炉心注水系 

原子炉隔離時冷却系 

（５）原子炉冷却材補給設備 

 復水貯蔵槽 廃棄物処理建屋 －1.1m 6-3-12 －1.1m 7-3-12  

（６）原子炉補機冷却設備 

 

原子炉補機冷却水系熱交換器 タービン建屋 
4.9m 

－5.1m 
6-3-13 

4.9m 

－5.1m 
7-3-13  

原子炉補機冷却水ポンプ タービン建屋 
4.9m 

－5.1m 
6-3-14 

4.9m 

－5.1m 
7-3-14  

原子炉補機冷却海水ポンプ タービン建屋 4.9m 6-3-15 4.9m 7-3-15  

原子炉補機冷却海水系ストレーナ タービン建屋 
4.9m 

－5.1m 
6-3-16 

4.9m 

－5.1m 
7-3-16  

原子炉補機冷却設備 主要弁 
原子炉建屋 

タービン建屋 
－ － － － 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 

原子炉補機冷却設備 主配管 
原子炉建屋 

タービン建屋 
－ － － － 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 

（７）原子炉冷却材浄化設備 

 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 原子炉建屋 －1.7m 6-3-17 －1.7m 7-3-17  

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 原子炉建屋 －8.2m 6-3-18 －8.2m 7-3-18  

原子炉冷却材浄化系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-19 －8.2m 7-3-19  

原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器 原子炉建屋 4.8m 6-3-20 4.8m 7-3-20  

原子炉冷却材浄化設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 原子炉冷却材浄化系 

原子炉冷却材浄化設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 原子炉冷却材浄化系 

４．計測制御系統施設 

（１）制御材 

 制御棒 原子炉格納容器 － － － － 原子炉内 

（２）制御材駆動装置 

 制御棒駆動機構 原子炉格納容器 －1.7m 6-4-1 －1.7m 7-4-1  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 

 

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
4
 

機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

 

水圧制御ユニット 原子炉建屋 －8.2m 6-4-2 －8.2m 7-4-2  

制御棒駆動水圧設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 制御棒駆動系 

制御棒駆動水圧設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 制御棒駆動系 

（３）ほう酸水注入設備 

 

ほう酸水注入系ポンプ 原子炉建屋 23.5m 6-4-3 23.5m 7-4-3  

ほう酸水注入系貯蔵タンク 原子炉建屋 23.5m 6-4-4 23.5m 7-4-4  

ほう酸水注入設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － ほう酸水注入系 

ほう酸水注入設備 主配管 原子炉建屋 － － － － ほう酸水注入系 

（４）計測装置 

 

出力領域計測装置 原子炉格納容器 － － － － 原子炉内 

起動領域計測装置 原子炉格納容器 － － － － 原子炉内 

水平方向地震加速度検出器（原子炉建屋下部） 原子炉建屋 －8.2m 6-4-5 －8.2m 7-4-5  

鉛直方向地震加速度検出器（原子炉建屋下部） 原子炉建屋 －8.2m 6-4-6 －8.2m 7-4-6  

水平方向地震加速度検出器（原子炉建屋上部） 原子炉建屋 23.5m 6-4-7 23.5m 7-4-7  

核計装記録計盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-8 17.3m 7-4-8  

原子炉系記録計盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-9 17.3m 7-4-9  

プロセス放射線モニタ盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-10 17.3m 7-4-10  

格納容器雰囲気モニタ盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-11 17.3m 7-4-11  

苛酷事故盤／格納容器補助盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-12 17.3m 7-4-12  

安全保護系盤（区分Ⅰ～Ⅳ） コントロール建屋 17.3m 6-4-13 17.3m 7-4-13  

ESF 盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-14 17.3m 7-4-14  

中央運転監視盤 1 コントロール建屋 17.3m 6-4-15 17.3m 7-4-15  

中央運転監視盤 2 コントロール建屋 17.3m 6-4-16 17.3m 7-4-16  

運転監視補助盤 1（警報表示盤） コントロール建屋 17.3m 6-4-17 17.3m 7-4-17  

運転監視補助盤 2（系統監視盤） コントロール建屋 17.3m 6-4-18 17.3m 7-4-18  

運転監視補助盤 3（大型スクリーン） コントロール建屋 17.3m 6-4-19 17.3m 7-4-19  

原子炉系計装ラック 原子炉建屋 4.8m 6-4-20 4.8m 7-4-20  

炉心流量計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-21 －8.2m 7-4-21  

主蒸気流量計装ラック 原子炉建屋 4.8m 6-4-22 4.8m 7-4-22  

残留熱除去系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-23 －8.2m 7-4-23  

高圧炉心注水系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-24 －8.2m 7-4-24  

原子炉隔離時冷却系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-25 －8.2m 7-4-25  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 
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機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

 

ドライウェル圧力計器架台 原子炉建屋 
27.2m 

23.5m 
6-4-26 23.5m 7-4-26  

格納容器内雰囲気モニタサンプリングラック 原子炉建屋 
27.2m 

23.5m 
6-4-27 27.2m 7-4-27  

タービン主蒸気系計装ラック／原子炉保護用主蒸気圧

力計器架台 
タービン建屋 12.3m 6-4-28 12.3m 7-4-28  

タービン蒸気加減弁急速閉圧力計器収納箱／原子炉保

護用加減弁急閉計器ラック 
タービン建屋 20.4m 6-4-29 20.4m 7-4-29  

原子炉保護用復水器器内圧力計器架台 タービン建屋 20.4m 6-4-30 20.4m 7-4-30  

制御棒充填水ライン圧力 原子炉建屋 －8.2m 6-4-31 -8.2m 7-4-31  

ほう酸水注入系ポンプ吐出圧力 原子炉建屋 23.5m 6-4-32 23.5m 7-4-32  

残留熱除去系熱交換器入口温度 原子炉建屋 －8.2m 6-4-33 －8.2m 7-4-33  

残留熱除去系熱交換器出口温度 原子炉建屋 －8.2m 6-4-34 －8.2m 7-4-34  

主蒸気管トンネル温度 
原子炉建屋 

タービン建屋 

18.1m 

17.0m 
6-4-35 

18.1m 

17.0m 
7-4-35  

主蒸気止め弁原子炉保護用 タービン建屋 17.0m 6-4-36 17.0m 7-4-36  

サプレッションプール水温度 原子炉格納容器 －6.3m 6-4-37 －6.3m 7-4-37  

５．放射性廃棄物の廃棄施設 

 

排気筒 原子炉建屋 38.2m － 38.2m －  

気体廃棄物処理系活性炭式希ガスホールドアップ塔 タービン建屋 4.9m 6-5-1 4.9m 7-5-1  

液体廃棄物処理設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 液体廃棄物処理系 

液体廃棄物処理設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 液体廃棄物処理系 

６．放射線管理施設 

（１）放射線管理用計測装置 

 

主蒸気管放射線モニタ 原子炉建屋 23.5m 6-6-1 23.5m 7-6-1  

格納容器内雰囲気放射線モニタ 原子炉建屋 
14.7m 

6.0m 
6-6-2 

14.7m 

7.3m 
7-6-2  

燃料取替エリア排気放射線モニタ 原子炉建屋 
34.3m 

31.7m 
6-6-3 31.7m 7-6-3  

原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ 原子炉建屋 27.2m 6-6-4 23.5m 7-6-4  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 

 

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
6
 

機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

（２）換気設備 

 

非常用ガス処理系排風機 原子炉建屋 23.5m 6-6-5 23.5m 7-6-5  

非常用ガス処理系フィルタ 原子炉建屋 23.5m 6-6-6 23.5m 7-6-6  

中央制御室送風機 コントロール建屋 17.3m 6-6-7 17.3m 7-6-7  

中央制御室再循環送風機 コントロール建屋 12.3m 6-6-8 12.3m 7-6-8  

中央制御室排風機 コントロール建屋 17.3m 6-6-9 17.3m 7-6-9  

中央制御室再循環フィルタ コントロール建屋 12.3m 6-6-10 12.3m 7-6-10  

換気設備 主要弁 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
－ － － － 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 

換気設備 主配管 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
－ － － － 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 

（３）生体遮蔽装置 

 原子炉遮へい壁 原子炉建屋 12.3m 6-6-11 12.3m 7-6-11  

７．原子炉格納施設 

（１）原子炉格納容器 

 

原子炉格納容器 原子炉格納容器 － － － －  

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 原子炉格納容器 19.1m 6-7-1 19.1m 7-7-1  

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 原子炉格納容器 －0.9m 6-7-2 －0.9m 7-7-2  

サプレッションチェンバ出入口 原子炉格納容器 6.4m 6-7-3 6.4m 7-7-3  

上部ドライウェル所員用エアロック 原子炉格納容器 19.1m 6-7-4 19.1m 7-7-4  

下部ドライウェル所員用エアロック 原子炉格納容器 －0.8m 6-7-5 －0.7m 7-7-5  

配管貫通部 原子炉格納容器 － － － －  

電気配線貫通部 原子炉格納容器 － － － －  

（２）原子炉建屋 

 

原子炉建屋原子炉区域 原子炉建屋 － － － －  

原子炉建屋機器搬出入口 原子炉建屋 12.5m 6-7-6 12.5m 7-7-6  

原子炉建屋エアロック 原子炉建屋 12.3m 6-7-7 12.3m 7-7-7  

（３）圧力低減設備その他の安全設備 

 

真空破壊弁 原子炉格納容器 6.1m 6-7-8 6.1m 7-7-8  

ダイヤフラムフロア 原子炉格納容器 12.3m 6-7-9 12.3m 7-7-9  

ベント管 原子炉格納容器 － － － －  

原子炉格納容器スプレイ管（ドライウェル側） 原子炉格納容器 20.6m 6-7-10 20.6m 7-7-10  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備一覧 
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機 器 名 称 設置場所 
6 号炉 7 号炉 

備考 
設置フロア 図示番号 設置フロア 図示番号 

 

原子炉格納容器スプレイ管（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾁｪﾝﾊﾞ側） 原子炉格納容器 10.8m 6-7-11 10.8m 7-7-11  

可燃性ガス濃度制御系再結合装置加熱器 原子炉建屋 12.3m 6-7-12 12.3m 7-7-12  

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 原子炉建屋 12.3m 6-7-13 12.3m 7-7-13  

圧力低減設備その他の安全設備 主要弁 原子炉建屋 － － － － 
不活性ガス系 

可燃性ガス濃度制御系 

圧力低減設備その他の安全設備 主配管 原子炉建屋 － － － － 
不活性ガス系 

可燃性ガス濃度制御系 

８．その他発電用原子炉の附属施設 

（１）非常用電源設備 

 

非常用ディーゼル発電設備 内燃機関 原子炉建屋 12.3m 6-8-1 12.3m 7-8-1  

非常用ディーゼル発電設備 燃料設備 
原子炉建屋 

屋外 

12.3m 

12.0m 

6-8-2 

－ 

12.3m 

12.0m 

7-8-2 

－ 

・主配管含む 

・屋外設置範囲は添付

第 1-1 図参照 

非常用ディーゼル発電設備 発電機 原子炉建屋 12.3m 6-8-3 12.3m 7-8-3  

バイタル交流電源装置 コントロール建屋 6.5m 6-8-4 6.5m 7-8-4  

直流 125V 蓄電池 コントロール建屋 
6.5m 

0.1m 
6-8-5 

6.5m 

0.2m 
7-8-5 主母線盤含む 

メタルクラッド開閉装置（非常用） 原子炉建屋 4.8m 6-8-6 4.8m 7-8-6  

パワーセンタ（非常用） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

6-8-7 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

7-8-7  

コントロールセンタ（非常用） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

6-8-8 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

7-8-8  

動力変圧器（非常用） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

6-8-9 

4.8m 

12.3m 

4.9m 

－1.1m 

7-8-9  

所内母線負荷用 6.9kV 遮断器 原子炉建屋 4.8m 6-8-10 4.8m 7-8-10  

ディーゼル発電機用 6.9kV 遮断器 原子炉建屋 4.8m 6-8-11 4.8m 7-8-11  
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設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置場所 
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  黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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  黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
1
5
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

１．原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される計装等の小口径配管，弁【原子炉冷却材保持機能】  

 

計装配管，弁 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

試料採取系配管，弁 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

ドレン配管，弁 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

ベント配管，弁 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

２．原子炉再循環系【原子炉冷却材の循環機能】  

 原子炉再循環ポンプ 設計基準対象施設の津波防護施設として整理 

３．放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの小さいもの）【放射性物質の貯蔵機能】  

 

サプレッションプール水排水系 

(サプレッションプール水サージタンク) 
屋外 +12m 可 B － 無 a 

5,6,7,号炉 

共用 

復水貯蔵槽 設計基準対象施設の津波防護施設として整理 

液体廃棄物処理系 

低伝導度廃液系 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

－ 否 － 
各建屋の管理区域 

バウンダリ 
無 b 6,7 号炉共用 

高伝導度廃液系 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

－ 否 － 
各建屋の管理区域 

バウンダリ 
無 b 

5,6,7 号炉 

共用 

固体廃棄物処理系 

冷却材浄化沈降分離槽， 

使用済樹脂槽 
廃棄物処理建屋 -1.1m 可 A － 無 a 6,7 号炉共用 

濃縮廃液タンク 廃棄物処理建屋 -6.1m 可 A － 無 a 
5,6,7 号炉 

共用 

固体廃棄物処理系（固体廃棄物貯蔵庫） 固体廃棄物貯蔵庫 +55m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

使用済燃料輸送容器保管建屋 

使用済燃料輸送容器 

保管建屋 

（荒浜側敷地） 

+5m 可 
建屋が浸水した場合でも，放射

性物質の拡散は防止可能 
無 ｃ 

1～7号炉 

共用 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
1
6
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 
新燃料貯蔵庫 設計基準対象施設の津波防護施設として整理 

新燃料貯蔵ラック 設計基準対象施設の津波防護施設として整理 

４．タービン，発電機及びその励磁装置，復水系（復水器を含む），給水系，循環水系，送電線，変圧器，開閉所【電源供給機能】  

 

発電機及びその励磁装置（発電機，励磁機） タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

直接関連系 

(発電機及び励磁

装置) 

固定子冷却装置 タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

発電機水素ガス冷却装置 タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

軸密封油装置 タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

励磁電源系 タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

蒸気タービン（主タービン，主要弁，配管） タービン建屋 +20.4m +20.4m 可 B － 無 a  

直接関連系 

(蒸気タービン) 

主蒸気系（主蒸気／駆動源） タービン建屋 +20.4m +20.4m 可 B － 無 a  

タービン制御系 タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b  

タービン潤滑油系 タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a  

復水系（復水器を含む）（復水器，復水ポンプ，配

管，弁） 
タービン建屋 -5.1m -5.1m 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b 

 

直接関連系(復水

系(復水器含む)) 

復水器空気抽出系 

(蒸気式空気抽出系，配管，

弁) 

タービン建屋 +12.3m +12.3m 可 B － 無 a 

 

給水系(電動駆動給水ポンプ，タービン駆動給水ポ

ンプ，給水加熱器，配管，弁) 
タービン建屋 -5.1m -5.1m 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b 

 

直接関連系 

(給水系) 
駆動用蒸気 タービン建屋 -5.1m -5.1m 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b 

 

循環水系（循環水ポンプ，配管，弁） タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b  

直接関連系 

(循環水系) 

取水設備(屋外トレンチを含

む) 
屋外 － － 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
1
7
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 

常用所内電源系(発電機又は外部電源系から所内

負荷までの配電設備及び電路(MS-1 関連以外)) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

廃棄物処理建屋 

－ － 否 － 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 無 b 

 

直流電源系（蓄電池，蓄電池から常用負荷までの配

電設備及び電路(MS-1 関連以外)） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

廃棄物処理建屋 

－ － 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

計装制御電源系(電源装置から常用計測制御装置

までの配電設備及び電路(MS-1 関連以外)) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

廃棄物処理建屋 

－ － 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

500kV 及び 154kV 送電線 屋外 +12m 以上 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

変圧器，開閉所 

起動用開閉所変圧器，超高圧

開閉所機器，予備電源変圧

器，工事用変圧器，超高圧開

閉所機器，起動用開閉所機

器，154kV 開閉所機器， 

油劣化防止装置（変圧器），冷

却装置（変圧器） 

屋外 +12m 以上 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

起動変圧器，油劣化防止装

置，冷却装置 
屋外 +12m 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 

共通用高圧母線，共通用低圧

母線 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 － 可 A － 無 a 6,7 号炉共用 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
1
8
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

５．原子炉制御系，運転監視補助装置(制御棒価値ミニマイザ)，原子炉核計装の一部，原子炉プラントプロセス計装の一部【プラント計測・制御機能】  

 
原子炉制御系(制御棒価値ミニマイザを含む)，原

子炉核計装，原子炉プラントプロセス計装 

原子炉建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 
+12m +12m 可 A － 無 a 

 

６．補助ボイラ設備，計装用圧縮空気系【プラント運転補助機能】  

 

補助ボイラ設備(補助ボイラ，給水タンク，給水ポ

ンプ，配管，弁) 
補助ボイラ建屋 +12.3m 可 B － 無 a 

5,6,7 号炉 

共用 

直接関連系 

(補助ボイラ設備) 

補助ボイラ用変圧器から補

助ボイラ給電部までの配電

設備及び電路 

屋外 +12.3m 可 B － 無 a 
5,6,7 号炉 

共用 

所内蒸気系及び戻り系(ポンプ，配管，弁) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

廃棄物処理建屋 

－ 否 － 原子炉停止系 無 b 
5,6,7 号炉 

共用 

計装用圧縮空気設備(空気圧縮機，中間冷却器，配

管，弁) 
タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

直接関連系 

(計装用圧縮空気

設備) 

後部冷却器 タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 原子炉停止系 無 b  

気水分離器 タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 原子炉停止系 無 b  

空気貯槽 タービン建屋 -1.1m -1.1m 否 － 原子炉停止系 無 b  

原子炉補機冷却水系(MS-1)関連以外（配管，弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

－ － 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

タービン補機冷却水系(タービン補機冷却ポンプ，

熱交換器，配管，弁) 
タービン建屋 -5.1m -5.1m 否 － 原子炉停止系 無 b 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
1
9
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 

直接関連系 

(タービン補機冷

却水系) 

サージタンク タービン建屋 +38.6m +38.6m 可 B － 無 a 

 

タービン補機冷却海水系(タービン補機冷却海水

ポンプ，配管，弁，ストレーナ) 
タービン建屋 +4.9m +4.9m 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

復水補給水系(復水移送ポンプ，配管，弁) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

-6.1m -6.1m 可 A － 無 a 

 

直接関連系 

(復水補給水系) 
復水貯蔵槽 設計基準対象施設の津波防護施設として整理 

７．燃料被覆管【核分裂生成物の原子炉冷却材中の放散防止機能  

 

燃料被覆管 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

上／下部端栓 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

タイロッド 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

８．原子炉冷却材浄化系，復水浄化系【原子炉冷却材の浄化機能】  

 

原子炉冷却材浄化系(再生熱交換器，非再生熱交換

器，ポンプ，ろ過脱塩装置，配管，弁) 
原子炉建屋 -1.7m -1.7m 可 A － 無 a 

 

復水浄化系(復水ろ過装置，復水脱塩装置，配管，

弁) 
タービン建屋 -1.7m -1.7m 否 － 原子炉停止系 無 b 

 

９．逃がし安全弁(逃がし弁機能)，タービンバイパス弁【原子炉圧力上昇の緩和機能】  

 

逃がし安全弁(逃がし機能) 原子炉格納容器 － － 可 A － 無 a  

直接関連系 

(逃がし安全弁(逃

がし安全弁機能)) 

原子炉圧力容器から逃がし

安全弁までの主蒸気配管 
原子炉格納容器 － － 可 A － 無 a 

 

駆動用窒素源(アキュムレー

タ，アキュムレータから逃が

し安全弁までの配管，弁) 

原子炉格納容器 － － 可 A － 無 a 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
0
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 

タービンバイパス弁 タービン建屋 +17m +17m 可 
B 

－ 無 a 
 

直接関連系 

(タービンバイパ

ス弁) 

原子炉圧力容器からタービ

ンバイパス弁までの配管，弁 

原子炉建屋 

タービン建屋 
－ － 否 － 逃がし安全弁 無 b 

 

駆動用油圧源(アキュムレー

タ，アキュムレータから逃が

し安全弁までの配管，弁) 

タービン建屋 － － 否 － 逃がし安全弁 無 b 

 

１０．原子炉冷却材再循環系（再循環ポンプトリップ機能），制御棒引き抜き監視装置【出力上昇の抑制機能】  

 
原子炉再循環制御系，制御棒引抜阻止インターロ

ック，選択制御棒挿入系の操作回路 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 +17.3m +17.3m 可 A － － a 

 

１１．制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系【原子炉冷却材の補給機能】  

 

制御棒駆動水圧系(ポンプ，復水貯蔵槽，復水貯蔵

槽から制御棒駆動機構までの配管及び弁) 

原子炉建屋 

廃棄物処理建屋 
-8.2m -8.2m 可 A － 無 a 

 

直接関連系 

(制御棒駆動水圧

系) 

ポンプサクションフィルタ 原子炉建屋 -8.2m -8.2m 可 A － 無 a  

ポンプミニマムフローライ

ン配管，弁 
原子炉建屋 － － 可 A － 無 a 

 

原子炉隔離時冷却系(ポンプ，タービン，復水貯蔵

槽，副貯蔵槽から注入先までの配管，弁) 

原子炉建屋 

廃棄物処理建屋 
-8.2m -8.2m 可 A － 無 a 

 

直接関連系 

(原子炉隔離時冷

却系) 

タービンへの蒸気供給配管，

弁 
原子炉建屋 － － 可 A － 無 a 

 

ポンプミニマムフローライ

ン配管，弁 
原子炉建屋 － － 可 A － 無 a 

 

潤滑油冷却器及びその冷却

器までの冷却水供給配管 
原子炉建屋 -8.2 -8.2 可 A － 無 a 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
1
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

１２．原子炉冷却材再循環ポンプ MG セット【原子炉冷却材の再循環流量低下の緩和機能】  

 原子炉冷却材再循環ポンプ MG セット 廃棄物処理建屋 +20.4m +20.4m 可 A － 無 a 
 

１３．原子炉発電所緊急時対策所，試料採取系，通信連絡設備，放射能監視設備，事故時監視計器の一部，消火系，安全避難通路，非常用照明 

【緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能】 

 

 

免震重要棟内緊急時対策所 免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

直接関連系 

(免震重要棟内緊

急時対策所) 

情報収集設備 免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

通信連絡設備 免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

外部電源設備 

1 号炉タービン建屋 

3 号炉タービン建屋 

（荒浜側敷地） 

+5m 否 － 
免震重要棟ガスター

ビン発電機 
無 c 

1～7 号炉 

共用 

免震重要棟ガスタービン 

発電機 
免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 

1～7 号炉 

共用 

資材及び器財 免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

直接関連系 

(免震重要棟内緊

急時対策所) 

遮へい設備 免震重要棟 +13m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 5 号炉原子炉建屋内 +12.3m 以上 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 

直接関連系 

(5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所) 

情報収集設備 5 号炉原子炉建屋内 +12.3m 以上 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 

通信連絡設備 5 号炉原子炉建屋内 +12.3m 以上 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 

資材及び器財 5 号炉原子炉建屋内 +12.3m 以上 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 

遮へい設備 5 号炉原子炉建屋内 +12.3m 以上 可 B － 無 a 6,7 号炉共用 
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クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
2
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 

試料採取系(原子炉冷却材放射性物質濃度ｻﾝﾌﾟﾘﾝ

ｸﾞ分析，原子炉格納容器雰囲気放射性物質濃度ｻﾝ

ﾌﾟﾘﾝｸﾞ分析) 

原子炉建屋 － － 可 A － 無 a 

 

通信連絡設備 

平成 22 年 4月 19 日設置許変

更許可後に設置したもの 
原子炉建屋 － 可 A － 無 a 6,7 号炉共用 

上記以外のもの 

1～7号炉原子炉建

屋等（荒浜側敷地及

び大湊側敷地） 

－ 否 － 

6 号及び 7号炉の対応

として必要な設備は

機能維持可能 

無 b 
1～7 号炉 

共用 

放射能監視設備 

固定モニタリング設備， 

気象観測設備 
屋外 +12m 以上 可 A － 無 a 

1～7 号炉 

共用 

焼却炉建屋排気筒モニタ， 

焼却炉建屋放射線モニタ 

焼却炉建屋(荒浜側/

大湊側） 
+5m 否 － 

固定ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ設備 

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ 
無 c 

1～7 号炉 

共用 

事故時監視計器の一部 原子炉建屋 － － 可 A － 無 a  

消火系(水消火設備，泡消火設備，二酸化炭素消火

設備，等) 

各建屋内，荒浜側敷

地 
－ － 否 － 他の消火設備 無 b 

 

直接関連系 

(消火系) 

圧力調整用消火ポンプ，電動

駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動消火ポンプ 

給水建屋 +12.3m 可 B － 無 a 
5～7 号炉 

共用 

直接関連系 

(消火系) 

ろ過水タンク 屋外 +12m 可 B － 無 a 
1～7 号炉 

共用 

火災検出装置(受信機含む) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

－ 否 － 他の消火設備 無 b 6,7 号炉共用 

防火扉，防火ダンパ，耐火壁，

隔壁(消火設備の機能を維持

担保するために必要なもの) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

－ 否 － 他の消火設備 無 b 6,7 号炉共用 

111



クラス 3設備の設置場所及び津波防護可否一覧 

※1 防護「可」とした理由は以下のとおり。                           

A：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置するため，基準津波の影響を受けない。（「3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針）参照）     

B：「設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲」内に設置しないが，T.M.S.L.+12m 以上の高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 

※2 波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：「防護可」（基準津波の影響を受けない）と整理されるため，漂流物化しない。 

b：安全側に想定した浸水範囲内に設置するが，基準津波による遡上波の地上部からの流入防止が図られた敷地に設置するため，津波の波力を受けず漂流物化しない。 

（「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）」及び「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離」参照） 

c：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
3
 

機 能（機 器） 名 称 

設置場所 

防護可否 
代替設備 

波及影響有無 
備考 

設置エリア 

設置標高

(T.M.S.L.) 

6 号炉 7 号炉 可否 理由※1 有無 理由※2 

 

安全避難通路 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

－ 否 － 
津波襲来以前に避難

を完了 
無 b 6,7 号炉共用 

直接関連系 

(安全避難通路) 
安全避難用扉 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

－ 否 － 
津波襲来以前に避難

を完了 
無 b 6,7 号炉共用 

非常用照明 

原子炉建屋 

タービン建屋 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 

－ 否 － 可搬型照明 無 b 6,7 号炉共用 
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クラス 3設備の設置場所 

※1特徴的な設備名称や建屋名称を例として記載した。        

5
条
-
別
添
-
添
付
 
1
-
2
4
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5 条-別添-添付 1-25 

1.2 重大事故等対処設備の津波防護対象設備 

外郭・内郭防護として，重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する

範囲を設定し，添付第 1-2 表及び添付第 1-2 図に示す。また，重大事故等対処

施設の津波防護対象設備の一覧及び配置を添付第 2-2 表に示す。 

 

添付第 1-2 重大事故等対処設備の津波防護対象設備を内包する範囲の設定 

分類 該当する建屋・区画 

Ⅰ 

大湊側の敷地 

(T.M.S.L.+12m)に設置 

される建屋・区画 

A：設計基準対象施設 

の津波防護対象設備の 

浸水防護重点化範囲内 

1) 6 号及び 7号炉原子炉建屋 

2) 6 号及び 7号炉タービン建屋 

3) コントロール建屋（6号，7号炉共用） 

4) 廃棄物処理建屋（6号，7号炉共用） 

5) 燃料設備（軽油タンク，燃料移送ポン

プ）を敷設する区画 

B：設計基準対象施設の

津波防護対象設備の浸

水防護重点化範囲外

（T.M.S.L.+12m の敷地

面上の区画） 

1) 5 号炉原子炉建屋（緊急時対策所を設

定する区画）（T.M.S.L.+27.8m） 

2) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用

電源を保管する区画 

3) 6 号及び 7 号炉格納容器圧力逃がし

装置を敷設する区画 

4) 常設代替交流電源設備（第一ガスタ

ービン発電機）を敷設する区画 

Ⅱ 大湊側の敷地よりも高所に設置される建屋・区画 

1) 大湊側高台保管場所 

（T.M.S.L.+35.0） 

2) 荒浜側高台保管場所 

（T.M.S.L.+37.0） 

3) 免震重要等（T.M.S.L.+13.0m）※1 

4)常設代替交流電源設備（第二ガスター

ビン発電機）を敷設する区画 

（T.M.S.L.+21.5m）※1 

※1 地震、津波時に期待しない設備を内包する建屋・区画であり，参考として示 

す物。 
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添付第 1-2 図 重大事故等対処施設の津波防護対象設備を設置する範囲

黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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5 条-別添-添付 1-27 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（1/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

43 条 ｱｸｾｽﾙｰﾄ確保 ホイールローダ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

44 条 

代替制御棒挿入機能 
ATWS 緩和設備 

（代替制御棒挿入機能） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替冷却材再循環ポ

ンプ・トリップ機能 

ATWS 緩和設備 

(代替冷却材再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ・ﾄﾘｯﾌﾟ機能) 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系 

ほう酸水注入系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系貯蔵タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系・高圧炉心注水系  

配管・弁・スパージャ ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

出力急上昇の防止 自動減圧系の起動措置スイッチ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

45 条 

高圧代替注水系 

高圧代替注水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系（蒸気系）・主蒸気系・

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配

管・弁 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系(注水系)・復水補給

系・高圧炉心注水系(7 号炉は残留熱除

去系を含む)・給水系 配管・弁・ 

スパージャ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系の 

機能回復 

可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

AM 用直流 125V 充電器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）・主蒸気

系 配管・弁 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系（注水系）・復水補

給水系・高圧炉心注水系・給水系  

配管・弁・ｽﾄﾚｰﾅ・ｽﾊﾟｰｼﾞｬ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系・復水補給水系  

配管・弁・ｽﾄﾚｰﾅ・ｽﾊﾟｰｼﾞｬ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系 

ほう酸水注入系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系貯蔵タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系・高圧炉心注水系  

配管・弁・スパージャ ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-28 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（2/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

46 条 

逃がし安全弁 

逃がし安全弁［操作対象弁］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし弁機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

主蒸気系配管・クエンチャ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替自動減圧機能 

※自動減圧機能付き

逃がし安全弁のみ 

代替自動減圧ロジック 

（代替自動減圧機能） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧系の起動阻止スイッチ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし安全弁機能 

回復 

（可搬型代替直流電

源供給） 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

AM 用切替装置（SRV） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

逃がし安全弁機能回

復（代替窒素供給

系） 

※自動減圧機能付き

逃がし安全弁のみ 

高圧窒素ガスボンベ 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし弁機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧窒素ガス供給系・主蒸気系 配

管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

インターフェイスシ

ステム LOCA 隔離弁 
高圧炉心注水系注入隔離弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

47 条 

低圧代替注水系 

（常設） 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系・残留熱除去系・給水

系・高圧炉心注水系 配管・弁・スパ

ージャ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

低圧代替注水系 

（可搬型） 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

復水補給水系・残留熱除去系・給水系 

配管・弁・スパージャ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

低圧注水系 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系・給水系 配管・弁・ス

トレーナ・スパージャ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-29 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（3/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

47 条 

原子炉停止時冷却系 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系・給水系 配管・弁・ 

熱交換器・スパージャ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 

※水源は海水を使用 

原子炉補機冷却系 中間ループ循環 

ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 配管・弁・ 

海水ストレーナ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 サージタンク 

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 海水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用取水設備 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水槽 常設 ― 取水路周辺 

48 条 

代替原子炉補機冷却

系 

※水源は海水を使用 

熱交換器ユニット 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型大容量送水ポンプ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉補機冷却系 配管・弁・サージ

タンク，残留熱除去系熱交換器 

［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

S/P への蓄熱補助 真空破壊弁（S/C→D/W） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

耐圧強化ベント系

（W/W） 

耐圧強化ベント系（W/W）配管・弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

不活性ガス系・非常用ガス処理系  

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

耐圧強化ベント系

（D/W） 

耐圧強化ベント系（D/W）配管・弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

不活性ガス系・非常用ガス処理系  

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-30 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（4/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

48 条 

格納容器圧力逃がし 

装置 

フィルタ装置 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

よう素フィルタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水位 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ドレンポンプ設備 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ドレンタンク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

スクラバ水 pH 制御設備 可搬 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ラプチャーディスク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1 高台保管場所 

フィルタベント遮蔽壁 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

配管遮蔽 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器圧力逃がし装置・不活性ガス

系・耐圧強化ベント系  

配管・弁［流路］ 

常設 
ⅠA 

ⅠB3) 

原子炉建屋等 

FCVS 敷設区画 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替格納容器圧力 

逃がし装置 

フィルタ装置 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

よう素フィルタ 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

代替格納容器圧力逃がし装置室空調 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドレンポンプ設備 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ドレンタンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

薬液タンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ラプチャーディスク 常設 
ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋 

大湊側敷地 

可搬型窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替格納容器圧力逃がし装置配管・ 

弁［流路］ 
常設 

ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋 

大湊側敷地 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-31 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（5/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

48 条 

残留熱除去系 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系・給水系 配管・弁・ 

熱交換器・スパージャ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系 配管・弁・熱交換器・

ストレーナ・スプレイヘッダ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系（サプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系 配管・弁・ストレー

ナ・熱交換器［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 

※水源は海水を使用 

原子炉補機冷却系 中間ループ循環 

ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 配管・弁・ 

海水ストレーナ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 サージタンク 

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 海水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用取水設備 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水槽 常設 ― 取水路周辺 

49 条 

代替格納容器スプレ

イ冷却系 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系・残留熱除去系・高圧炉

心注水系 配管・弁・スプレイヘッダ

［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器スプレイ冷

却系 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系 配管・弁・熱交換器・

ストレーナ・スプレイヘッダ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-32 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（6/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

49 条 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水冷

却系 

残留熱除去系（サプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モード）ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系 配管・弁・ストレー

ナ・熱交換器［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 

※水源は海水を使用 

原子炉補機冷却系 中間ループ循環 

ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 配管・弁・ 

海水ストレーナ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 サージタンク 

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 海水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用取水設備 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水槽 常設 ― 取水路周辺 

50 条 
格納容器圧力逃がし 

装置 

フィルタ装置 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

よう素フィルタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水位 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ドレンポンプ設備 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ドレンタンク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

スクラバ水 pH 制御設備 可搬 Ⅱ1) FCVS 敷設区画 

ラプチャーディスク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

フィルタベント遮蔽壁 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

配管遮蔽 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器圧力逃がし装置・不活性ガス

系・耐圧強化ベント系  

配管・弁［流路］ 

常設 
ⅠA 

ⅠB3) 

原子炉建屋等 

FCVS 敷設区画 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-33 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（7/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

50 条 

代替格納容器圧力 

逃がし装置 

フィルタ装置 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

よう素フィルタ 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

代替格納容器圧力逃がし装置室空調 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドレンポンプ設備 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ドレンタンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

薬液タンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ラプチャーディスク 常設 
ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋等 

大湊側敷地 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替格納容器圧力逃がし装置配管・ 

弁［流路］ 
常設 

ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋 

大湊側敷地 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替循環冷却系 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

熱交換器ユニット 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型大容量送水ポンプ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉補機冷却系 配管・弁・ｻｰｼﾞﾀﾝ

ｸ，残留熱除去系熱交換器［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替循環冷却 配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系・高圧炉心注水系・復水

補給水系・給水系 配管・弁・ｽﾄﾚｰﾅ・

ｽﾊﾟｰｼﾞｬ・ｽﾌﾟﾚｲﾍｯﾀﾞ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

S/P への蓄熱補助 真空破壊弁（S/C→D/W） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用取水設備 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路 常設 ― 取水路周辺 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-34 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（8/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

51 条 

格納容器下部注水系

（常設） 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系・格納容器下部注水系・

高圧炉心注水系 配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器下部注水系

（可搬型） 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

復水補給水系・格納容器下部注水系 

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

溶融炉心の落下遅延

及び防止 

（高圧代替注水系） 

高圧代替注水系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系(蒸気系)・主蒸気系・

原子炉隔離時冷却系(蒸気系)配管・弁 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系(注水系)・復水補給水

系・高圧炉心注水系(7 号炉は残留熱除

去系を含む)・給水系 配管・弁・スパ

ージャ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

溶融炉心の落下遅延

及び防止 

（ほう酸水注入系） 

ほう酸水注入系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系貯蔵タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系・高圧炉心注水系  

配管・弁・スパージャ ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

溶融炉心の落下遅延

及び防止 

（低圧代替注水系 

（常設）） 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽［水源］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系・残留熱除去系・給水

系・高圧炉心注水系 配管・弁・スパ

ージャ［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

溶融炉心の落下遅延

及び防止 

（低圧代替注水系 

（可搬型）） 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

復水補給水系・残留熱除去系・給水系 

配管・弁・スパージャ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

52 条 
格納容器内の水素濃

度監視設備 

格納容器内水素濃度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内酸素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-35 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（9/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

52 条 

格納容器圧力逃がし 

装置 

フィルタ装置 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

よう素フィルタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水位 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠB2) FCVS 敷設区画 

ドレンポンプ設備 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

ドレンタンク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

スクラバ水 pH 制御設備 可搬 Ⅱ1 FCVS 敷設区画 

ラプチャーディスク 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

フィルタベント遮蔽壁 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

配管遮蔽 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器圧力逃がし装置・不活性ガス

系・耐圧強化ベント系  

配管・弁［流路］ 

常設 
ⅠA 

ⅠB3) 

原子炉建屋等 

FCVS 敷設区画 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替格納容器圧力 

逃がし装置 

フィルタ装置 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

よう素フィルタ 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

代替格納容器圧力逃がし装置室空調 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドレンポンプ設備 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ドレンタンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

遠隔手動弁操作設備 常設 Ⅰ 原子炉建屋等 

薬液タンク 常設 Ⅰ 大湊側敷地 

ラプチャーディスク 常設 
ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋等 

大湊側敷地 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替格納容器圧力逃がし装置配管・ 

弁［流路］ 
常設 

ⅠA 

Ⅰ 

原子炉建屋 

大湊側敷地 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-36 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（10/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

52 条 

耐圧強化ベント系

（W/W） 

耐圧強化ベント系（W/W）配管・弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器［ベント元］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

不活性ガス系・非常用ガス処理系  

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬式窒素供給装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

耐圧強化ベント系 
耐圧強化ベント系放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

53 条 
静的触媒式水素再結

合器 

静的触媒式水素再結合器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉建屋水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

54 条 

燃料プール代替注水

系（可搬型） 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 
ⅠA 

Ⅱ1) 

原子炉建屋等 

高台保管場所 

可搬型スプレイヘッダ 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール代替注水系（常設） 

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

常設スプレイヘッダ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料プール（サイフォン防止機

能含む）［注入先］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化

系 

燃料プール冷却浄化系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料プール［水源］［注入先］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系 熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系 配管・弁・ 

スキマサージタンク・ディフューザ 

［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-37 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（11/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

54 条 

代替原子炉補機冷却

系 

※水源は海水を使用 

熱交換器ユニット 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型大容量送水ポンプ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

原子炉補機冷却系 配管・弁・サージ

タンク，燃料プール冷却浄化系 熱交

換器［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 

※水源は海水を使用 

原子炉補機冷却系 中間ループ循環 

ポンプ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 配管・弁・ 

海水ストレーナ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 サージタンク 

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系 海水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用取水設備 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水路 常設 ― 取水路周辺 

補機冷却用海水取水槽 常設 ― 取水路周辺 

大気への放射性物質

の拡散抑制 

※水源は海水を利用 

大容量送水車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

放水砲 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

使用済燃料プールの

監視設備 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール水位 

（SA 広域） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度 

（SA 広域） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール放射線 

モニタ（高レンジ・低レンジ） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使

用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷

装置含む） 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-38 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（12/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

55 条 

大気への放射性物質

の拡散抑制 

(原子炉建屋放水設

備) 

※水源は海水を利用 

大容量送水車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

放水砲 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

海洋への放射性物資

の拡散抑制 

(海洋拡散抑制設備) 

汚濁防止膜 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

小型船舶（汚濁防止膜設置用） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

放射性物質吸着材 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

航空機燃料火災への

泡消火 

(原子炉建屋放水設

備) 

大容量送水車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

放水砲 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

泡原液搬送車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

泡原液混合装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

56 条 

水源の確保 

※水源としては海水 

も使用可能 

復水貯蔵槽 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系貯蔵タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

水の移送手段 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

CSP 外部補給配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

淡水貯水池から防火水槽への移送 

ホース 
可搬 ― 

淡水貯水池から 

防火水槽まで 

海水貯留堰 常設 ― 取水路周辺 

スクリーン室 常設 ― 取水路周辺 

取水路［海水取水位置］ 常設 ― 取水路周辺 

可搬型大容量送水ポンプ 

(海水取水用) 
可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

海水ホース［流路］ 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-39 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（13/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

57 条 

常設代替交流電源 

設備 

ガスタービン発電機 

（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料タンク 

（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料ﾎﾟﾝﾌﾟ） 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

(第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料移送ﾎﾟﾝﾌﾟ) 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料移送系配

管・弁［流路］（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用

燃料移送系配管・弁） 

常設 ⅠB4) 第一 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機 

（第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料タンク 

（第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料ﾀﾝｸ） 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

(第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料移送ﾎﾟﾝﾌﾟ) 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 設置区画 

ガスタービン発電機用燃料移送系配

管・弁［流路］（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用

燃料移送系配管・弁） 

常設 Ⅱ4) 第二 GTG 設置区画 

非常用交流電源設備 
非常用ディーゼル発電機 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用高圧母線 E系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型代替交流電源

設備 
電源車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

所内蓄電式直流電源

設備 

直流 125V 蓄電池 A 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 蓄電池 A-2 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM 用直流 125V 蓄電池 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用直流電源設備 
直流 125V 蓄電池 B 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 蓄電池 C 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型直流電源設備 
可搬型代替交流電源設備（電源車） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

AM 用直流 125V 充電器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替所内電気設備 

緊急用高圧母線（電路含む） 常設 － 
第二 GTG 敷設区画か

ら K6,7C/B まで 

緊急用断路器（電路含む） 常設 － 
第二 GTG 敷設区画か

ら K6,7C/B まで 

緊急用電源切替箱断路器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

緊急用電源切替箱接続装置 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM 用動力変圧器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM 用 MCC 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM 用切替盤 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM 用操作盤 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用高圧母線 C系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用高圧母線 D系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-40 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（14/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

57 条 

号炉間電力融通電気

設備 
号炉間電力融通ケーブル 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬 
ⅠA 

Ⅱ1) 

原子炉建屋等 

高台保管場所 

燃料補給設備 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料ディタンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ディーゼル発電機用燃料移送系

配管・弁［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

タンクローリ（16kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

58 条 

原子炉圧力容器内の

温度 

原子炉圧力容器温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器入口温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器内の

水位 

原子炉水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器への

注水量 

原子炉隔離時冷却系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（原子炉圧力容器） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器への

注水量 
復水補給水系流量（原子炉格納容器） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

温度 

ドライウェル雰囲気温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ気体温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ・プール水

温度 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

圧力 

格納容器内圧力（D/W） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内圧力（S/C） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

水位 

サプレッション・チェンバ・プール水

位 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器下部水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

水素濃度 

格納容器内水素濃度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

酸素濃度 
格納容器内酸素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器内の

放射線量率 

格納容器内雰囲気放射線レベル(D/W) 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内雰囲気放射線レベル(S/C) 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

未臨界の監視 
起動領域モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

平均出力領域モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-41 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（15/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

58 条 

最終ヒートシンクに

よる冷却状態の確認 

サプレッション・チェンバ・プール水

温度 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系温度（代替循環冷却） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（原子炉圧力容器） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（原子炉格納容器） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水位 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠB3) FCVS 敷設区画 

耐圧強化ベント系放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却水系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器入口冷却水流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器入口温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器出口温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器バイパスの

監視 

原子炉水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドライウェル雰囲気温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内圧力（D/W） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

水源の確保 

復水貯蔵槽水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ・プール 

水位 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉建屋内の水素

濃度 
原子炉建屋水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料プールの

監視 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール水位 

（SA 広域） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度（SA 広域） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使

用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷

装置含む） 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-42 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（16/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

58 条 

発電所内の通信連絡 

必要な情報を把握できる設備 

（安全パラメータ表示システム

（SPDS）） 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

温度，圧力，水位，

注水量の計測・監視 
可搬型計測器 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

59 条 

居住性の確保 

中央制御室 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室遮蔽 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室可搬型陽圧化空調機 

フィルタユニット 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室可搬型陽圧化空調機 

ブロワユニット 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室換気空調系給排気隔離弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室遮蔽 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室空気ボンベ陽圧化 

装置（空気ボンベ） 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室空気ボンベ陽圧化 

装置（配管・弁） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型蓄電池内蔵型照明 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

差圧計 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

無線連絡設備（常設）（待避室） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

衛星電話設備（常設）（待避室） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

データ表示装置（待避室） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

常設代替交流電源 

設備 

ガスタービン発電機 

（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料タンク 

（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料ﾎﾟﾝﾌﾟ） 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

(第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料移送ﾎﾟﾝﾌﾟ) 
常設 ⅠB4) 第一 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料移送系配

管・弁［流路］（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用

燃料移送系配管・弁） 

常設 ⅠB4) 第一 GTG 敷設区画 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-43 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（17/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

59 条 
常設代替交流電源 

設備 

ガスタービン発電機 

（第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料タンク 

（第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料ﾀﾝｸ） 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

(第二ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用燃料移送ﾎﾟﾝﾌﾟ) 
常設 Ⅱ4) 第二 GTG 敷設区画 

ガスタービン発電機用燃料移送系配

管・弁［流路］（第一ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用

燃料移送系配管・弁） 

常設 Ⅱ4) 第二 GTG 敷設区画 

59 条 汚染の持ち込み防止 
乾電池内蔵型照明 

（チェンジングエリア） 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

60 条 

放射線量の測定 可搬型モニタリングポスト 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

放射能観測車の代替

測定装置 

可搬型ダスト・よう素サンプラ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

GM 汚染サーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

NaI シンチレーションサーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

発電所及びその周辺

の測定に使用する測

定器 

可搬型ダスト・よう素サンプラ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

GM 汚染サーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

NaI シンチレーションサーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

ZnS シンチレーションサーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

電離箱サーベイメータ 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

小型船舶(海上モニタリング用) 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

風向・風量その他 

気象条件の測定 
可搬型気象観測装置 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

電源の確保 

モニタリング・ポスト用発電機 常設 － 

モニタリングポスト

No.2,5,8 エリア付

近(T.M.S.L.+12m 以

上) 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-44 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（18/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

61 条 

居住性の確保 

（免震重要棟内緊急

時対策所） 

緊急時対策所 

（免震重要棟内緊急時対策所） 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所遮蔽 常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所（待避室）

遮蔽 

常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所 

可搬型陽圧化空調機 
可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所 

給排気隔離ダンパ 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

酸素濃度計 可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

二酸化炭素濃度計 可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

差圧計 可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

地震観測装置 常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

必要な情報の把握

（免震重要棟内緊急

時対策所） 

必要な情報を把握できる設備（安全パ

ラメータ表示システム（SPDS）） 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

通信連絡 

（免震重要棟内緊急

時対策所） 

無線連絡設備（常設） 常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

無線連絡設備（可搬型） 可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

衛星電話設備（常設） 常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

衛星電話設備（可搬型） 可搬 Ⅱ3) 免震重要棟 

統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

データ伝送設備 常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

電源の確保 

（免震重要棟内緊急

時対策所） 

免震重要棟内緊急時対策所用 

ガスタービン発電機 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所用 

ガスタービン発電機用地下貯油タンク 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所用 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

免震重要棟内緊急時対策所用 

ガスタービン発電機用受電盤 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

電源車 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスター

ビン発電機－電源車切替断路器 
常設 Ⅱ3) 免震重要棟 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（16kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-45 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（19/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

61 条 

居住性の確保 

（5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所） 

緊急時対策所 

（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 
常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所遮蔽 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

可搬型陽圧化空調機 
可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

空気ボンベ陽圧化装置（空気ボンベ） 
可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

空気ボンベ陽圧化装置（配管・弁） 
常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

二酸化炭素吸収装置 
常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

可搬型エリアモニタ 
可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

可搬型モニタリングポスト 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所  

酸素濃度計 可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

二酸化炭素濃度計 可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

差圧計 可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

必要な情報の把握 

（5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所） 

必要な情報を把握できる設備（安全パ

ラメータ表示システム（SPDS）） 
常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

通信連絡 

（5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所） 

無線連絡設備（常設） 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

無線連絡設備（可搬型） 可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

衛星電話設備（常設） 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

衛星電話設備（可搬型） 可搬 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備 
常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

データ伝送設備 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

電源の確保 

（5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備 
可搬 ⅠB2) K5TSC 電源敷設区画 

負荷変圧器 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

交流分電盤 常設 ⅠB1) 5 号炉原子炉建屋 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ1) 高台保管場所 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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5 条-別添-添付 1-46 

添付第 1-2 表 重大事故等対処施設一覧及び配置（20/20） 

関連 

条文 
系統機能 主要設備 

設備 

分類 

設置個所 

整理 

番号 
箇所名称 

62 条 

発電所内の通信連絡 

携帯型音声呼出電話設備 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

無線連絡設備（常設） 常設 

ⅠA 

Ⅱ3) 

ⅠB1) 

原子炉建屋等 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

無線連絡設備（可搬型） 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

衛星電話設備（常設） 常設 

ⅠA 

Ⅱ3) 

ⅠB1) 

原子炉建屋等 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

衛星電話設備（可搬型） 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

必要な情報を把握できる設備（安全パ

ラメータ表示システム（SPDS）） 
常設 

ⅠA 

Ⅱ3) 

ⅠB1) 

原子炉建屋等 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

発電所外の通信連絡 

衛星電話設備（常設） 常設 

ⅠA 

Ⅱ3) 

ⅠB1) 

原子炉建屋等 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

衛星電話設備（可搬型） 可搬 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備 
常設 

Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

データ伝送設備 常設 
Ⅱ3) 

ⅠB1) 

免震重要棟 

5 号炉原子炉建屋 

※ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 

※※ 今後の設計進捗により変更となる可能性がある。 
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添付資料２ 

 

 

地震時の地形等の変化による津波遡上経路へ

の影響について 
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地震時の地形等の変化による津波遡上経路のへの影響について 

 

目 次 

 

2.1 はじめに 

2.2 敷地の沈下量設定 

2.3 敷地周辺斜面の崩壊形状の設定 

2.4 津波評価条件 

2.5 津波評価結果 

（参考）津波評価における荒浜側防潮堤の状態設定について 

 

 

※安田層下部層の MIS10～MIS7 と MIS6 の境界付近の堆積物については， 

本資料では〔古安田層〕と仮称する。 
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5 条-別添-添付 2-1 

2.1 はじめに 
基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイドの要求事項に基づき，以下

の検討方針に従い，津波遡上経路への影響について検討する。 

 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を検

討すること。 

 地震に起因する変状による地形，河川流路の変化 

 

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置において算定

される時刻歴波形として設定する。具体的な入力津波の設定にあたっては，

以下のとおりとする。 

 入力津波が各施設・設備の設計・評価に用いるものであることを念頭に，

津波の高さ，津波の速度，衝撃力等，着目する荷重因子を選定した上で，

各施設・設備の構造・機能損傷モードに対応する効果を安全側に評価する。 

 

【検討方針】 

敷地への遡上及び流下経路上の地盤等について，地震による地形，標高変

化を考慮した津波評価を実施し，敷地への遡上経路に及ぼす影響及び入力津

波の設定において考慮すべき地形変化について検討する。 

 基準地震動 Ss による損傷が想定される防潮堤及び防波堤については，そ

れらがない状態での津波評価を実施する。 

 基準地震動 Ss による沈下が想定される敷地については，沈下量を設定し

地形に反映して，津波評価を実施する。 

 基準地震動 Ss による崩壊が想定される周辺斜面については，斜面崩壊を

考慮し，土砂の堆積形状を設定し地形に反映して，津波評価を実施する。 

 

2.2 敷地の沈下量設定 
護岸付近の地盤及び敷地は，地震時の液状化に伴う地盤の沈下が想定され

ることから，沈下量を算定し，地形モデルに反映する沈下量を設定する。な

お，液状化に伴う沈下量の算定は，排水による沈下と側方流動による沈下に

分けて算定する。なお，「別添 1.3(1)b.遡上・浸水域の把握」において把握し

た遡上域及び荒浜側防潮堤が損傷した場合に遡上する可能性がある敷地とし

て，護岸付近の地盤及び荒浜側防潮堤内の敷地について，沈下量の設定を行

うこととした。 
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5 条-別添-添付 2-2 

(1)  液状化に伴う排水沈下 

① 検討概要 

護岸付近及び荒浜側防潮堤内敷地の地盤は，西山層，古安田層，埋戻土

層等から構成されている。沈下量は，添付第 2-1 図に示す流れに従って，

地質断面図により算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-1 図 液状化に伴う排水沈下量の算定フロー 

 

② 評価対象層の選定及び相対密度の設定 

排水沈下量算定の対象層としては，砂層の分布状況等から，古安田層中

の砂層，新期砂層・沖積層及び埋戻土層を選定した。各層の沈下率は，

Ishihara ほか(1992）の地盤の相対密度に応じた最大せん断ひずみと体積

ひずみ（沈下率）の関係から設定した。相対密度の調査位置を添付第 2-2

図に，各層の相対密度を添付第 2-3 図に示す。 

沈下率は，添付第 2-4 図に示すとおり，相対密度のばらつきを考慮する

とともに，最大せん断ひずみによらず体積ひずみ（沈下率）の最大値を採

用し，保守的に埋戻土層 2.8%，新期砂層・沖積層 1.7%，古安田層中の砂

層 2.1%と設定した。 

 

 

  

  

Ishihara ほか(1992)の最大せん断ひずみと 
体積ひずみの関係から沈下率を算出 

各層の層厚に沈下率を乗じて沈下量を算出 
（右図参照） 

既往の調査結果から液状化の対象となる砂層を 
選定し，対象層の平均相対密度を整理 
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5 条-別添-添付 2-3 

 

 

 

 

 

荒浜側 
 

 
大湊側 

 

添付第 2-2 図(1) 相対密度の調査位置〔埋戻土層及び新期砂層・沖積層〕 
 
 
 

：埋戻土層調査位置     

：新期砂層・沖積層調査位置 

荒浜側防潮堤 
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5 条-別添-添付 2-4 

 
 
 

 
荒浜側 

 
 

 
大湊側 

 
 

添付第 2-2 図(2) 相対密度の調査位置〔古安田層内の砂層〕 
 
 
 
 

 

：調査位置 

荒浜側防潮堤 
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5 条-別添-添付 2-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-3 図 地盤の相対密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-4 図 Ishihara ほか(1992)の地盤の最大せん断ひずみと 

  体積ひずみの関係から設定した沈下率 

 

 相対密度 Dr(%) 

平均 －１σ 

埋戻土層 85.0 62.5 

新期砂層・沖積層 98.8 84.9 

古安田層中の砂層 89.3 71.3 

埋戻土層 Ｄｒ＝60% 

古安田層  Ｄｒ＝70% 2.8% 

1.7% 

凡例 

2.1% 新期砂層・沖積層  Ｄｒ＝80% 

埋戻土層   新期砂層   古安田層 

・沖積層 
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5 条-別添-添付 2-6 

③ 護岸付近の排水沈下量 

護岸付近の排水沈下量は，大湊側を６・７号炉の取水路に直交する地質

断面図，荒浜側を荒浜側防潮堤沿いの地質断面図に基づき算定した。平面

図及び地質断面図を添付第 2-5 図に示す。 

各砂層の層厚と沈下率から算出した沈下量の分布を添付第 2-6 図に示

す。大湊側護岸付近の平均沈下量は 0.55m，最大沈下量は 0.65m，荒浜側

護岸付近の平均沈下量は 0.48m，最大沈下量は 0.71m となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

添付第 2-5 図(1) 地質断面図（大湊側 ①－①’ 断面） 
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5 条-別添-添付 2-7 

 
 
 
 
 

 
 
 

添付第 2-5 図(2) 地質断面図（荒浜側 ②－②’（A-B）断面） 

  

②‘ 

A 

B 

144



 

5 条-別添-添付 2-8 

 
 

 
 
 
 

 
 

添付第 2-5 図(3) 地質断面図（荒浜側 ②－②’（B-C）断面） 

  

② 

 C 

B 
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5 条-別添-添付 2-9 

 

 

 

   

添付第 2-6 図(1) 排水沈下量（大湊側護岸付近） 

  

 

 

 

添付第 2-6 図(2) 排水沈下量（荒浜側護岸付近） 
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5 条-別添-添付 2-10 

④ 荒浜側防潮堤内敷地の排水沈下量 

荒浜側防潮堤内の敷地（T.M.S.L.+5m）の沈下量は，護岸付近と同様な

考え方で，１～４号炉の原子炉建屋に直交する地質断面図及び原子炉建屋

山側の汀線に平行な地質断面図に基づき算定した。平面図及び地質断面図

を添付第 2-7 図に示す。なお，古安田層については，液状化しない粘性土

も広く分布しているが，ここでは全層を液状化評価対象層として保守的に

沈下量を算定した。 

各砂層の層厚と沈下率から算出した沈下量の分布を添付第 2-8 図に示

す。１号炉汀線直交断面の沈下量は，海側で平均 0.77m，最大 1.03m，山

側で平均 0.77m，最大 1.06m となった。２号炉汀線直交断面の沈下量は，

海側で平均 0.53m，最大 0.58m，山側で平均 0.83m，最大 1.05m となった。

３号炉汀線直交断面の沈下量は，海側で平均 0.72m，最大 0.95m，山側で

平均 0.93m，最大 1.15m となった。４号炉汀線直交断面の沈下量は，海側

で平均 0.83m，最大 0.97m，山側で平均 0.88m，最大 1.07m となった。山側

汀線平行断面の沈下量は，平均 0.88m，最大 1.07m となった。 
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5 条-別添-添付 2-11 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１号炉汀線直交断面 
 
 
 
 
 
 
 

２号炉汀線直交断面 
 

添付第 2-7 図(1) 地質断面図（１，２号炉汀線直交断面図） 
 
 

原子炉建屋 

汀線直交断面 

1 号炉 ２号炉 
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5 条-別添-添付 2-12 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３号炉汀線直交断面 
 
 
 
 
 
 
 

４号炉汀線直交断面 
 

添付第 2-7 図(2) 地質断面図（３，４号炉汀線直交断面図） 
 
 

原子炉建屋 

汀線直交断面 

３号炉 ４号炉 
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5 条-別添-添付 2-13 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 2-7 図(3) 地質断面図（原子炉建屋山側 汀線平行断面図） 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉建屋山側 

汀線平行断面 
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5 条-別添-添付 2-14 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 2-8 図(1) 排水沈下量（１号炉汀線直交断面） 

 

 

 

         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 2-8 図(2) 沈下量（２号炉汀線直交断面） 
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5 条-別添-添付 2-15 

          
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-8 図(3) 排水沈下量（３号炉汀線直交断面） 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 2-8 図(4) 排水沈下量（４号炉汀線直交断面） 
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5 条-別添-添付 2-16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
添付第 2-8 図(5) 排水沈下量（原子炉建屋山側汀線平行断面） 
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5 条-別添-添付 2-17 

(2)  液状化に伴う側方流動による沈下 

① 評価方針 

護岸付近の地盤については，地震時の地盤の液状化に伴う側方流動が想

定されることから，二次元有効応力解析（解析コード「FLIP Ver.7.2.3_5」）

により側方流動による沈下量を算定した。評価を行う解析断面には，添付

第 2-9 図に示すとおり，荒浜側２断面，大湊側１断面を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-9 図 評価断面位置 

 

② 解析条件 

荒浜南側（１～２号炉側），荒浜北側（３～４号炉側）及び大湊側の解

析モデル図を添付第 2-10 図に示す。地盤は，地質区分に基づき平面ひず

み要素でモデル化し，護岸矢板，控え杭は，非線形はり要素でモデル化し

た。 

地下水位は，地震荷重に伴う液状化による変形を保守的に考慮するため

に，朔望平均満潮位（T.M.S.L.+0.49m）に余裕を考慮した T.M.S.L.+1.00m

とした。 

  

荒浜南側断面 

（１～２号炉側） 

荒浜北側断面 

（３～４号炉側） 

大湊側断面 
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5 条-別添-添付 2-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-10 図(1) 解析モデル図〔荒浜南側（１～２号炉側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-10 図(2) 解析モデル図〔荒浜北側（３～４号炉側）〕 
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5 条-別添-添付 2-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-10 図(3) 解析モデル図〔大湊側〕 

 

 

 

地盤の物性値は，「柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 液状化影響

の検討方針について（H28.9.8 第 398 回審査会合，資料 1-1）」の検討方

針に基づき設定した。 

液状化の評価対象として取り扱う埋戻土層，洪積砂層Ⅰ(A-1)，洪積砂

層Ⅱ(A-1)，洪積砂層Ⅰ(A-2)，洪積砂層Ⅱ(A-2)，及び洪積砂質土層Ⅰ，

Ⅱ(O-1)の有効応力解析に用いる液状化パラメータは，液状化試験結果（繰

返しねじりせん断試験結果）に基づき，地盤のばらつき等を考慮し，保守

的に設定した。 

荒浜側及び大湊側の試験結果等から設定した解析上の液状化強度曲線

を，それぞれ添付第 2-11 図，添付第 2-12 図に示す。 

上記の液状化強度特性を設定する土層の液状化強度特性以外の物性及

び液状化評価の対象とならない土層の物性値については，既工認物性を適

用した。 
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5 条-別添-添付 2-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 埋戻土層             (2) 洪積砂層Ⅰ(A-1)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (3) 洪積砂層Ⅱ(A-1)           (4) 洪積砂層Ⅰ(A-2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (5) 洪積砂層Ⅱ(A-2)  

 

添付第 2-11 図 液状化強度曲線（荒浜側） 
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5 条-別添-添付 2-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 埋戻土層            (2) 洪積砂質土層Ⅰ(O-1)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (3) 洪積砂質土層Ⅱ(O-1) 

 

添付第 2-12 図 液状化強度曲線（大湊側） 
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5 条-別添-添付 2-22 

③ 評価結果 

荒浜南側（１～２号炉側），荒浜北側（３～４号炉側）及び大湊側の地

表面の残留変形量を，それぞれ添付第 2-13 図，添付第 2-14 図，添付第 2-

15 図に示す。 

荒浜南側（１～２号炉側）の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の

範囲や防潮堤前面では護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，

局所的に 1～6m 程度の沈下が生じているものの，護岸から 30m～60m の範

囲では概ね 1m 以下の沈下である。また，防潮堤山側については，防潮堤

背面の局所的な最大 1.5m 程度の沈下を除き概ね 50cm 以下の沈下であり，

側方流動による沈下への影響は小さい。 

荒浜北側（３～４号炉側）の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の

範囲や防潮堤前面では護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，

局所的に 1m 程度の沈下が生じているものの，それ以外の範囲では概ね

50cm 以下であり側方流動による沈下への影響は小さい。また，防潮堤山

側については，防潮堤背面の局所的な最大 2m 程度の沈下を除き概ね 50cm

以下の沈下であり，側方流動による沈下への影響は小さい。 

大湊側の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の範囲や防潮堤前面

では護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，局所的に 3m 程度

の沈下が生じているものの，それ以外の範囲では概ね 50cm 以下であり側

方流動による沈下への影響は小さい。また，防潮堤山側については，概ね

50cm 以下の沈下であり，側方流動による沈下への影響は小さい。 
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5 条-別添-添付 2-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-13 図 地表面残留変形量〔荒浜南側（１～２号炉側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-14 図 地表面残留変形量〔荒浜北側（３～４号炉側）〕 
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5 条-別添-添付 2-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-15 図 地表面残留変形量〔大湊側〕 
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5 条-別添-添付 2-25 

(3) 津波評価における沈下量の設定 

荒浜南側（１～２号炉側），荒浜北側（３～４号炉側）及び大湊側の側方流

動による沈下に，排水沈下を加えた液状化による地表面沈下量を，それぞれ

添付第 2-16 図，添付第 2-17 図，添付第 2-18 図に示す。なお，排水沈下につ

いては，保守的に「１）液状化に伴う排水沈下」で算出した沈下分布の最大値

を採用し，各断面に加えた。 

荒浜側は，南側（１～２号側）の護岸付近の一部で局所的に側方流動による

大きな沈下が生じているものの，護岸付近及び荒浜側防潮堤内敷地

（T.M.S.L.+5m）における沈下量は概ね 2m 以内である。 

大湊側の沈下量は，護岸付近の一部で局所的に側方流動による大きな沈下

が生じているものの，護岸付近における沈下量は概ね 2m 以内である。 

上記より，津波遡上解析における荒浜側の護岸付近，荒浜側防潮堤内敷地

（T.M.S.L.+5m）及び大湊側の護岸付近の沈下量は，保守的にすべての範囲を

2m に設定し，津波評価の地形モデルとして反映する。沈下を考慮する範囲を

添付第 2-18 図に示す。なお，荒浜南側の護岸付近の局所的な沈下の影響につ

いては，2m の沈下に加え，護岸から 30m 程度の範囲をなくした地形モデルに

より影響検討を実施する。なお，2007 年新潟県中越沖地震に伴う敷地の沈下

量は，建屋近傍の揺すり込み沈下等の局所的な変状を除けば，沈下量は荒浜

側，大湊側ともに最大で 0.3～0.5m である。（資料 1-4「柏崎刈羽原子力発電

所 6 号及び 7 号炉 液状化影響の検討方針について」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-16 図 液状化による地表面沈下量〔荒浜南側（１～２号炉側）〕 

162



 

5 条-別添-添付 2-26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-17 図 液状化による地表面沈下量〔荒浜北側（３～４号炉側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-18 図 液状化による地表面沈下量〔大湊側〕  
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5 条-別添-添付 2-27 

 

 

添付第 2-19 図 津波評価において沈下を考慮する範囲 
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5 条-別添-添付 2-28 

2.3 敷地周辺斜面の崩壊形状の設定 
敷地周辺斜面は，基準地震動 Ss による震動で斜面が崩壊する可能性がある

ことから，斜面崩壊を考慮した地形モデルを作成した。なお，地形モデルの作

成にあたっては，遡上が想定される中央土捨場の斜面及び荒浜側防潮堤内敷地

の周辺斜面の崩壊を考慮することとした。 

 

斜面の崩壊角度については，添付第 2-20 図に示すとおり，安息角と内部摩

擦角の関係及び土砂の移動時の内部摩擦角の下限値を考慮し，崩壊土砂の堆積

時の角度を 15 度に設定した。崩壊形状については，添付第 2-21 図に示す斜面

の崩壊範囲に応じた崩壊形状の設定方法から，保守的に崩壊前の土砂形状の法

肩を基点に堆積角度が 15°となるように設定した。なお，中央土捨場の海側斜

面については，さらに保守的に崩壊土砂が海域まで到達する場合を想定し，「宅

地防災マニュアルの解説」（添付第 2-22 図）を参考に法尻から法肩までの高さ

（H）の 2 倍として崩壊形状を設定した。 

 

上記の崩壊形状の設定に基づき，各斜面の崩壊形状を設定した。崩壊を考慮

する斜面範囲を添付第 2-23 図に，代表的な位置における斜面の崩壊形状とし

て，荒浜側防潮堤内敷地における周辺斜面の断面図を添付第 2-24 図に，中央

土捨場海側斜面の断面図を添付第 2-25 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-20 図 崩壊土砂の堆積角度 
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5 条-別添-添付 2-29 

 

 

 
 

すべり範囲に応じた崩壊形状の設定ではすべり線が大きいほど崩壊土砂の到達距離は長

くなり，崩壊形状の法肩は崩壊前の斜面形状の法肩に近づく。 

荒浜側防潮堤内敷地周辺の斜面については，保守的に崩壊前の土砂形状の法肩を基点に

堆積角度が 15°となるように設定し,中央土捨場海側斜面については,さらに保守的に法

尻から法肩までの高さ（H）の 2倍を設定し，崩壊形状が海域まで到達するよう設定した。 

 

添付第 2-21 斜面崩壊形状の設定イメージ 

 

 

 

添付第 2-22 図 「宅地防災マニュアルの解説」における 

急傾斜地崩壊危機箇所の要件 
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5 条-別添-添付 2-30 

 

 

 

添付第 2-23 図 崩壊を考慮する斜面範囲 

 

 

 

 
 

 

添付第 2-24 図 荒浜側防潮堤内敷地の周辺斜面断面図 
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5 条-別添-添付 2-31 

 

 
 

 

 

 添付第 2-25 図 中央土捨場海側の斜面断面図（⑤ 断面） 

 

 

 

 

堆積角度 15°設定の崩壊範囲 

２H の崩壊範囲       
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5 条-別添-添付 2-32 

2.4 津波評価条件 

(1) 概要 

敷地への遡上及び流下経路上の地盤等について，「２．護岸付近及び荒浜

側防潮堤内敷地の沈下量の設定」及び「３．中央土捨場斜面及び荒浜側敷

地周辺斜面の崩壊形状の設定」を踏まえ，以下に示す地震による地形等の

変化を考慮した津波遡上解析を実施し，敷地への遡上経路に及ぼす影響及

び入力津波の設定において考慮すべき地形変化について検討する。 

 

 基準地震動 Ss による損傷が想定される荒浜側防潮堤及び防波堤につい

ては，それらがない状態での津波評価を実施する。 

 護岸付近及び荒浜側防潮堤内の敷地（T.M.S.L.+5m）を含む敷地は，基

準地震動 Ss による沈下を想定し，保守的に設定した沈下量 2m を地形に

反映して，津波評価を実施する。 

 敷 地 の 中 央 に 位 置 す る 中 央 土 捨 場 及 び 荒 浜 側 防 潮 堤 内 敷 地

（T.M.S.L.+5m）の周辺斜面は，基準地震動 Ss による斜面崩壊を考慮し，

保守的に設定した土砂の堆積形状を地形に反映して，津波評価を実施す

る。 

 

(2) 荒浜側防潮堤の損傷状態に関する検討 

検討にあたり，荒浜側防潮堤の損傷が荒浜側敷地への遡上（水位，浸水

範囲）に与える影響について，複数の損傷状態を設定して検討した。荒浜

側防潮堤の概要図を添付第 2-26 図に示す。 

防潮堤は参考資料に示すとおり，基準地震動 Ss に対し基礎杭の支持性

能が不足する見通しであるものの，躯体が損傷したり，津波時に漂流物と

なる可能性は小さいと想定されるが，地震後および津波後の状態を精緻に

想定することは困難であることから，ここでは防潮堤の一部または全部が

損傷した場合について，保守的に損傷部分の防潮堤がないものと仮定し，

敷地への遡上影響について検討した。検討ケースを添付第 2-1 表に，ケー

ス２～５の損傷状態を添付第 2-27 図に示す。なお，検討には，地震による

津波の最大ケースである，日本海東縁部（２領域モデル）および海域の活

断層（５断層連動モデル）の波源を用いた。 

各ケースの最高水位分布を添付第 2-28 図に示す。いずれの波源におい

ても 「防潮堤なし」が荒浜側敷地の遡上（水位，浸水範囲）への影響が大

きく，保守的な評価となる。 

また，荒浜側防潮堤の損傷が荒浜側敷地への遡上（流況）に与える影響

について，同様に検討した。敷地内の漂流物が海域へ流出する状況を考慮
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して，海域方向の最大流速分布について比較した。なお，検討には，浸水

範囲が大きい日本海東縁部（2 領域モデル）の波源を用いた。 

各ケースの最大流速分布を添付第 2-29 図に示す。最大流速及び流速が

大きくなる範囲は「防潮堤なし」が最も大きく，漂流物の海域への流出と

いう観点で保守的な評価となる。 

以上より，以降の検討では，荒浜側防潮堤の損傷状態として「防潮堤な

し」の状態を地形モデルに反映して津波評価を実施する。 

 

 

添付第 2-26 図(1) 荒浜側防潮堤の概要 

 

 

（西 海側）                （東 山側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-26 図(2) 代表断面 

粘 土 層  

西 山 層  
粘 土 層  

洪 積 砂 層 Ⅰ （ A - 1

）  洪 積 砂 層 Ⅱ （ A -

1）  

埋 戻 土 層  

西山層  

古安田層  

埋戻土層  

 液状化層 
 影響評価対象層 

 （凡例） 

洪 積 砂 層 Ⅱ （ A - 2）  

地 盤 改 良  

躯体  

鋼管杭  

【 防 潮 堤 の 概 要 】  

・ １ ～ ４ 号 炉 が 位 置 す る 荒 浜

側 に 設 置  

・ 杭 基 礎 の 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト

擁 壁  

・ 総 延 長 約 １ ｋ ｍ  

代表 断面 位
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添付第 2-1 表 検討ケース  
検討ケース  ケース設定の考え方  

１）防潮堤なしケース   

２）南部なしケース  防潮堤ありの遡上解析において比較的水位が高かった南側

に着目  
３）１ブロックなしケース  ２）に対して，流入範囲をさらに絞った場合の影響  

４）中央部なしケース  防潮堤の中央部が損傷した場合の影響  

５）北部なしケース  大湊側に近い北側が損傷した場合の影響  

６）南北なしケース  損傷個所が複数の場合の影響  

 

 

 

 

添付第 2-27 図 各検討ケースの防潮堤損傷状態 
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添付第 2-28 図(1) 最高水位分布〔日本海東縁部（２領域モデル）〕 

 

 

 

添付第 2-28 図(2) 最高水位分布〔海域の活断層（５断層連動モデル）〕 
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※水深 0.2m 以上の最大流速分布 

添付第 2-29 図 最大流速分布（海域方向） 

〔日本海東縁部（２領域モデル）〕 

 

(3) 荒浜側防潮堤敷地内の施設に関する検討 

防潮堤の損傷を考慮した場合，防潮堤内の敷地へ津波が遡上することか

ら，防潮堤内敷地の施設が遡上に与える影響について検討した。 

防潮堤内敷地に設置されている施設等を，添付第 2-2 表，添付第 2-30 図

に示す。ここでは，防潮堤が地震により損傷している状態であることを踏

まえ，防潮堤内敷地の主要な建屋である１～４号炉原子炉建屋及びタービ

ン建屋を考慮したケースと，西山層に岩着しているその他の施設を追加し

たケースについて検討した。各ケースの防潮堤内敷地の地形モデルを添付

第 2-31 図に示す。なお，検討には，浸水範囲が大きい日本海東縁部（2 領

域モデル）の波源を用いた。 

防潮堤内敷地の最高水位の一覧を添付第 2-3 表に，最高水位分布を添付

第 2-32 図に示す。添付第 2-3 表より，最高水位は主要建屋を考慮したケ

ースの方が若干高く，保守的な評価となる。また，添付第 2-32 図より，各

ケースで考慮した施設前面において反射の影響が認められるものの，最高

水位分布の全体の傾向に有意な差は認められない。 

以上より，以降の検討では，防潮堤の損傷を考慮した検討においては，

主要な建屋である１～４号炉原子炉建屋及びタービン建屋をモデル化し

た地形モデルを用いて津波評価を実施する。 

 

173



5 条-別添-添付 2-37 

 

添付第 2-2(1)表 荒浜側防潮堤内敷地 建屋名称一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 名称 No. 名称

1 1号機原子炉建屋 31 第二無線局舎

2 １号機タービン建屋 32 3号機原子炉建屋

3 １号機海水機器建屋 33 3号機タービン建屋

4 所内ボイラー建屋 34 4号機原子炉建屋

5 １/２号機サービス建屋 35 4号機タービン建屋

6 荒浜側洗濯設備建屋 36 3号機海水熱交換器建屋

7 １号機Ｎ2ボンベ室 37 4号機海水熱交換器建屋

8 １号機温海水ポンプ建屋 38 3/4号機サービス建屋

9 自然海水ポンプ室 39 4号機連絡通路

10 １号機主排気モニター建屋 40 3号機主排気モニター建屋

11 ２号機主排気モニター建屋 41 3号機消火用CＯ2ボンベ建屋

12 ２号機原子炉建屋 42 3号機西側ﾎﾞﾝﾍﾞ建屋

13 ２号機タービン建屋 43 3号機循環水ポンプ建屋

14 旧出入り管理所 44 4号機循環水ポンプ建屋

15 連絡通路Ⅰ期 45 4号機主排気モニター建屋

16 ２号機海水熱交換器建屋 46
4号機復水器連続洗浄装置制御盤室
及びＨ２，CＯ２，Ｏ２ボンベ建屋

17 雑固体廃棄物焼却設備建屋（荒浜側） 47 4号機消火用CＯ2ボンベ建屋

18 所内ボイラー建屋（増築） 48 3号機ボール補集器ピット上屋

19 荒浜側補助ボイラー建屋増築 49 3/4号機サービス建屋車庫

20 １/２号機サービス建屋増築 50 連絡通路

21 ２号機消火用CＯ2ボンベ建屋 51 4号機ボール捕集器ピット上屋

22 ２号機西側ボンベ建屋 52 防護本部建屋

23 ２号機循環水ポンプ建屋 53 使用済燃料容器（ｷｬｽｸ）保管施設

24 ２号機ボール捕集器ピット上屋 54 使用済燃料容器（ｷｬｽｸ）保管施設増築

24 １/２号機連絡通路 55 荒浜側直員車庫A棟（現：更衣室）

26 １/２号機サービス建屋見学者用通路 56 荒浜側直員車庫B棟

27 水素トレーラー建屋 57 自衛消防センター

28 液酸タンク建屋 58 自衛消防センター増築

29 電気計装室・散水ポンプ室

30 荒浜側連絡通路増築
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添付第 2-2(2)表 荒浜側防潮堤内敷地 機器名称一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 名称

31 3号機励磁電源変圧器

32 3/4号機低起動変圧器

33 4号機主変圧器

34 4号機所内変圧器

35 4号機励磁電源変圧器

No. 名称

1 SPHサージタンク

2 空冷チラー設備

3 環境改善用冷凍設備

4 窒素ガス供給装置

5 1/2号機排気筒

6 1/2号機NSD収集処理設備

7 1号機主変圧器

8 1号機所内変圧器

9 1号機励磁電源変圧器

10 1/2号機低起動変圧器

11 2号機主変圧器

12 2号機所内変圧器

13 2号機励磁電源変圧器

14 空冷チラー設備

15 1号機軽油タンク

16 2号機軽油タンク

17 1号機泡消火設備

18 2号機泡消火設備

19 (3A)補助ボイラー用変圧器

20 補助ボイラー(5A)変圧器

21 補助ボイラー(5B)変圧器

22 3/4号機NSD収集処理設備

23 3号機泡消火設備

24 4号機泡消火設備

25 3号機軽油タンク

26 4号機軽油タンク

27 3号機排気筒

28 4号機排気筒

29 3号機主変圧器

30 3号機所内変圧器
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添付第 2-30 図 荒浜側防潮堤内敷地 建屋・機器配置図 

 

 

 

 

添付第 2-31 図(1) 地形モデル図 

     〔主要建屋（原子炉建屋，タービン建屋）を考慮したケース〕 
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添付第 2-31 図(2) 地形モデル図〔西山層岩着施設を追加したケース〕 

 

 

 

 

添付第 2-3 表 津波評価結果〔日本海東縁部（2 領域モデル）〕 

波源 

地形モデル 荒浜側防潮堤内 

最高水位 

T.M.S.L.(m) 沈下，斜面崩壊 施設条件 

日本海東縁部 
（2 領域モデル） 

なし 
主要建屋 考慮 +6.3 

西山層岩着施設 追加 +6.2 

2m 沈下，斜面崩壊 

考慮 

主要建屋 考慮 +6.3 

西山層岩着施設 追加 +6.1 

※主要建屋：１～４号炉原子炉建屋およびタービン建屋 
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添付第 2-32 図(1) 最高水位分布（沈下，斜面崩壊なし） 

     〔主要建屋（原子炉建屋，タービン建屋）を考慮したケース〕 

 

 

添付第 2-32 図(2) 最高水位分布（沈下，斜面崩壊なし） 

        〔西山層岩着施設を追加したケース〕 

 

(4) 津波評価解析の検討条件 

検討に用いる基準津波の概要を添付第 2-4 表に示す。上記の防潮堤の損

傷状態に関する検討を踏まえた本検討の検討ケースを添付第 2-5 表に，各

検討ケースで設定する沈下形状を添付第 2-33 図に示す。津波遡上解析に

用いる地形モデルの代表例を添付第 2-34 図に示す。 

また，防潮堤の損傷を考慮したケースでは，(3)の検討を踏まえ，添付第

2-35 図に示すとおり，防潮堤内敷地の主要な建屋である１～４号炉原子炉

建屋及びタービン建屋を考慮する。なお，両建屋については，西山層に岩

着していることから沈下は考慮しない。 

最高水位  
T.M.S.L.+6.3m  

最高水位  
T.M.S.L.+6.2m  

防 潮 堤 位

防 潮 堤 位
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添付第 2-4 表 基準津波の概要 

名称 
対象水

位 
地形モデル 水位評価地点 

津波波源 

地震（断層モデル） 地すべり 

基準津波 

1 

水位 

上昇側 

防潮堤 

あり／なし 

・港湾内 
（1-7 号炉取水口前

面） 

・荒浜側防潮堤内敷

地 

日本海東縁部 

（2 領域モデル） 
LS-2 

基準津波 

2 

水位 

下降側 
防潮堤 

あり 

・港湾内 
（1-7 号炉取水口前

面） 

日本海東縁部 

（2 領域モデル） 
－ 

基準津波 

3 

水位 

上昇側 
・荒浜側防潮堤前面 

海域の活断層 

（5 断層連動モデ

ル） 

LS-2 

 
添付第 2-5 表 検討ケース一覧  

津波波源 防波堤 防潮堤 沈下，斜面崩壊 

基準津波 1 

 

基準津波 2 

 

基準津波 3 

あり 

 

なし 

あり 

 

なし 

なし 

1m 沈下，斜面崩壊 

2m 沈下，斜面崩壊 

2m 沈下＋護岸一部なし 

斜面崩壊 

 
 

  
 

 
添付第 2-33 図 各検討ケースの沈下・斜面崩壊形状イメージ 
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添付第 2-34 図(1) 津波遡上解析の地形モデル 

（敷地近傍，防潮堤あり，現地形） 

 

  

添付第 2-34 図(2) 津波遡上解析の地形モデル 

（敷地近傍，防潮堤なし，沈下 2m，斜面崩壊あり） 

 
 

T.M.S.L.+5.0m 

T.M.S.L.+3.0m 

T.M.S.L.+12.0m 

T.M.S.L.+3.0m 

T.M.S.L.+35.0m 

T.M.S.L.+13.0m 

T.M.S.L.+10.0m 

T.M.S.L.+1.0m 

T.M.S.L.+3.0m 

T.M.S.L.+11.0m 

T.M.S.L.+33.0m 

T.M.S.L.+53.0m 

T.M.S.L.+51.0m 

T.M.S.L.+1.0m 

T.M.S.L.+35.0m 

T.M.S.L.+37.0m 
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添付第 2-35 図 荒浜側防潮堤内敷地において考慮する建屋 
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2.5 津波評価結果  
(1) 津波評価結果（最高水位） 

津波評価結果として，基準津波１（水位上昇側）における各取水口前面

及び荒浜側防潮堤内敷地の最高水位の一覧を添付第 2-6 表に，基準津波２

（水位下降側）における各取水口前面の最低水位の一覧を添付第 2-7 表に，

基準津波３（水位上昇側）における荒浜側防潮堤前面の最高水位を第 2-8

表に示す。 

 
 

添付第 2-6 表 津波評価結果（最高水位）〔基準津波１〕 

 

  

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉

現地形 6.9 6.8 6.7 6.6 6.3 6.4 6.3 -

1m沈下＋
斜面崩壊

7.0 6.9 6.8 6.7 6.3 6.3 6.3 -

2m沈下＋
斜面崩壊

6.9 6.9 6.7 6.6 6.4 6.4 6.4 -

現地形 6.7 6.7 6.6 6.5 6.3 6.4 6.3 6.9

1m沈下＋
斜面崩壊

6.5 6.5 6.4 6.3 6.2 6.2 6.3 6.5

2m沈下＋
斜面崩壊

6.3 6.3 6.3 6.1 6.1 6.1 6.1 6.7

2m沈下，護岸一部

削除＋斜面崩壊
6.3 6.2 6.1 6.1 6.2 6.1 6.1 6.9

現地形 6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.5 7.2 -

1m沈下＋
斜面崩壊

6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.6 7.4 -

2m沈下＋
斜面崩壊

6.4 6.2 6.2 6.1 7.4 7.6 7.4 -

現地形 6.4 6.2 6.1 6.1 7.3 7.5 7.2 6.4

1m沈下＋
斜面崩壊

6.3 6.1 6.2 6.2 7.3 7.6 7.5 6.7

2m沈下＋
斜面崩壊

6.2 6.1 6.2 6.3 7.2 7.4 7.5 6.6

波源 防潮堤 地形
取水口前面水位　T.M.S.L.（m） 荒浜側

防潮堤内
敷地

防潮堤
あり

防潮堤
なし

防波堤

防潮堤
なし

防波堤
なし

基準津波
１

防潮堤
あり

防波堤
あり
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5 条-別添-添付 2-46 

 

添付第 2-7 表 津波評価結果（最高水位）〔基準津波２〕 

 

 

 

 

添付第 2-8 表 津波評価結果（最高水位）〔基準津波３〕 

 

 

  

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉

現地形 -5.4 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.2 -5.3 -5.3 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下，護岸一部

削除＋斜面崩壊
-5.1 -5.2 -5.2 -5.3 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.4 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

防潮堤
なし

波源 防潮堤 地形
取水口前面水位　T.M.S.L.（m）

基準津波
２

防波堤

防潮堤
あり

防潮堤
なし

防潮堤
あり

防波堤
あり

防波堤
なし

現地形 7.8

1m沈下＋
斜面崩壊

7.7

2m沈下＋
斜面崩壊

7.5

現地形 7.8

1m沈下＋
斜面崩壊

7.9

2m沈下＋
斜面崩壊

7.8

基準津波
３

防潮堤
あり

防潮堤 地形
荒浜側
防潮堤

防波堤
なし

防波堤
あり

波源 防波堤

※  

※基準津波３は，防潮堤前面を評価地点としたときの

波源であるため，「防潮堤あり」のみ実施  

※ 5, 6, 7 号炉取水口前面の水位は，貯留堰の高さ  

※  評価の際には，地殻変動を保守的に扱う  
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5 条-別添-添付 2-47 

(2) 荒浜側防潮堤の有無による水位への影響について（水位上昇側） 

荒浜側防潮堤の有無に対する最高水位分布の比較を添付第 2-36 図に，

水位時刻歴波形の比較を添付第 2-37 図に示す。また，添付第 2-6 表に示

す基準津波１における取水口前面水位データを防潮堤有無に分けて比較

した図を添付第 2-38 図に示す。 

添付第 2-36 図，添付第 2-37 図より，防潮堤の有無により敷地への遡上

に影響があるものの，海域の最高水位分布に有意な差は認められず，取水

口前面の水位時刻歴波形に有意な差は認められない。添付第 2-38 図より，

防潮堤ありと比べて防潮堤なしの取水口前面水位は同程度もしくは若干

低下する傾向が認められる。以上のことから，防潮堤がある状態は若干保

守的な評価であり，海域の水位や流況への影響は小さい。 

また，いずれのケースも津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への

遡上はなく，防潮堤の有無が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことは

ない。 
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5 条-別添-添付 2-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 広域図（防潮堤あり）           2) 広域図（防潮堤なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 敷地及び港湾付近 拡大図（上：防潮堤あり，下：防潮堤なし） 

 

添付第 2-36 図 荒浜側防潮堤の有無に対する最高水位分布の比較 

     （基準津波１，沈下・斜面崩壊なし） 
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5 条-別添-添付 2-49 

 

 

 

添付第 2-37 図 荒浜側防潮堤の有無に対する水位時刻歴波形の比較 

      （基準津波１，６号炉取水口前面） 

 

 

 

 

添付第 2-38 荒浜側防潮堤の有無に対する取水口前面水位比較 

       （基準津波１における取水口前面水位データ） 

  

  6号炉取水口前面　水位

-6
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-2
0
2
4
6
8

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位
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m

)

時間（分）

防潮堤なし  
防潮堤あり  
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5 条-別添-添付 2-50 

(3) 沈下・斜面崩壊の有無による水位への影響について（水位上昇側） 

沈下・斜面崩壊の有無に対する最高水位分布の比較を添付第 2-39 図に，

水位時刻歴波形の比較を添付第 2-40 図に示す。また，添付第 2-6 表に示

す基準津波１における取水口前面水位及び防潮堤内敷地，添付第 2-8 表に

示す基準津波３における防潮堤前面水位データを沈下・斜面崩壊の有無に

分けて比較した図を添付第 2-41 図に示す。  
添付第 2-39 図，添付第 2-40 図より，沈下及び斜面崩壊の有無により海

域の最高水位分布に有意な差は認められず，取水口前面や防潮堤内敷地の

水位時刻歴波形に有意な差は認められない。また，添付第 2-41 図より，沈

下・斜面崩壊の有無に対して取水口前面，防潮堤内敷地及び防潮堤前面水

位に若干のばらつきは認められるものの有意な差は認められない。以上の

ことから，各評価地点の水位や海域の流況への影響は小さい。 

また，いずれのケースも津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への

遡上はなく，防潮堤の有無が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことは

ない。 
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5 条-別添-添付 2-51 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 広域図（沈下・斜面崩壊なし）     2) 広域図（沈下 2m・斜面崩壊あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 敷地及び港湾付近 拡大図 

（上：沈下・斜面崩壊なし，下：沈下 2m・斜面崩壊あり） 

 

添付第 2-39 図 沈下・斜面崩壊の有無に対する最高水位分布の比較 

    （基準津波１，防潮堤なし） 
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5 条-別添-添付 2-52 

 

 

1) 基準津波１，６号炉取水口前面  
 
 
 

 
2) 基準津波１，荒浜側防潮堤内敷地 

添付第 2-40 図 沈下・斜面崩壊の有無に対する水位時刻歴波形の比較 

 

 

 

 

添付第 2-41 図 沈下・斜面崩壊の有無に対する水位比較 

（基準津波１における取水口前面水位及び防潮堤内敷地，基準津波３における防潮堤前面水位データ）  

 

 

  6号炉取水口前面　水位
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防潮堤あり，1m 沈下  
防潮堤あり，現地形  

防潮堤あり，2m 沈下  

防潮堤なし，1m 沈下  
防潮堤なし，現地形  

防潮堤なし，2m 沈下  
防潮堤なし，2m 沈下，護岸削除  
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5 条-別添-添付 2-53 

(4) 荒浜側防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無による影響について 

(水位下降側) 

防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する最低水位分布の比較を添付第

2-42 図に，取水口前面の水位時刻歴波形の比較を添付第 2-43 図に示す。 

添付第 2-42 図，添付第 2-43 図より，防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無

により海域の最低水位分布や取水口前面の水位時刻歴波形に有意な差は

認められず，津波水位が貯留堰を下回る時間への影響もないことから，海

域の取水口前面水位や流況への影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 防潮堤あり／沈下・斜面崩壊なし   2) 防潮堤なし／沈下 2m・斜面崩壊あり 

 

添付第 2-42 図 防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する最低水位分布 

の比較（基準津波２） 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-43 図 防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する水位時刻歴波形の 

        比較（基準津波２，水位下降側，６号炉取水口前面） 

  

  6号炉取水口前面　水位
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防潮堤あり，2m 沈下  
防潮堤あり，現地形  

防潮堤なし，現地形  
防潮堤なし，2m 沈下  

貯留堰高さ T.M.S.L.-3.5m 

津波水位が  
貯留堰高さを  
下回る時間  
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5 条-別添-添付 2-54 

(5) 防波堤の有無による水位への影響について（水位上昇・下降側） 

防波堤の有無に対する最高水位分布の比較を添付第 2-44 図に，最低水

位分布の比較を添付第 2-45 図に示す。なお，防波堤なしについては，防波

堤を取り除いた状態（傾斜堤捨石マウンドを含む）を地形モデルに反映し

ており，海底地形は添付第 2-46 図に示すとおり港湾内外に標高差がある。 

添付第 2-44 図，添付第 2-45 図より，防波堤の有無により海域の最高・

最低水位分布に変化が認められ，海域の流況への影響があるものの，いず

れのケースも津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への遡上はなく，

防潮堤の有無が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 防波堤あり               2) 防波堤なし 

 

添付第 2-44 図 防波堤の有無に対する最高水位分布の比較 

       （基準津波１，防潮堤なし，沈下・斜面崩壊あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 防波堤あり                2) 防波堤なし 

 

添付第 2-45 図 防波堤の有無に対する最低水位分布の比較 

       （基準津波２，防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし） 
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5 条-別添-添付 2-55 

 

 

 

添付第 2-46 図 海底地形図 

  

T.M.S.L.-5m 

-10m -10m 

-5m 

-5m 

-5m 

-5m 
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5 条-別添-添付 2-56 

(6) 津波の遡上経路に対する地形の影響及び入力津波水位の設定にについて 

地形変化を考慮した津波評価を実施した結果，全検討ケースにおいて津波防

護対象設備を内包する建屋及び区画への遡上はなく，地形変化が敷地の遡上経

路へ影響を及ぼすことはない。また，２）～５）の検討を踏まえ，入力津波の

設定及びそれを用いた設計における地形の考え方は以下のとおりとし，添付第

2-9 表に示す。 

 

 取水口前面の水位（上昇側：基準津波１）については，防潮堤がある状態

が若干保守的な評価となること，沈下・斜面崩壊の有無に対して，海域の

最大水位分布や取水口前面の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，影

響が小さいことから，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を基本

とし，敷地への遡上に対する評価（取放水路の管路解析を含む）等を行

う。 

 取水口前面の水位（下降側：基準津波２）については，防潮堤及び沈下・

斜面崩壊の有無に対して，海域の最大水位分布や取水口前面の水位時刻歴

波形に有意な差は認められず，影響が小さいことから，現地形（防潮堤あ

り，沈下・斜面崩壊なし）を基本とし，水位低下時の貯留堰による取水性

の評価等を行う。 

 荒浜側防潮堤内敷地の水位（上昇側：基準津波１）については，沈下・斜

面崩壊の有無に対して，敷地の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，

影響が小さいことから，沈下・斜面崩壊を考慮しない地形を基本とし，防

潮堤がない状態におけるアクセスルート等への遡上に対する評価や大湊側

敷地への流入経路（電気洞道）に対する評価を行う。 

 荒浜側防潮堤前面の水位（上昇側：基準津波３）については，沈下・斜面

崩壊の有無に対して，敷地の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，影

響が小さいことから，沈下・斜面崩壊を考慮しない地形を基本とし，防潮

堤が健全な状態における敷地への遡上に対する評価を行う。 

 流向・流速を用いた評価については，設計・評価に及ぼす影響の度合いは

必ずしも明かでないと考えられることから，現地形（防潮堤あり，沈下・

斜面崩壊なし）を基本とし，評価項目・対象に応じて，評価に影響を及ぼ

すと想定される状態をすべて考慮して評価を行う。なお，敷地の遡上域を

除く港湾等の海域における流向・流速を用いた評価については，防潮堤の

有無及び沈下・斜面崩壊の有無に対して，海域の最大水位分布や取水口前

面の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，海域の水位や流況への影響

は小さいことから，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を基本と

する。 
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5 条-別添-添付 2-57 

 防波堤の有無については，防波堤の有無に対して海域の最大水位分布に変

化が認められ，海域の流況に影響を及ぼすことから，すべての評価項目に

対して防波堤がない状態を考慮した影響評価を行う。 

 

 

添付第 2-9 表 耐津波設計における地形の考え方 

評価項目 防潮堤 
沈下 

斜面崩壊 
防波堤 主な評価対象 

取水口前面水位 

（水位上昇側） 
あり なし 

あり 

なし 

・遡上波の地上部からの到達・流入防止 

・取放水路等の経路から津波流入防止 

取水口前面水位 

（水位下降側） 
あり なし 

あり 

なし 

・非常用冷却系の取水性確保 

（水位低下時の貯留堰による貯留量確保） 

荒浜側防潮堤内敷地水位 

（水位上昇側） 
なし なし 

あり 

なし 

・アクセスルート等への遡上波到達防止 

・電気洞道からの大湊側敷地への流入防止 

荒浜側防潮堤前面水位 

（水位上昇側） 
あり なし 

あり 

なし 

・遡上波の地上部からの到達・流入防止 

 （防潮堤が健全な状態） 

流向・流速※ 

（波力，漂流物評価等） 

あり 

なし 

あり 

なし 

あり 

なし 

・砂の移動・堆積に対する安全性評価 

・漂流物に対する安全性評価 

・津波防護施設，浸水防止設備の設計 

※ 評価項目・対象に応じて，考慮する状態を設定 

海域の評価については，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を基本とする 
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5 条-別添-添付 2-58 

（補足）代表ケースの最高・最低水位分布及び水位時刻歴波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

添付第 2-47 図(1) 基準津波１における最高水位分布 

         （防波堤あり，防潮堤あり，現地形） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-47 図(2) 基準津波１における最高水位分布 

         （防波堤あり，防潮堤あり，2m 沈下，斜面崩壊） 

 

 

195



5 条-別添-添付 2-59 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

添付第 2-47 図(3)  基準津波１における最高水位分布 

          （防波堤あり，防潮堤なし，現地形） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 2-47 図(4) 基準津波１における最高水位分布 

        （防波堤あり，防潮堤なし，2m 沈下，斜面崩壊） 

 

 

 

 

 

荒浜側防潮堤内敷地 
T.M.S.L.+6.9m 

荒浜側防潮堤内敷地 
T.M.S.L.+6.7m 
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添付第 2-48 図 基準津波２における最低水位分布 

        （防波堤あり，防潮堤あり，現地形） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 2-49 図 基準津波３における最高水位分布 

        （防波堤あり，防潮堤あり，現地形） 

 

 

 

 

荒浜側防潮堤前面 
T.M.S.L.+7.8m 
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添付第 2-50 図 基準津波１における最高水位分布 

         （防波堤なし，防潮堤なし，2m 沈下，斜面崩壊） 

 

 

  

荒浜側防潮堤内敷地 
T.M.S.L.+6.6m 
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添付第 2-51 図(1) 水位時刻歴波形（基準津波１） 
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添付第 2-51 図(2) 水位時刻歴波形 

       （基準津波２，防波堤あり，防潮堤あり，現地形） 

 

 

 

添付第 2-51 図(3) 水位時刻歴波形 

      （基準津波３，防波堤あり，防潮堤あり，現地形） 
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添付第 2-51 図(4) 水位時刻歴波形 

      （基準津波１，防波堤なし，防潮堤なし，2m 沈下，斜面崩壊） 
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（参考）津波評価における荒浜側防潮堤の状態設定について 

 

1. はじめに 

自主設備である荒浜側防潮堤について，地震時の損傷状態を評価し，津波評価における

荒浜側防潮堤の状態を想定する。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造概要 

荒浜側防潮堤は，鉄筋コンクリート構造の躯体と，それを支持する鋼管杭からなり，

総延長は約 1km にわたる。 

鉄筋コンクリート構造の躯体は，躯体厚さが 1～3m であり，長手方向にブロック分

割されている。津波の敷地への流入を防止する観点から，ブロック間には止水板を設

置している。 

鋼管杭は，直径 1,200mm，厚さ 25 mm で，汀線直交方向に複数の杭を配置し，鉄筋

コンクリート構造の躯体を支持し，西山層に岩着している。荒浜側防潮堤の概要を第

1図に示す。 

 

 
第 1図 荒浜側防潮堤の概要 

 
 
 
 
 
 
 

 

【防潮堤の概要】 

・１～４号炉が位置する荒浜側に設置 

・杭基礎の鉄筋コンクリート擁壁 

・総延長約１ｋｍ 

・杭基礎 891 本 

・杭長 20～60m 

代表断面位置 
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2.2 構造評価 

    液状化現象の影響が最も大きいと考えられる断面として，第 1 図に示す 1 号炉西

側（海側）の断面を選定し，二次元有限要素法解析（有効応力解析）を実施する。代

表断面の概要を第 2図に示す。 

    断面選定の考え方は，「柏崎刈羽原子力発電所 6号および 7 号炉 液状化影響の検

討方針について（H28.9.8 第 398 回審査会合，資料 1-1）」に示したとおりである。 

 

 

（西 海側）                （東 山側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 代表断面の概要 

 

 

※安田層下部層の MIS10～MIS7 と MIS6 の境界付近の堆積物については，本資料では『古

安田層』と仮称する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粘土層 

西山層 
粘土層 

洪積砂層Ⅰ（A-1） 

洪積砂層Ⅱ（A-1） 

埋戻土層 

西山層 

古安田層 

埋戻土層 

 液状化層 
 影響評価対象層 

 （凡例） 

洪積砂層Ⅱ（A-2） 

地盤改良 

躯体 

鋼管杭 

203



（参考） 

5 条-別添-添付 2-67 

3. 地震に対する評価 

3.1 解析方法 

地震応答解析は，液状化層および影響評価対象層の液状化の影響を考慮する必要

があるため，解析コード「FLIP Ver.7.2.3_5」を使用する。 

 

3.2 二次元解析モデル 

地震応答解析モデルを第 3図に示す。 

  ａ．解析領域 

解析領域は，側面境界および底面境界が，構造物の応答に影響しないよう，構造

物と側面境界および底面境界との距離を十分に広く設定する。 

ｂ．境界条件 

解析領域の側面および底面には，エネルギーの逸散効果を評価するため，粘性境

界を設ける。 

ｃ．構造物のモデル化 

鉄筋コンクリート構造の躯体は平面ひずみ要素で，鋼管杭は非線形はり要素でモ 

デル化する。 

ｄ．地盤のモデル化 

地盤は，地質区分に基づき，平面ひずみ要素でモデル化する。 

ｅ．水位条件 

荒浜側防潮堤周辺の地下水位は，地震荷重に伴う液状化による変形を保守的に考

慮するために，朔望平均満潮位（T.M.S.L.+0.49m）に余裕を考慮した

T.M.S.L.+1.00m とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 地震応答解析モデル 
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3.3 使用材料および材料の物性値 

3.3.1 構造物の物性値 

使用材料を第 1表に，材料の物性値を第 2表に示す。 

 

第 1 表 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

主鉄筋 SD490 

せん断補強筋 SD345 

鋼管杭 SKK490 

 

 第 2 表 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

(kN/m3) 

ヤング係数 

(kN/mm2) 
ポアソン比 

コンクリート 
24※1 

25※2 0.2※2 

鉄筋 200※2 0.3※2 

鋼管杭 77 200 0.3 

※1 鉄筋コンクリートとしての単位体積重量 

※2 「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき設

定する 

 

 

3.3.2 地盤の物性値 

ａ．液状化試験の結果 

地盤の物性値は，「柏崎刈羽原子力発電所 6号および 7号炉 液状化影響

の検討方針について（H28.9.8 第 398 回審査会合，資料 1-1）」の検討方針に

基づき設定する。 

液状化の評価対象として取り扱う埋戻土層，洪積砂層Ⅰ(A-1)，洪積砂層

Ⅱ(A-1)および洪積砂層Ⅱ(A-2)の有効応力解析に用いる液状化パラメータ

は，地盤のバラツキ等を考慮した上で，液状化試験結果（繰返しねじりせん

断試験結果）より保守的に設定する。 

埋戻土層，洪積砂層Ⅰ(A-1)，洪積砂層Ⅱ(A-1)および洪積砂層Ⅱ(A-2)の

物性値を第 3表に示す。 

試験結果から設定した解析上の液状化強度曲線を第 4図に，液状化パラメ

ータを第 4表に示す。なお，液状化特性が保守的（液状化しやすい）に評価

されるように，液状化パラメータを設定する（試験結果より繰返し回数が少
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ない状態で同程度のひずみが発生するように設定することから，液状化が発

生しやすい設定となっている）。 
 

第 3 表 試験結果 
 

 
 

 
 

 
 

 

単位体積重量 ρ t/m3 2.00
間隙率 n － 0.41

せん断弾性係数 Gma kN/m2 5.11E+04
内部摩擦角 φ ° 41.1

粘着力 C kN/m2 0.0
履歴減衰上限値 hmax － 0.367

力学的
性質

物理的
性質

液状化強度曲線
（液状化パラメータ）

－ －

必要とする物性値

単位記号名称
物性値

第4図参照

単位体積重量 ρ t/m3 1.95
間隙率 n － 0.40

せん断弾性係数 Gma kN/m2 1.53E+05
内部摩擦角 φ ° 40.8

粘着力 C kN/m2 0.0
履歴減衰上限値 hmax － 0.212

力学的
性質

液状化強度曲線
（液状化パラメータ）

－ － 第4図参照

名称 記号 単位

物理的
性質

必要とする物性値

物性値

単位体積重量 ρ t/m3 1.90
間隙率 n － 0.44

せん断弾性係数 Gma kN/m2 1.49E+05
内部摩擦角 φ ° 42.2

粘着力 C kN/m2 0.0
履歴減衰上限値 hmax － 0.210

第4図参照

物理的
性質

力学的
性質

液状化強度曲線
（液状化パラメータ）

－ －

必要とする物性値

物性値
名称 記号 単位

単位体積重量 ρ t/m3 1.89
間隙率 n － 0.45

せん断弾性係数 Gma kN/m2 2.06E+05
内部摩擦角 φ ° 42.4

粘着力 C kN/m2 0.0
履歴減衰上限値 hmax － 0.173

第4図参照

物理的
性質

力学的
性質

液状化強度曲線
（液状化パラメータ）

－ －

必要とする物性値

物性値
名称 記号 単位

(1) 埋戻土層 

(2) 洪積砂層Ⅰ(A-1) 

(3) 洪積砂層Ⅱ(A-1) 

(4) 洪積砂層Ⅱ(A-2) 
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(1) 埋戻土層 

 

 
(3) 洪積砂層Ⅱ(A-1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 洪積砂層Ⅰ(A-1) 

 

 
(4) 洪積砂層Ⅱ(A-2) 
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第 4図 液状化強度曲線 

第 4表 液状化パラメータ 

 

 

液状化パラメータ φp（° ） w1 p1 p2 c1 S1

埋戻土層 28.0 2.500 0.500 0.800 2.160 0.005
洪積砂層Ⅰ(A-1) 34.0 9.600 0.500 0.550 2.530 0.005
洪積砂層Ⅱ(A-1) 32.0 7.050 0.500 0.650 2.340 0.005
洪積砂層Ⅱ(A-2) 34.0 8.100 0.500 0.550 3.820 0.005
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ｂ．解析用地盤物性値 

地盤の物性値を第 5表に示す。埋戻土層，洪積砂層Ⅰ(A-1)，洪積砂層Ⅱ(A-1)

および洪積砂層Ⅱ(A-2)の物性値については，地震時における過剰間隙水圧の上

昇を適切に評価するため，繰返しねじりせん断試験を基に設定した液状化特性

を設定する。 

 
第 5 表(1) 地盤の物性値（1/2） 

 

 
第 5 表(2) 地盤の物性値（2/2） 

 
 

 
 
 
 
 

埋戻土層
（地下水以浅）

埋戻土層
（地下水以深）

洪積砂層Ⅰ
（A-1）

洪積砂層Ⅱ
（A-1）

互層 粘土層

単位体積重量 ρ (t/m3) 1.90 2.00 1.95 1.90 1.80 1.70
間隙率 n 0.41 0.41 0.40 0.44 0.40 0.51
せん断波速度 Vs (m/sec) - - 280 280 250 260
せん断弾性係数 Gma (kN/m2) 5.11E+04 5.11E+04 1.53E+05 1.49E+05 1.13E+05 1.15E+05
体積弾性係数 Kma (kN/m2) 1.33E+05 1.33E+05 3.99E+05 3.89E+05 2.95E+05 3.00E+05
基準化拘束圧 σma' (kN/m2) 98.0 98.0 90.0 140.0 98.0 98.0
拘束圧依存の係数 mG,mK 0.667 0.667 0.500 0.500 0.000 0.000
ポアソン比 ν 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33
粘着力 C (kN/m2) 10.8 0.0 0.0 0.0 33.3 97.1
内部摩擦角 φ (°) 33.8 41.1 40.8 42.2 34.6 29.1
履歴減衰上限値 hmax 0.367 0.367 0.212 0.210 0.201 0.200
変相角 φp (°) - 28.0 34.0 32.0 - -

w1 - 2.500 9.600 7.050 - -
p1 - 0.500 0.500 0.500 - -
p2 - 0.800 0.550 0.650 - -
c1 - 2.160 2.530 2.340 - -
S1 - 0.005 0.005 0.005 - -

液
状
化
特
性

液状化パラメータ

パラメータ

動
的
変
形
特
性

洪積
粘性土層Ⅰ

洪積砂層Ⅱ
（A-2）

洪積
粘性土層Ⅱ

西山層TMSL
-62m以浅

西山層TMSL
-62m～-77m

西山層TMSL
-77m以深 地盤改良

単位体積重量 ρ (t/m3) 1.85 1.89 1.81 1.72 1.72 1.72 1.90
間隙率 n 0.55 0.45 0.51 0.59 0.59 0.59 0.45
せん断波速度 Vs (m/sec) 260 330 310 540 590 620 300
せん断弾性係数 Gma (kN/m2) 1.25E+05 2.06E+05 1.74E+05 5.02E+05 5.99E+05 6.61E+05 1.71E+05
体積弾性係数 Kma (kN/m2) 3.26E+05 5.37E+05 4.54E+05 1.31E+06 1.56E+06 1.72E+06 4.46E+05
基準化拘束圧 σma' (kN/m2) 98.0 170.0 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0
拘束圧依存の係数 mG,mK 0.000 0.500 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ポアソン比 ν 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33
粘着力 C (kN/m2) 8.1 0.0 196.0 100.0
内部摩擦角 φ (°) 29.2 42.4 34.5 0.0
履歴減衰上限値 hmax 0.161 0.173 0.101 0.085 0.085 0.085 0.143
変相角 φp (°) - 34.0 - - - - -

w1 - 8.100 - - - - -
p1 - 0.500 - - - - -
p2 - 0.550 - - - - -
c1 - 3.820 - - - - -
S1 - 0.005 - - - - -

Cu=830-5.60Z

液
状
化
特
性

液状化パラメータ

パラメータ

動
的
変
形
特
性

Cu=830-5.60Z Cu=830-5.60Z
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5 条-別添-添付 2-72 

3.4 評価結果 

3.4.1 鋼管杭に対する評価結果 

鋼管杭の評価は，曲げおよびせん断に対する評価を実施する。評価位置は，

第 5 図に示すとおり，杭頭部，地層境界部（液状化の評価対象層と非液状化層

との境界）ならびに杭先端部（古安田層と西山層との境界）を選定する。 

また，検討を実施する地震動は，基準地震動 Ssのうち，加速度が大きい Ss-

1 と，継続時間が長い Ss-7 とする。 

鋼管杭の曲げに対する影響の程度を把握するための目安として，終局曲率に

着目することとした。評価結果を第 5 表・第 6 表に，曲げに対する評価値と基

準地震動 Ss との時刻歴の関係を第 6図・第 7図に示す。鋼管杭の曲率につい

て，浅部の杭頭部，ならびに，地表からの深さが約 25m の地層境界部におい

て，終局曲率を超える結果が得られた。曲げに対する評価値は，Ss-1 に対し海

側杭の杭頭部において地震発生後 7.63 秒で 1 を超え，8.44 秒で最大となる。

また，Ss-7 に対し山側杭の杭頭部において地震発生後 62.45 秒で 1 を超え，

94.03 秒で最大となり，山側杭の地層境界部において地震発生後 67.05 秒で 1

を超え，98.66 秒で最大となる。 

せん断に対する評価結果を第 7表に示す。発生せん断応力度は，鋼管杭の短

期許容応力度以下となる結果が得られた。 

 

※終局曲率：「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設計に関する技術規程 

JEAC4616-2009，日本電気協会原子力規格委員会，2009 年 12 月」による曲率 

   （西 海側）                （東 山側） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 5 図 評価位置図 

洪積砂層Ⅰ(A-1) 

洪積砂層Ⅱ(A-1) 

粘土層 

埋戻土層 

粘土層 

 液状化層 
 影響評価対象層 

 （凡例） 

洪積砂層Ⅱ（A-2） 

西山層 
西山層 

海側杭 中央杭 山側杭 

杭先端部 

地盤改良 

埋戻土層 

鋼管杭 

古安田層 

杭頭部 

地層境界部 

躯体（擁壁部） 

躯体（底版部） 
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第 5 表 鋼管杭の曲げに対する評価結果（終局曲率に対する応答値（曲率）の比） 

基準地震動 Ss-1 

 
評価値 

判定 
海側杭 中央杭 山側杭 

杭頭部 1.17（8.44s） 0.66 0.83 終局曲率を超える 

地層境界部 0.36 0.29 0.51 終局曲率を下回る 

杭先端部 0.12 0.07 0.09 終局曲率を下回る 

 

 

 

(1) 曲げに対する評価値 （海側杭の杭頭部） 

 

 

(2) Ss-1 水平動 時刻歴波形 

 

 

(3) Ss-1 鉛直動 時刻歴波形 

第 6図 鋼管杭の曲げに対する評価値と基準地震動 Ss-1 
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第 6 表 鋼管杭の曲げに対する評価結果（終局曲率に対する応答値（曲率）の比） 

 基準地震動 Ss-7 

 
評価値 

判定 
海側杭 中央杭 山側杭 

杭頭部 4.12 3.42 4.35（94.03s） 終局曲率を超える 

地層境界部 3.19 3.15 3.38（98.66s） 終局曲率を超える 

杭先端部 0.06 0.04 0.05 終局曲率を下回る 

 
 

 

(1) 曲げに対する評価値（山側杭の杭頭部，地層境界部） 

 

 

(2) Ss-7EW 水平動 時刻歴波形 

 

 
(3) Ss-7 鉛直動 時刻歴波形 

第 7図 鋼管杭の曲げに対する評価値と基準地震動 Ss-7 
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第 7 表 鋼管杭のせん断に対する評価結果（短期許容応力度に対する応答値の比） 

(1) 基準地震動 Ss-1 

 
評価値 

判定 
海側杭 中央杭 山側杭 

杭頭部 0.25 0.26 0.27 短期許容応力度を下回る 

地層境界部 0.18 0.18 0.20 短期許容応力度を下回る 

杭先端部 0.21 0.14 0.18 短期許容応力度を下回る 

 

(2) 基準地震動 Ss-7 

 
評価値 

判定 
海側杭 中央杭 山側杭 

杭頭部 0.26 0.27 0.28 短期許容応力度を下回る 

地層境界部 0.16 0.16 0.21 短期許容応力度を下回る 

杭先端部 0.14 0.07 0.11 短期許容応力度を下回る 
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3.4.2 躯体に対する評価結果 

      躯体の擁壁部と底版部について，曲げおよびせん断に対する評価を実施す

る。検討を実施する地震動は，基準地震動 Ss のうち，加速度が大きい Ss-1

と，継続時間が長い Ss-7 とする。 

躯体の曲げに対する評価結果を第 8表に示す。躯体の発生曲げ応力度は，

短期許容応力度以下となる結果が得られた。 

せん断に対する評価結果を第 9表に示す。発生せん断応力度は，短期許容

応力度以下となる結果が得られた。 

また，躯体の残留変位量の算定結果を第 10表に示す。残留変位量は，最

大で水平海側方向に 1.70m，鉛直下向き方向に 0.01m となる結果が得られ

た。 

 

第 8 表 躯体の曲げに対する評価結果（短期許容応力度に対する応答値の比） 

(1) 基準地震動 Ss-1 

 評価値 判定 

擁壁部 0.25 短期許容応力度を下回る 

底版部 0.48 短期許容応力度を下回る 

 

(2) 基準地震動 Ss-7 

 評価値 判定 

擁壁部 0.14 短期許容応力度を下回る 

底版部 0.28 短期許容応力度を下回る 

 

 

第 9 表 躯体のせん断に対する評価結果（短期許容応力度に対する応答値の比） 

(1) 基準地震動 Ss-1 

 評価値 判定 

擁壁部 0.19 短期許容応力度を下回る 

底版部 0.53 短期許容応力度を下回る 

 

(2) 基準地震動 Ss-7 

 評価値 判定 

擁壁部 0.10 短期許容応力度を下回る 

底版部 0.32 短期許容応力度を下回る 
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第 10表 躯体の残留変位量※1の算定結果 

 (1) 基準地震動 Ss-1 

 水平変位※2(m) 鉛直変位※3(m) 

T.M.S.L.+15.0m（躯体天端） 0.75 0.01 

T.M.S.L.+8.0m 0.74 0.01 

 

(2) 基準地震動 Ss-7 

 水平変位※2 (m) 鉛直変位※3(m) 

T.M.S.L.+15.0m（躯体天端） 1.70 0.01 

T.M.S.L.+8.0m 1.69 0.01 

 

※1 防潮堤中央杭の西山層上限面位置を基点とした変位量 

※2 海側方向の変位量を正とする 

※3 下向き方向の変位量を正とする 
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4. まとめ 

荒浜側防潮堤について，津波評価における状態設定の検討を行った。 

地震時においては，「柏崎刈羽原子力発電所 6号および 7号炉 液状化影響の検討方

針について（H28.9.8 第 398 回審査会合，資料 1-1）」の検討方針に基づき，地震応答解

析（有効応力解析）を実施した。評価の結果，液状化現象の影響が最も大きいと考えら

れる断面において，基準地震動 Ssに対し鋼管杭の支持性能が不足する見通しであり，

地盤改良等の相応の対策が必要となる。一方，躯体は基準地震動 Ssに対して概ね弾性

範囲に留まっているが，ブロック間の相対的な変位により，津波が荒浜側防潮堤の内側

に侵入する可能性が否定出来ない。ただし，躯体の重量は大きい（最小ブロックで約

1,200t）ため，津波時に漂流物として波及的影響を及ぼす可能性は小さいと考えられ

る。 

以上より，荒浜側防潮堤については地震時に躯体自体が損傷したり，津波時に漂流物

となる可能性は小さいと想定されるが，地震後および津波後の状態を精緻に想定するこ

とは困難であるため，津波評価においては荒浜側防潮堤の一部または全部が損傷した場

合について，保守的に損傷部分の防潮堤がない状態を想定する。 

 

以 上  
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【補足】荒浜側防潮堤の漂流評価 

荒浜側防潮堤は最小ブロックで約 1,200t の十分な質量があるが，地震後の津波 

襲来時に漂流物とならないか，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19

年）」を参考に，確認のため評価を行った。 

 

１．荒浜側防潮堤の 1 ブロック当たりの質量 

荒浜側防潮堤における代表断面位置における 1 ブロック当たりの質量は，容積が

約 690m3であり，鉄筋コンクリートの単位体積重量が 24kN/ m3であることから，約

1,700t である。なお，荒浜側防潮堤全体で最も軽いブロックの容積は約 490m3，質

量約 1,200t であるため，漂流評価においては保守的に１ブロック当たり 1,200t で

評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 荒浜側防潮堤断面図例（代表断面位置） 

 

第 1 表 1 ブロック当たりの質量 

 
 

 
 

位置 

断面積

(m2） 

① 

延長（ｍ） 

② 

容積(m3） 

③＝①×② 

質量（kN） 

④＝③×24(kN/ m3) 

質量（ｔ） 

⑤＝④/9.8 

最軽量ブロック 43.2 11.4 492 約 11800 約 1200 

(参考）代表断面位置 50.9 13.6 692 約 16600 約 1700 
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２．評価用流速 

評価用流速は，上昇側の基準津波として基準津波 1’，基準津波 3 を対象とす 

る。荒浜側防潮堤前面における遡上域での最大流速 6.4m/s に対して評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 基準津波 1’の最大流速分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 基準津波 3の最大流速分布図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

最大流速 6.4（m/s） 

最大流速 6.4（m/s） 

流速（ｍ/ｓ） 

流速（ｍ/ｓ） 

荒浜側防潮堤 

荒浜側防潮堤 

※遡上域の浸水深 1m以上の位置における流速を表示 

※遡上域の浸水深 1m 以上の位置における流速を表示 

敷地側 

港湾側 

敷地側 

港湾側 

護岸 

護岸 
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３．評価結果 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19年）」に基づき漂流物となる安定

質量について評価を行った結果，12.1t となった。荒浜側防潮堤の 1ブロック当たり

の質量は約 1,200t 以上であり，十分な質量があるため漂流物として波及的影響を及

ぼすことはないと判断される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第 4 図 安定質量の試算結果 

 
 

安定重量の試算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（抜粋） 

 

○条件 
①津波流速 U：6.4m/s 
②重力加速度 g：9.8m/s2 
③イスバッシュの定数 y：0.86 
④斜面の勾配：0° 

○評価結果 

材料 
密度 ρr

（t/m3） 

水に対する比重 

Sr（＝ρr/1.03） 

安定質量 

M（t） 

鉄筋コンクリート 2.40 2.33 12.1 
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港湾内の局所的な海面の励起について 
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5 条-別添-添付 3-1 

 

 

港湾内の局所的な海面の励起について 

 

基準津波によるサイト周辺での最大水位上昇量分布を添付第 3-1 図に，

港湾内での時刻歴波形の評価地点を添付第 3-2 図に示す。また，津波の伝

播経路を考慮し，港口と港内中央，港内中央と港奥（北側・南側），港内中

央と取水口前面（6 号炉・7 号炉）における基準津波１の水位をそれぞれ重

ね合わせた水位時刻歴波形を添付第 3-3 図に示す。 

添付第 3-1 図より，港湾の内外で最大水位上昇量や傾向に大きな差異は

ない。また，添付第 3-3 図より，港内の伝播に伴い，上昇側のピーク値が

多少大きくなるものの，周期特性や時間の経過に伴う減衰傾向に大きな差

は無く，港内の固有周期との共振による特異な増幅は生じていない。 

 
 

(T.M.S.L.  m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 添付第 3-1 図 最大水位上昇量分布 
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添付第 3-2 図 評価位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 3-3 図 水位時刻歴波形（日本海東縁部：2 領域モデル＋LS-2） 
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5 条-別添-添付 4-1 

管路解析の詳細について 

4.1 はじめに 

海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の水理特性   

を考慮した管路解析を実施した。取水路は，敷地前面の港湾内（取水口前

面）における最大ケース（基準津波１）及び最小ケース（基準津波２）を

入力波形として解析を実施した。なお，影響評価として，防波堤の損傷を

考慮した管路解析を実施した。  
 

4.2 管路解析に基づく評価 

管路解析を行う上での不確かさの考慮として，添付第 4-1 表に示す各項

目についてパラメータスタディを実施し，入力津波の選定及び津波水位へ

の影響を確認した。  
管路解析の解析条件を添付第 4-2 表に，貝代を考慮する範囲を添付第 4-

1 図に示す。取水路及び放水路の構造図を添付第 4-2 図，添付第 4-3 図に

示す。また基礎方程式を下記に示す。  
取水路における取水路奥の各冷却海水ポンプ位置（補機取水槽）の最高

水位をまとめた結果を添付第 4-3 表に，放水路における放水庭の最高水位

をまとめた結果を添付第 4-4 表に示す。また，それらの詳細な結果につい

て，それぞれ添付第 4-5 表，添付第 4-6 表に示す。また時刻歴波形をそれ

ぞれ添付第 4-4 図，添付第 4-5 図に示す。  
 
 

添付第 4-1 表 条件設定 

 計算条件  

１  スクリーン損失の有無※  

２  貝付着の有無  

３  補機冷却海水ポンプ稼働の有無  

※取水路のみ        
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5 条-別添-添付 4-2 

添付第 4-2 表 管路解析における解析条件 

計算領域 
取水口～スクリーン室～取水路～取水槽～取水路分岐～補機

取水路～補機取水槽 

計算時間間隔Δt 
0.005 秒（取水路） 

0.001 秒（放水路） 

潮位のバラツキ +0.16m（上昇側），-0.15m（下降側） 

地殻変動 -0.29m（下降側） 

取水条件 

 ポンプ種類 ポンプ稼働条件 

6 

･ 

7 

号 

炉 

CWP(循環水ポンプ) 0(m3/h)※ 

RSW(原子炉補機冷却海水ポンプ) 
1,800(m3/h/台) x6 台 

=10,800(m3/h) 

TSW(タービン補機冷却海水ポンプ) 0(m3/h) 

5 

号 

炉 

CWP(循環水ポンプ) 0(m3/h)※ 

RSW(原子炉補機冷却海水ポンプ) 
2,500(m3/h/台)x4 台 

=10,000(m3/h) 

TSW(タービン補機冷却海水ポンプ) 
2,700(m3/h/台)x3 台 

=81,000(m3/h) 

HPSW(高圧炉心スプレイディーゼル

補機冷却海水ポンプ) 
400(m3/h) 

放水条件 
取水条件で記載した取水量がそのまま放水されるものとして

設定 

ポンプ停止条件 全ポンプ 0(m3/h) 

摩擦損失係数 

(マニングの粗度係数)  

n=0.02m－1/3･s（貝付着あり） 

n=0.015m－1/3･s（貝付着なし） 

貝の付着代 貝代 10cm を考慮 

※ 非常用海水冷却系の海水ポンプ（原子炉補機冷却海水ポンプ）の取水源を確保することを目的

に，取水口前面には海水貯留堰を設置し，津波による水位低下時には循環水ポンプを停止する

運用とすることから，管路解析の前提として「循環水ポンプ停止」とした。  
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5 条-別添-添付 4-3 

局所損失係数 

電力土木技術協会(1995)： 

火力･原子力発電所土木構造物の設計－増補改訂版－ 

千秋信一(1967)：発電水力演習， 

土木学会(1999)：水理公式集［平成 11 年版］による 

スクリーン有無 
局所損失係数 16.8（スクリーンあり） 

局所損失係数 0.0（スクリーンなし） 

貯留堰 津波数値シミュレーションに反映 

基準津波 
基準津波１：日本海東縁部（２領域モデル）＋地すべり（LS-2） 

基準津波２：日本海東縁部（２領域モデル） 

初期水位 
上昇側：朔望平均満潮位（T.M.S.L.+0.49m） 

下降側：朔望平均干潮位（T.M.S.L.+0.03m） 

計算時間 地震発生から 4 時間 
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5 条-別添-添付 4-4 

※基礎方程式 

管路解析では，非定常の開水路及び管路流れの連続式・運動方程式を用いた。  
 
【開水路】  

・運動方程式  

0
2x

1 ||
3/4

22

g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

A
Q

xt
Q  

・連続式  

  0
x
Q

t
A  

 
 【管路】  

・運動方程式  

 0
2x

1 ||
3/4

2

g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

t
Q  

・連続式  

0
x
Q

 

 ここに，ｔ ：時間 Ｑ ：流量  v ：流速  ｘ ：管底に沿った座標  
Ａ ：流水断面積   
Ｈ ：圧力水頭＋位置水頭（管路の場合），位置水頭（開水路の場合）  
ｚ ：管底高         ｇ ：重力加速度  
ｎ ：マニングの粗度係数   Ｒ ：径深  
Δx ：管路の流れ方向の長さ  ｆ ：局所損失係数 

 

 【水槽及び立坑部】  

S
P

P Q
dt

dHA  

 
 

 

 

  

：時間　の総和　　　　　　：水槽へ流入する流量　　　　

：水槽水位の関数となる）　　：水槽の平面積（水位ここに　

tQ
HA

S

PP
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5 条-別添-添付 4-5 

 

 

 

 
 

添付第 4-1 図（1） 貝代考慮範囲（６号炉取水路 A-A 断面図） 

 

 

 
 

 

 

添付第 4-1 図（2） 貝代考慮範囲（６・７号炉放水路 B-B 断面図） 

A A 

B 

B 

貝代付着考慮範囲

貝代付着考慮範囲
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5 条-別添-添付 4-6 

 

添付第 4-2 図（１） 大湊側取水路配置平面図 

 

添付第 4-2 図（２） ６号炉 A-A 断面図 

 

 

添付第 4-2 図（３） ６号炉 B-B 断面図 

 

評 価 点 補 機 取 水 槽  
( A 系 )  

( B 系 北 )  
 

評 価 点  補 機 取 水 槽  
( B 系 南 ) T SW 
( B 系 南 ) RSW  

)  

評 価 点  補 機 取 水 槽  
( B 系 南 ) T SW 

( B 系 南 ) RSW  
( C 系 )  

 

評 価 点 補 機 取 水 槽  
( A 系 )  

( B 系 北 )  
 

評 価 点  補 機 取 水 槽  
( A 系 )  
( B 系 )  

評 価 点  補 機 取 水 槽  
( A 系 )  
( B 系 北 )  
( B 系 南 ) T SW 
( B 系 南 ) RSW  
( C 系 )  
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5 条-別添-添付 4-7 

 

添付第 4-2 図（４） ７号炉 C-C 断面図 

 

添付第 4-2 図（５） ７号炉 D-D 断面図 

 

 

 

添付第 4-2 図（６） ５号炉 取水路 E－E 断面図 

 

添付第 4-2 図（７） ５号炉 取水路 F－F 断面図 

評 価 点  補 機 取 水 槽  
A 系  
B 系  

評 価 点  補 機 取 水 槽  
( A 系 )  
( B 系 北 )  
( B 系 南 ) T SW 
( B 系 南 ) RSW  
( C 系 )  
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5 条-別添-添付 4-8 

添付第 4-3 図（１） 大湊側放水路配置平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 4-3 図（２） ６号炉 A-A 断面図 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 4-3 図（３） ６号炉 （左：B-B 断面図，右：C-C 断面図） 

 

評 価 点  放 水 庭 (南 )， (中 )， (北 )  

評 価 点  
補 機 放 水 庭 (北 )  

評 価 点  
補 機 放 水 庭 (南 )  
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5 条-別添-添付 4-9 

 

 

添付第 4-3 図（４） ７号炉 （D-D 断面図） 

 

 

添付第 4-3 図（５） ７号炉 （E-E 断面図） 

 

 

添付第 4-3 図（６） ５号炉 （F-F 断面図） 

 

 
添付第 4-3 図（７） ５号炉 （G-G 断面図） 

評 価 点  放 水 庭 (南 )， (中 )， (北 )  

評 価 点  
補 機 放 水 庭 (北 )  

評 価 点  放 水 庭 (南 )， (中 )， (北 )  

評 価 点  
補 機 放 水 庭  

231



5 条-別添-添付 4-10 

添付第 4-3 表 補機取水槽における最大ケース 

 

 

 

号炉 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

６号

炉 
なし なし なし 6.4 6.9 6.7 6.7 6.7 7.0 

７号

炉 
なし あり なし 6.3 7.2 6.6 6.7 6.7 7.1 

５号

炉 
あり あり なし 6.3 6.4 6.4 － 

基
準
津
波
２ 

６号

炉 
なし あり あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

７号

炉 
なし あり あり -3.5 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 

 

 

添付第 4-4 表 放水庭における最大ケース 

 

 

 

号炉 貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機 

放水庭

(南) 

補機 

放水庭

(北) 

放水庭

(南) 

放水庭

(中) 

放水庭

(北) 

基
準
津
波
１ 

６号炉 なし なし 6.4 － － 8.5 8.8 8.7 

７号炉 あり あり 6.4 － 9.9 9.0 9.0 9.0 

５号炉 あり あり 6.4  7.4 7.2 7.2 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す 
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5 条-別添-添付 4-11 

添付第 4-5 表（１） 取水路管路解析における計算結果 

（６号炉 水位上昇側） 

 

 
  

 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 6.4 6.5 6.4 6.5 6.5 6.8 

なし 6.4 6.8 6.6 6.7 6.7 6.8 

なし 

あり 6.4 6.5 6.4 6.5 6.5 6.8 

なし 6.4 6.8 6.6 6.7 6.7 6.8 

なし 

あり 

あり 6.4 6.6 6.4 6.5 6.5 6.9 

なし 6.4 6.9 6.6 6.7 6.7 6.9 

なし 

あり 6.4 6.6 6.4 6.6 6.5 6.9 

なし 6.4 6.9 6.7 6.7 6.7 7.0 
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5 条-別添-添付 4-12 

添付第 4-5 表（２） 取水路管路解析における計算結果 

（６号炉 水位下降側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし 

あり 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 
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5 条-別添-添付 4-13 

添付第 4-5 表（３） 取水路管路解析における計算結果 

（７号炉 水位上昇側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 6.3 6.9 6.5 6.5 6.5 7.1 

なし 6.3 7.1 6.6 6.7 6.7 7.1 

なし 

あり 6.3 6.5 6.5 6.5 6.5 6.7 

なし 6.3 6.7 6.6 6.6 6.6 6.7 

なし 

あり 

あり 6.3 7.0 6.6 6.5 6.5 7.1 

なし 6.3 7.2 6.6 6.7 6.7 7.1 

なし 

あり 6.3 6.6 6.6 6.6 6.6 6.7 

なし 6.3 6.8 6.6 6.7 6.7 6.7 
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5 条-別添-添付 4-14 

添付第 4-5 表（４） 取水路管路解析における計算結果 

（７号炉 水位下降側） 

 

 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし 

あり -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.6 

なし 

あり 

あり -3.5 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 

なし -3.5 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 

なし 

あり -3.5 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 

なし -3.5 -3.6 -3.7 -3.7 -3.7 -3.7 
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5 条-別添-添付 4-15 

添付第 4-5 表（５） 取水路管路解析における計算結果 

（５号炉 水位上昇側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機取水槽 

(A 系) 

補機取水槽 

(B 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 6.3 6.2 6.3 

なし 6.3 6.4 6.4 

なし 

あり 6.3 6.2 6.3 

なし 6.3 6.4 6.4 

なし 

あり 

あり 6.3 6.2 6.3 

なし 6.3 6.4 6.4 

なし 

あり 6.3 6.2 6.3 

なし 6.3 6.4 6.4 
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5 条-別添-添付 4-16 

添付第 4-5 表（６） 取水路管路解析における計算結果 

（５号炉 水位下降側） 

 

 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機取水槽 

(A 系) 

補機取水槽 

(B 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.0 -3.3 -3.3 

なし -3.0 -3.2 -3.2 

なし 

あり -3.0 -3.3 -3.3 

なし -3.0 -3.2 -3.2 

なし 

あり 

あり -3.0 -3.3 -3.3 

なし -3.0 -3.2 -3.2 

なし 

あり -3.0 -3.3 -3.3 

なし -3.0 -3.2 -3.2 
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5 条-別添-添付 4-17 

添付第 4-6 表（１） 放水路管路解析における計算結果（６号炉） 

 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す 

 

 

添付第 4-6 表（２） 放水路管路解析における計算結果（７号炉） 

 

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機放水庭

(南) 

補機放水庭

(北) 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 6.4 － 9.9 9.0 9.0 9.0 

なし 6.4 － 8.5 8.8 8.8 8.8 

なし 

あり 6.4 － 9.9 9.2 9.2 9.2 

なし 6.4 － 8.7 8.9 8.9 8.9 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す 

  

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機放水庭

(南) 

補機放水庭

(北) 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 6.4 － － 8.3 8.4 8.4 

なし 6.4 － － 8.4 8.6 8.5 

なし 

あり 6.4 － － 8.5 8.6 8.6 

なし 6.4 － － 8.5 8.8 8.7 

239



5 条-別添-添付 4-18 

添付第 4-6 表（３） 放水路管路解析における計算結果（５号炉） 

 

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 6.4 7.4 7.2 7.2 

なし 6.4 7.0 7.0 7.1 

なし 

あり 6.4 7.3 7.2 7.2 

なし 6.4 7.3 7.2 7.3 
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5 条-別添-添付 4-19 

 
最大ケース：Ｃ系  

 
添付第 4-4 図（１） 時刻歴波形（６号炉 水位上昇側）  

 
 

 
最小ケース：Ｂ系南  

 
添付第 4-4 図（２） 時刻歴波形（６号炉 水位下降側）  
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5 条-別添-添付 4-20 

 
最大ケース：Ａ系  

 
添付第 4-4 図（３） 時刻歴波形（７号炉 水位上昇側）  

 
 

 
最小ケース：Ｂ系北  

 
添付第 4-4 図（４） 時刻歴波形（７号炉 水位下降側）  
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最大ケース：Ｂ系  

 
添付第 4-4 図（５） 時刻歴波形（５号炉 水位上昇側）  

 

 

 
最小ケース：Ａ系  

 
添付第 4-4 図（６） 時刻歴波形（５号炉 水位下降側）  
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最大ケース：放水庭(中) 

 

添付第 4-5 図（１） 放水路時刻歴波形（６号炉）  
 

 

 
最大ケース：補機放水庭(北) 

 

添付第 4-5 図（２） 放水路時刻歴波形（７号炉） 
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最大ケース：放水庭(南) 

 

添付第 4-5 図（３） 放水路時刻歴波形（５号炉） 
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4.3 防波堤の損傷を考慮した影響評価 

管路解析に関わる影響評価として，防波堤が地震により損傷する場合を保

守的に想定し，その際に生じる水位に対する外郭防護の成立性の確認を行っ

た。  
具体的には，各補機取水槽及び放水庭の入力津波に対し ,防波堤がない（完

全に消失した）条件における遡上解析により評価した取水口及び放水口前面

の水位を入力波形として改めて管路解析を実施することにより，防波堤が損

傷した場合を模擬した各所の水位を算定した。取水路における取水路奥の各

冷却海水ポンプ位置（補機取水槽）の最高水位をまとめた結果を添付第 4-7

表に，放水路における放水庭の最高水位をまとめた結果を添付第 4-8 表に示

す。また，それらの詳細な結果について，それぞれ添付第 4-9 表，添付第 4-

10 表に示す。また時刻歴波形をそれぞれ添付第 4-6 図，添付第 4-7 図に示

す。  
その上で，この水位と外郭防護における許容津波高さとの比較を行うこと

により，外郭防護の成立性の確認を行った。取水路（補機取水槽），放水路

（放水庭）に対する確認結果をそれぞれ添付第 4-11 表，添付第 4-12 表に示

す。  
以上より，防波堤が地震により損傷した場合においても，外郭防護の成立

性に影響のないことを確認した。  
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添付第 4-7 表 補機取水槽における最大ケース 

 

 

 

号炉 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

６号

炉 
なし なし あり 7.5 8.3 8.1 8.2 8.1 8.4 

７号

炉 
なし なし なし 7.2 8.3 7.6 7.6 7.6 8.1 

５号

炉 
なし なし なし 7.4 7.7 7.7 － 

基
準
津
波
２ 

６号

炉 
なし なし あり -3.5 -3.8 -4.0 -3.9 -4.0 -3.8 

７号

炉 
なし あり あり -3.5 -4.0 -4.3 -4.1 -4.1 -3.9 

 

 

添付第 4-8 表 放水庭における最大ケース 

 

 

 

号炉 貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機 

放水庭

(南) 

補機 

放水庭

(北) 

放水庭

(南) 

放水庭

(中) 

放水庭

(北) 

基
準
津
波
１ 

６号炉 なし なし 7.0 － － 8.3 8.4 8.2 

７号炉 なし あり 7.0 － 10.3 9.8 9.8 9.9 

５号炉 なし なし 7.0  8.3 8.2 8.3 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す  
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添付第 4-9 表（１） 取水路管路解析における計算結果 

（６号炉 水位上昇側） 

 

  

 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 7.5 8.0 8.0 8.1 8.1 8.1 

なし 7.5 8.1 8.3 8.2 8.2 8.1 

なし 

あり 7.5 8.1 8.0 8.1 8.1 8.1 

なし 7.5 8.1 8.3 8.2 8.2 8.1 

なし 

あり 

あり 7.5 8.2 8.0 8.1 8.1 8.4 

なし 7.5 8.3 8.3 8.2 8.2 8.3 

なし 

あり 7.5 8.3 8.1 8.2 8.1 8.4 

なし 7.5 8.3 8.3 8.3 8.3 8.4 
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添付第 4-9 表（２） 取水路管路解析における計算結果 

（６号炉 水位下降側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.5 -3.7 -3.8 -3.8 -3.8 -3.7 

なし -3.5 -3.7 -3.8 -3.8 -3.8 -3.7 

なし 

あり -3.5 -3.7 -3.8 -3.8 -3.8 -3.7 

なし -3.5 -3.7 -3.8 -3.8 -3.8 -3.7 

なし 

あり 

あり -3.5 -3.8 -4.0 -3.9 -3.9 -3.8 

なし -3.5 -3.8 -3.9 -3.9 -3.9 -3.8 

なし 

あり -3.5 -3.8 -4.0 -3.9 -4.0 -3.8 

なし -3.5 -3.8 -3.9 -3.9 -3.9 -3.8 
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添付第 4-9 表（３） 取水路管路解析における計算結果 

（７号炉 水位上昇側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 7.2 8.0 7.5 7.3 7.3 8.1 

なし 7.2 8.1 7.6 7.4 7.4 8.1 

なし 

あり 7.2 8.0 7.3 7.4 7.4 8.0 

なし 7.2 8.2 7.5 7.6 7.6 8.0 

なし 

あり 

あり 7.2 8.1 7.6 7.4 7.4 8.2 

なし 7.2 8.2 7.6 7.5 7.5 8.2 

なし 

あり 7.2 8.1 7.4 7.4 7.4 8.1 

なし 7.2 8.3 7.6 7.6 7.6 8.1 
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添付第 4-9 表（４） 取水路管路解析における計算結果 

（７号炉 水位下降側） 

 

 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機 

取水槽 

(A 系) 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

TSW 

補機 

取水槽 

(B 系南) 

RSW 

補機 

取水槽 

(C 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.5 -3.8 -4.0 -3.9 -3.9 -3.7 

なし -3.5 -3.8 -3.9 -3.8 -3.8 -3.7 

なし 

あり -3.5 -3.8 -3.9 -3.9 -3.9 -3.8 

なし -3.5 -3.8 -3.9 -3.8 -3.8 -3.8 

なし 

あり 

あり -3.5 -4.0 -4.3 -4.1 -4.1 -3.9 

なし -3.5 -3.9 -4.2 -4.0 -4.0 -3.9 

なし 

あり -3.5 -3.9 -4.1 -4.0 -4.0 -3.9 

なし -3.5 -3.9 -4.1 -4.0 -4.0 -3.9 
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添付第 4-9 表（５） 取水路管路解析における計算結果 

（５号炉 水位上昇側） 

 
 

スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機取水槽 

(A 系) 

補機取水槽 

(B 系) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 

あり 7.4 7.2 7.4 

なし 7.4 7.7 7.7 

なし 

あり 7.4 7.2 7.4 

なし 7.4 7.7 7.7 

なし 

あり 

あり 7.4 7.3 7.4 

なし 7.4 7.7 7.7 

なし 

あり 7.4 7.3 7.4 

なし 7.4 7.7 7.7 
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添付第 4-9 表（６） 取水路管路解析における計算結果 

（５号炉 水位下降側） 

 

 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ 

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口 

前面 

補機取水槽 

(A 系) 

補機取水槽 

(B 系) 

基
準
津
波
２ 

あり 

あり 

あり -3.0 -3.5 -3.5 

なし -3.0 -3.5 -3.5 

なし 

あり -3.0 -3.5 -3.5 

なし -3.0 -3.5 -3.5 

なし 

あり 

あり -3.0 -3.5 -3.6 

なし -3.0 -3.5 -3.5 

なし 

あり -3.0 -3.5 -3.6 

なし -3.0 -3.5 -3.5 

 
 
  

253



5 条-別添-添付 4-32 

添付第 4-10 表（１） 放水路管路解析における計算結果（６号炉） 

 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す 

 

 

添付第 4-10 表（２） 放水路管路解析における計算結果（７号炉） 

 

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機放水庭

(南) 

補機放水庭

(北) 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 7.0 － 10.2 9.7 9.7 9.7 

なし 7.0 － 9.6 9.5 9.5 9.5 

なし 

あり 7.0 － 10.3 9.8 9.8 9.9 

なし 7.0 － 9.7 9.6 9.6 9.6 

－：津波による水位変動の影響がないことを示す 

 
  

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 

補機放水庭

(南) 

補機放水庭

(北) 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 7.0 － － 8.0 8.0 8.0 

なし 7.0 － － 8.2 8.3 8.2 

なし 

あり 7.0 － － 8.1 8.1 8.0 

なし 7.0 － － 8.3 8.4 8.2 
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添付第 4-10 表（３） 放水路管路解析における計算結果（５号炉） 

 

 

貝代 
ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

放水口 

前面 
放水庭(南) 放水庭(中) 放水庭(北) 

基
準
津
波
１ 

あり 

あり 7.0 7.7 7.5 7.5 

なし 7.0 8.2 8.2 8.3 

なし 

あり 7.0 7.7 7.5 7.6 

なし 7.0 8.3 8.2 8.3 
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最大ケース：Ｃ系  

 
添付第 4-6 図（１） 時刻歴波形（６号炉 水位上昇側）  

 
 

 

最小ケース：Ｂ系北  
 

添付第 4-6 図（２） 時刻歴波形（６号炉 水位下降側）  
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最大ケース：Ａ系  

 
添付第 4-6 図（３） 時刻歴波形（７号炉 水位上昇側）  

 
 

 
最小ケース：Ｂ系北  

 
添付第 4-6 図（４） 時刻歴波形（７号炉 水位下降側）  
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最大ケース：Ａ系  

 
添付第 4-6 図（５） 時刻歴波形（５号炉 水位上昇側）  

 

 

 

最小ケース：Ｂ系  
 

添付第 4-6 図（６） 時刻歴波形（５号炉 水位下降側）  
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最大ケース：放水庭(中) 

 
添付第 4-7 図（１） 放水路時刻歴波形（６号炉）  

 

 

 
最大ケース：補機放水庭(北) 

 
添付第 4-7 図（２） 放水路時刻歴波形（７号炉）  
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最大ケース：放水庭(南) 

 
添付第 4-7 図（３） 放水路時刻歴波形（５号炉）  
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添付第 4-11 表 防波堤の損傷を考慮した管路解析の影響評価（取水路）  
 

基準津波 

名称  

策定対象  

とする  

入力津波  

の種類  

防波堤  

有無  

水位 T.M.S.L.（ m）  

5 号炉 6 号炉 7 号炉 

取水口前面  取水口前面  補機取水槽  取水口前面  補機取水槽  

基準津波  

1 

取水路  

水位上昇量  

有り  6.3 6.4 7.0 6.3 7.2 

無し  7.4 7.5 8.4 7.2 8.3 

影響評価  

 

※外郭防護の詳細は本文 2.2 節を参照  

5 号 炉 取 水 路

に 関 わ る 最 低

許 容 津 波 高 さ

は T.M.S.L ＋

12.2m であり，

こ の 裕 度 の 範

囲 内 で あ る こ

とを確認 

6 号炉取水路に関わる最低許

容 津 波 高 さ は T.M.S.L ＋

12.2m でありこの裕度の範囲

内であることを確認 

※ 補 機 取 水 槽 点 検 口 の 許 容

津波高さは T.M.S.L＋ 3.5m

で あ る が 取 水 槽 閉 止 板 を

設 置 し て お り 建 屋 へ の 流

入はない 

7 号炉取水路に関わる最低

許容津波高さは T.M.S.L＋

12.2m でありこの裕度の範

囲内 

※補機取水槽点検口の許容

津 波 高 さ は T.M.S.L ＋

3.5m で あ る が 取 水 槽 閉

止板を設置しており建屋

への流入はない 

※ハッチング部：影響評価ケース  

 

 
 
添付第 4-12 表 防波堤の損傷を考慮した管路解析の影響評価（放水路）  

 

基準津波 

名称  

策定対象  

とする  

入力津波  

の種類  

防波堤  

有無  

水位 T.M.S.L.（ m）  

5 号炉 6 号炉 7 号炉 

放水口前面  放水庭  放水口前面  放水庭  放水口前面  放水庭  

基準津波  

1 

放水路  

水位上昇量  

有り  6.4 7.4 6.4 8.8 6.4 9.9 

無し  7.0 8.3 7.0 8.4 7.0 10.3 

影響評価  

 

※外郭防護の詳細は本文 2.2 節を参照  

5 号 炉 放 水 路 に 関 わ る

最 低 許 容 津 波 高 さ は

T.M.S.L ＋ 12.2m で あ

り ， こ の 裕 度 の 範 囲 内

であることを確認 

6 号 炉 放 水 路 に 関 わ る

最 低 許 容 津 波 高 さ は

T.M.S.L ＋ 12.2m で あ

り，この裕度の範囲内で

あることを確認 

7 号 炉 放 水 路 に 関 わ る 最

低 許 容 津 波 高 さ は

T.M.S.L＋ 12.2m であり，

こ の 裕 度 の 範 囲 内 で あ る

ことを確認 

※ハッチング部：影響評価ケース  
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入力津波に用いる潮位条件について  
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5 条-別添-添付 5-1 
 

入力津波に用いる潮位条件について 

 

5.1 はじめに 

入力津波による水位変動に用いる潮位条件には，平成 22 年 1 月から平成 26 年 12

月まで（2010 年 1月～2014 年 12 月）の 5ヵ年の朔望潮位データを使用しているが，

観測期間の妥当性を確認するため，10 ヵ年の朔望潮位データについて分析を行い，

影響の有無を確認した。 

また，柏崎刈羽原子力発電所の潮位観測については，敷地周辺にある「柏崎」（国

土交通省国土地理院柏崎験潮場）の観測値を用いているが，敷地から南西約 11km と

離れていることから，敷地港外に設置されている波高計記録と比較し，妥当性を確

認した。 

 

5.2 観測期間の影響について 

入力津波による水位変動に用いる平成 22 年 1 月から平成 26 年 12 月まで（2010

年 1 月～2014 年 12 月）の 5ヵ年の朔望潮位データに対して，平成 17 年 1 月からの

10 ヵ年（2005 年 1 月～2014 年 12 月）の朔望潮位データの分析を行った。分析結果

を添付第 5-1 表に示す。 

添付第 5-1 表から 5 ヵ年及び 10 ヵ年の朔望満潮位，朔望干潮位及びそれらの標

準偏差について，いずれも同程度であることを確認した。また，添付第 5-1 図に 10

ヵ年（2005 年 1 月～2014 年 12 月）の潮位変化を示す。 

 

 

 

 

添付第 5-1 表 朔望潮位に関する分析結果 

 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

 5 ヵ年 10 ヵ年 5 ヵ年 10 ヵ年 

平均値 T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.+0.49 T.M.S.L.+0.03 T.M.S.L.+0.01 

標準偏差 0.16 0.15 0.15 0.14 
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5 条-別添-添付 5-2 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付第 5-1 図 10 ヵ年（2005 年 1 月～2014 年 12 月）の潮位変化 

    （上：朔望満潮位，下：朔望干潮位） 
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5 条-別添-添付 5-3 
 

 

5.3 柏崎験潮場と敷地港外の波高計との比較について 

柏崎刈羽原子力発電所の潮位観測については，敷地周辺にある「柏崎」（国土交通

省国土地理院柏崎験潮場）の観測値を用いているが，敷地から南西約 11km と離れ

ているため，敷地港外に設置されている波高計記録と比較した。 

柏崎験潮場の位置を添付第 5-2 図に，敷地港外に設置されている波高計位置図を

添付第 5-3 図に示す。 

柏崎験潮場と波高計の違いを下記に示す。 

 波高計は，超音波式沿岸波高計であり，海底に超音波送受波器を設置し，水

中から発射した超音波が海面で反射して戻るまでの時間を計ることにより，

海面の水位変動を0.5秒間隔で計測している。概念図を添付第5-4図に示す。 

 柏崎験潮場は，フロート式の潮位計であり，導水管を通って井戸に出入りす

る海水の昇降を 30 秒間隔で計測し，日ごとの満干潮位を示している。波浪な

どの海水面の短周期変動成分を取り除き，観測基準点からの高さを標高に換

算している。標高の基準としては，東京湾平均海面を用いている。概念図を

添付第 5-5 図に示す。 

 

波高計の記録と潮位計の記録を比較するため，計測された水位を，波高計の記録

の短周期成分を取り除き，1 時間平均値として整理した。対象期間については，１

年間を通して潮位データが比較できることを考慮し，欠測が少ない期間とした。潮

位計と波高計の各月の朔望満干潮位の推移を添付第 5-6 図に，朔望平均満潮位・干

潮位を添付第 5-2 表に示す。 

検討結果から，柏崎験潮場潮位と波高計の波形には大きな差がなく，柏崎験潮場

と波高計の朔望満潮位及び朔望干潮位の差は朔望平均満潮位で 4cm，朔望平均干潮

位で 5cm 程度であり，大きな差がないことを確認した。 

 

＊比較対象期間 

  ①2006 年 1 月～2006 年 12 月 

  ②2011 年 1 月～2011 年 12 月 

  ③2012 年 1 月～2012 年 12 月 

 

 

 

 

 

 

 

265



5 条-別添-添付 5-4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 5-2 図 柏崎験潮場の位置 

 

 

 

添付第 5-3 図 波高計の設置位置 

 

 

柏崎験潮場 

約 1.6km 

5m 

10m 

15m 
波高計 

観測小屋 
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5 条-別添-添付 5-5 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

添付第 5-4 図 超音波式沿岸波高計の概念図 

 

 

 

 

添付第 5-5 図 潮位計の概念図（国土地理院 HP より） 
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5 条-別添-添付 5-6 
 

 
  
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
添付第 5-6 図 各月の朔望満干潮位の推移 
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5 条-別添-添付 5-7 
 

 

 

 

 

添付第 5-2 表 朔望平均の比較 

 観測期間 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

敷
地
波
高
計 

2006 年 1 月～2006 年 12 月 T.M.S.L.＋0.47 T.M.S.L.-0.04 

2011 年 1 月～2011 年 12 月 T.M.S.L.＋0.42 T.M.S.L.-0.03 

2012 年 1 月～2012 年 12 月 T.M.S.L.＋0.46 T.M.S.L.+0.01 

平均値 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.-0.02 

柏
崎
験
潮
場 

2010 年 1 月～2010 年 12 月 T.M.S.L.＋0.55 T.M.S.L.+0.06 

2011 年 1 月～2011 年 12 月 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.+0.02 

2012 年 1 月～2012 年 12 月 T.M.S.L.＋0.50 T.M.S.L.+0.04 

2013 年 1 月～2013 年 12 月 T.M.S.L.＋0.51 T.M.S.L.+0.02 

2014 年 1 月～2014 年 12 月 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.+0.00 

現行評価（平均値） T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.+0.03 
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5 条-別添-添付 6-1 

津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

 

津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについては，平面二次元

モデルを用いており，基礎方程式は非線形長波（浅水理論）に基づく。基

礎方程式及び計算条件を添付第 6-1 図に示す。 

計算領域については，対馬海峡付近から間宮海峡付近までの日本海全域

である。東西方向約 1,100km，南北方向約 2,100km を設定した。 

計算格子間隔については，土木学会(2016)を参考に，敷地に近づくにし

たがって最大 1,440m から最小 5.0m まで徐々に細かい格子サイズを用い，

津波の挙動が精度よく計算できるよう適切に設定した。なお，敷地近傍及

び敷地内については，海底・海岸地形，敷地内の構造物等の規模や形状を

考慮し，格子サイズ 5.0m でモデル化した。 

地形のモデル化に当たっては，最新の海底地形データを反映して，日本

水路協会(2011)，日本水路協会(2008～2011)，国土地理院（2013），National 

Oceanic and Atmospheric Administration (2006)による地形図及び深浅

測量，防波堤標高測量等による敷地周辺及び専用港湾内の詳細な地形図を

用いた。数値シミュレーションに用いた計算領域とその水深及び計算格子

分割を添付第 6-2 図に示し，津波水位評価地点の位置を添付第 6-3 図に示

す。 

防波堤の越流および陸上の遡上を考慮し，防波堤については，水位がそ

の天端を超える場合に本間公式(1940)を用い，発電所の護岸を遡上する場

合については，相田公式(1977)を用いた。各計算方法について，添付第 6-

4 図に示す。 

津波伝播計算の初期条件となる海底面の鉛直変位については，Mansinha 

and Smylie(1971)の方法によって計算した。（参考参照） 

津波数値シミュレーションへの適用に関するフローを添付第 6-5 図に，

地殻変動量の考慮について概念図を添付第 6-6 図に示す。 
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5 条-別添-添付 6-2 

 

 

添付第 6-1 図 基本方程式及び計算条件 

 

 
 

添付第 6-2 図 水深と計算格子分割図 
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5 条-別添-添付 6-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 6-3 図 津波水位評価地点 

 

■本間公式（本間(1940)） 

 防波堤については，水位がその天端を超える場合に本間公式を用いて越流

量を計算する。天端高を基準とした堤前後の水深を h1，h2(h1>h2)としたとき，

越流量 q は下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■相田公式（相田(1977)） 

 発電所の護岸を遡上する場合については，相田公式を用いて越流量を計算

する。流量係数 C1 を用いて，護岸内側への越流量 q は下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

添付第 6-4 図 本間公式及び相田公式 
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5 条-別添-添付 6-4 

 

添付第 6-5 図 津波数値シミュレーションのフロー図 

 

 

添付第 6-6 図 地殻変動量の概念図 

 

Mansinha and Smylie(1971) ※次ページ記載  
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5 条-別添-添付 6-5 

【参考】Mansinha and Smylie(1971)の方法 

地震発生地盤が等方で均質な弾性体であると仮定して地震断層運動に伴

う周辺地盤の変位分布を計算する Mansinha and Smylie(1971)の方法につ

いて下記に示す。 

 

Strike slip（すべり量：Ds）による x3 方向の変位量を U3s，Dip slip

（すべり量：Dd）によるそれを U3d として，任意の点(x1,x2,x3)における変

位は次式の定積分で与えられる。ここで定積分の範囲は断層面

｛(ξ 1,ξ)|-L≤ξ 1≤L, h1≤ξ≤h2｝である。 

 

23
3 3 3 3

2
2 2 2 2

3

2
3 3 32 3 2 2 3 3

2 3 3
3

2
2 3 3

12 cos ( ) (1 3 tan ) ( ) 3 tan sec ( )
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( ) cos4 sin 2( sin )( sin ) 4 sin
( )
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D
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3
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Q q

Q Q q
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2
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1 1 1 1
1 1 1 1
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2 2
3 1 1
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1 1 3
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q Q
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ここに，x3 方向の変位を u3 とすると次の関係がある。 

ds UUu 333  
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5 条-別添-添付 6-6 

直交座標系(x1,x2,x3)として，図のように断層面を延長し海底面と交わ

る直線（走向）に x1 軸，断層面の長軸方向中央を通り x1 軸と交わる点を

原点(Ο)とし，水平面内に x2 軸，鉛直下方に x3 軸を取る。また，原点 Ο

と断層面の中央を通る直線に ξ 軸を取り，ξ 軸上の点を座標系(x1,x2,x3)

で表わしたものを (ξ 1,ξ 2,ξ 3)とする（ξ 軸は x2x3 平面内にある）。ξ

軸と x2 軸との成す角を δ とする。また，すべりの方向と断層のなす角を

λ，すべりの大きさを D とする。 

ここで，次のように変数を定めている。 

 

2
3

2
2

323

322

323

322

2
33

2
22

2
11

2
33

2
22

2
11

sincos
cossin
sincos
cossin

qqh

xxq
xxq
xxr
xxr

xxxQ

xxxR

 

cosDDs  
sinDDd  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 断層モデルの座標系 
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δ 
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津波防護対策の設備の位置づけについて 
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5 条-別添-添付 7-1 

津波防護対策の設備の位置づけについて 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉では，種々の津波防護対策設備

を設置している（添付第 7-1 図）。 

本書では，これらの津波防護対策設備の分類について，各分類の定義や

目的を踏まえて整理した（添付第 7-1 表）。 
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添付第 7-1 図 6 号炉及び 7 号炉における津波防護対策設備の概要  

黒枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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添付第 7-1 表 各津波防護対策設備の分類整理 

分
類 

定義※ 1 施設・設備※ 1 目的※ 1 
海水 

貯留堰 

取水槽 

閉止板 
水密扉 

止水 

ハッチ 

ダクト 

閉止板 

浸水防止 

ダクト 

貫通部 

止水処置 

床ﾄﾞﾚﾝﾗｲﾝ 

浸水防止 

治具 

津
波
防
護
施
設 

外 郭 防 護

及 び 内 郭

防 護 を 行

う土木，建

築構造物 

●防潮堤（既

存地山によ

る自然堤防

を含む） 

●防潮壁 

●敷地内に，

津波を浸水

及び漏水さ

せない（外

郭防護） 

○ 

引き波時にお

いて，非常用

海水冷却系の

海水ポンプの

機能を保持

し，同系によ

る冷却に必要

な海水を確保

する※ 2 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

浸
水
防
止
設
備 

外 郭 防 護

及 び 内 郭

防 護 を 行

う機器・配

管 等 の 設

備 

●防潮堤・防

潮壁に取り

つけた水密

扉等，止水

処理を施し

た ハ ッ チ

等，止水処

理を施した

開口部等，

その他浸水

防止に係る

設備 

●敷地内に，

津波を浸水

及び漏水さ

せない（外

郭防護） 
× 

該当 

しない 

○ 

取水路からター

ビン建屋への津

波の流入を防止

する（外郭防護

1） 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

●建屋等の壁

や床に取り

つけた水密

扉や止水処

理を施した

ハッチ等，

止水処理を

施した開口

部等，その

他浸水防止

に係る設備 

●浸水防護重

点化範囲内

に，津波や

内部溢水及

び地下水を

浸水させな

い（内郭防

護） 

× 

該当 

しない 

× 

該当 

しない 

○ 

地震によるタービン建屋内の循環水管や他の海水系機器の損傷に伴う溢水及

び損傷箇所を介しての津波の流入に対して，浸水防護重点化範囲の浸水を防

止する（内郭防護） 

※1 「耐津波設計に係る工認審査ガイド」P26「3.8 津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備の分類」より抜粋 

※2 非常用取水設備に該当する設備であるが，津波防護施設（非常用取水設備を兼ねる）と位置付けて設置する 
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耐津波設計における津波荷重と余震荷重の組合せについて 

 

26.1 規制基準における要求事項等 

・サイトの地学的背景を踏まえ，余震の発生の可能性を検討すること。 

・余震発生の可能性に応じて入力津波による荷重と余震による荷重との

組み合わせを考慮すること。 

 

26.2 検討方針 

余震による荷重については，本震発生後の余震及び誘発地震を検討し，

耐津波設計において津波荷重と組み合わせる適切な余震荷重を設定する。

なお，本検討においては，本震の震源域において発生する地震を余震と

し，本震の震源域の外で発生する地震を誘発地震として整理した。 

検討は以下の流れで実施した。 

 

３．余震の評価           ４．誘発地震の評価 

 

        

 

        

  

 

                        

 

５． 余震荷重の設定 

上記の検討結果を踏まえ，弾性設計用地震動 Sd に基づき余震荷重を設

定 

３．３ 基準津波の波源の活動に伴

い発生する可能性のある余震によ

る地震動の評価 

余震による地震動を Noda et 

al.(2002)に基づき評価 

３．２ 余震による地震動と本震に

よる地震動との比較 

Noda et al.(2002)に基づき，本震

と余震の応答スペクトル比を評価 

３．１ 余震規模の設定 

本震と最大余震の地震規模の関係

を整理 

４．１ 誘発地震として考

慮する震源の評価 

考慮すべき地震について

過去の地震等から整理 

４．２ 基準津波の波源の

活動に伴い発生する可能

性のある誘発地震による

地震動の評価 

誘発地震による地震動を

Noda et al.(2002)に基づ

き評価 
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26.3 余震の評価 

26.3.1 余震規模の設定 

余震の規模は，過去の地震データにおける本震規模と最大余震の規

模の関係を整理することにより想定する。検討対象とした地震は，津

波荷重と組み合わせる余震荷重を評価するという観点から，地震調査

研究推進本部の地震データによる本震のマグニチュード M7.0 以上と

し，且つ，基準津波の波源の活動に伴い発生する津波の最大水位変化

を生起する時間帯は，最大でも地震発生から約 4 時間であることを考

慮し，本震と最大余震との時間間隔が 12 時間以内の地震とした。添付

第 26-1 表に，対象とした地震の諸元を示す。同表中に，敷地が位置す

る日本海東縁部の地震の本震のマグニチュード M7.0 以上の地震の諸

元を併せて示す。また，検討対象とした地震の震央分布を添付第 26-1

図に示す。地震調査研究推進本部の地震データについて，本震のマグ

ニチュード M0 と最大余震のマグニチュード M1 の関係から本震と余震

のマグニチュードの差 D1 は，添付第 26-2 図の通り，D1=M0－M1=1.4

として評価できる。同図中に示す，日本海東縁部の地震の傾向は，地

震調査研究推進本部の地震データにみられる関係と調和的である。余

震の規模を想定する際は，データ数が少ないことから，保守的に標準

偏差を考慮し D1=0.9 として余震の規模を想定する。 

 

26.3.2 余震による地震動と本震による地震動との比較 

本震と余震の応答スペクトルを Noda et al.（2002）により評価し，

本震と余震との地震動レベルを確認する。添付第 26-3 図に M8.0 及び

M7.0 の本震に対し，余震の規模を D1=0.9 を用い評価し，Noda et al.

（2002）の適用範囲の中で等価震源距離 Xeq を 25, 50, 75, 100km と

設定し，スペクトル比を評価した結果を示す。なお，ここではスペク

トル比を評価するため，内陸補正や観測記録による補正は実施してい

ない。添付第 26-3 図によると，余震による地震動は本震による地震動

に対しおよそ 0.3～0.4 倍程度となり，基準地震動 Ss と弾性設計用地

震動 Sd との比 0.5 を下回ることが確認される。 

 

26.3.3 基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震による

地震動の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震

動を評価する。柏崎刈羽原子力発電所における基準津波の波源は，添

付第 26-4 図に示す「基準津波１及び２の波源」及び「基準津波３の波

源」である。それぞれの波源について地震動を評価するにあたり，添

付第 26-2 表及び添付第 26-5 図に示す震源モデルを設定し，上記の関
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係式に基づき余震規模を設定した上で，余震による応答スペクトルを

Noda et al.（2002）により評価した。なお，評価においては，海域で

発生する地震に対しては荒浜側と大湊側で伝播特性が異なることから，

添付第 26-6 図に示す観測記録に基づく補正係数をそれぞれ用いるこ

とで伝播特性を反映した。また，敷地における伝播特性の差は，敷地

から南西側に位置する地震についてのみ顕著に確認されているが，敷

地から北側に位置する基準津波１・２の波源に対しても保守的に同じ

補正係数を用いた。添付第 26-7 図に評価結果を示す。同図より，評価

結果は，弾性設計用地震動 Sd を下回ることが確認される。 

 

26.4 誘発地震の評価 

26.4.1 誘発地震として考慮する震源の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震として

考慮する地震を選定する。 

誘発地震の地震規模を評価するにあたり，添付第 26-1 表中に示す

2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）及び敷地が位置する日本海東縁

部の地震の本震のマグニチュード M7.0 以上の 3 地震を対象に，本震発

生後 24 時間以内に発生した地震を検討した。添付第 26-8 図に示す通

り，2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）の誘発地震は，2011 年長野

県北部の地震（M6.7）が本震発生から約 13 時間後の 3 月 12 日に発生

している。また，日本海東縁部の地震については，余震を含めたとし

ても M6.5 未満の地震しか発生していない。 

以上より，基準津波の継続時間のうち最大水位変化を生起する時間

帯において M6.8 以上の誘発地震が発生するとは考えにくい。しかしな

がら，本震発生後に規模の小さな誘発地震が発生していることを踏ま

え，保守的に，添付第 26-9 図に示す基準地震動の評価において検討用

地震と選定されなかった規模の小さな孤立した短い活断層による地震

を対象とする。 

 

26.4.2 基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある誘発地震の 

評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震による

地震動を評価する。評価においては，孤立した短い活断層による地震

の規模を保守的に M6.8 として震源モデルを設定し，誘発地震による応

答スペクトルを Noda et al.（2002）により評価した。添付第 26-3 表

に諸元を，添付第 26-10 図に断層の分布図をそれぞれ示す。なお，評

価においては，陸域で発生する地震に対しては荒浜側と大湊側で伝播

特性が概ね等しいことから，添付第 26-10 図に示す補正係数を用い伝
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播特性を反映した。添付第 26-11 図に評価結果を示す。同図より，評

価結果は，弾性設計用地震動 Sd を下回ることが確認される。 

 

26.5 余震荷重の設定 

以上の検討結果から，弾性設計用地震動 Sd は余震及び誘発地震による

地震動を上回ることが確認された。弾性設計用地震動 Sd の内，Sd-1 は

全ての周期帯において，余震及び誘発地震による地震動を十分に上回る

ことから，保守的に Sd-1 による荷重を津波荷重に組み合わせる余震荷重

として設定する。 

 

【参考文献】 

Noda, S., K. Yashiro, K. Takahashi, M. Takemura, S. Ohno, M. Tohdo, 

and T. Watanabe（2002）：RESPONSE SPECTRA FOR DESIGN PURPOSE OF STIFF 

STRUCTURES ON ROCK SITES, OECD-NEA Workshop on the Relations between 

Seismological DATA and Seismic Engineering, Oct.16-18, Istanbul 

大竹政和，平朝彦，太田陽子 編（2002）：日本海東縁の活断層と地震テ

クトニクス，東京大学出版会 

285



5 条-別添-添付 26-5 

添付第 26-1 表 過去の地震における本震と最大余震の関係 

No 発生年月日 震源 

マグニチュード 時 

間 

差 本震 M0 最大余震 M1 

1 1995.1.17 淡路島 7.3  5.4  1:52 

2 2003.5.26 宮城県沖 7.1※ 1 4.9  6:20 

3 2003.9.26 十勝沖 8.0  7.1  1:18 

4 2004.11.29 釧路沖 7.1  6.0  0:04 

5 2006.11.15 千島列島東方 7.9  6.7※ 1 1:12 

6 2008.6.14 岩手宮城内陸地震 7.2  5.7  0:37 

7 2008.9.11 十勝沖 7.1  5.7  0:12 

8 2011.3.11 東日本太平洋沖地震 9.0  7.6※ 1  0:29 

9 2012.12.7 三陸沖 7.3  6.6  0:13 

A※ 2 1964.6.16 新潟地震 7.5 6.1 0:16 

B※ 2 1983.5.26 日本海中部地震 7.7 6.1 0:57 

C※ 2 1993.7.12 北海道南西沖地震 7.8 6.0 1:28 

※1：気象庁による最新の震源情報を参照，※2：日本海東縁部の地震 

 

添付第 26-1 図 余震の地震規模の評価に用いた地震の震央分布 

本震（★）と最大余震（★） 
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添付第 26-2 図 本震と余震の地震規模の関係 

 

 

 

0.1
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M7.1 / M8.0 (Xeq=25) M7.1 / M8.0 (Xeq=50)
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M6.1 / M7.0 (Xeq=25) M6.1 / M7.0 (Xeq=50)
M6.1 / M7.0 (Xeq=75) SsとSdの比

 

 

添付第 26-3 図 本震と余震のスペクトル比 

（本震を M8.0 及び M7.0 とし，それぞれの余震を M7.1 及び M6.1 と評価した場合に

ついて，Noda et al.（2002）に基づきスペクトル比を評価） 

 

本震マグニチュード M0 平均値=7.6 
余震マグニチュード M1 平均値=6.2 
標準偏差 1σ=0.5 

周期（秒） 

 ス
ペ

ク
ト

ル
比

 

◇：地震調査研究推進本部のデータ  
×：【参考】日本海東縁部の地震  
 ： M0-M1=1.4（平均値）  
 ： M0-M1=0.9（平均値＋ 1σ）  

0.5 
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N

２領域モデル

５断層連動モデル

柏崎刈羽
原子力発電所

 

添付第 26-4 図 基準津波の波源 

基準津波３の波源  

基準津波１及び２の波源  
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添付第 26-5 図 (a) 基準津波１及び２の波源に対する震源モデル 
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添付第 26-5 図 (b) 基準津波３の波源に対する震源モデル 
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添付第 26-2 表 設定した余震の震源諸元 

項目 

設定値 

基準津波１及び２の波源 基準津波３の波源 

荒浜側 大湊側 荒浜側 大湊側 

本震の 

地震規模 
8.6 8.0 

余震の 

地震規模※ 1 
7.7 7.1 

等価震源 

距離(km)※ 2 
204 202 41 40 

※1：本震と余震のマグニチュードの差 D1=0.9 として，余震の規模を評価。 

※2：添付第 11-5 図に示す震源モデルに対し，Noda et al.(2002)に基づき等価震源

距離を評価。なお，Noda et al.(2002)による地震動評価手法の適用性について

は，M=5.4～8.1，等価震源距離 Xeq=14～218km の範囲で確認されていることか

ら，今回設定した余震の評価に適用可能と判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (b) 荒浜側の補正係数 

       

 

 

 

 

 

 

 

         (c) 大湊側の補正係数 

       

(a) 対象地震の震央分布 

添付第 26-6 図 海域の活断層による地震の評価に用いる 

観測記録に基づく補正係数  

柏崎刈羽原子力発電所  

海域  
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添付第 26-7 図(a) 余震と弾性設計用地震動 Sd との比較（荒浜側） 

弾性設計用地震動 Sd-1（Ss-1×0.5）  
弾性設計用地震動 Sd-2～Sd-7（Ss-2～Ss-7×0.5）  
基準津波１及び２の波源の活動に伴い発生する余震  
基準津波３の波源の活動に伴い発生する余震  
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添付第 26-7 図(b) 余震と弾性設計用地震動 Sd との比較（大湊側） 

 

弾性設計用地震動 Sd-1（Ss-1×0.5）  
弾性設計用地震動 Sd-2～Sd-8（Ss-2～Ss-8×0.5）  
基準津波１及び２の波源の活動に伴い発生する余震  
基準津波３の波源の活動に伴い発生する余震  
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添付第 26-8 図 東北地方太平洋沖地震発生後 24 時間 震度 5 弱以上を観測

した地震  

 

添付第 11-3 表 設定した誘発地震の震源諸元 

№ 断層名 
地震 

規模※ 1 

等価震源距離 

Xeq（km） 

荒浜側 大湊側 

① 悠久山断層 6.8 27 26 

② 半蔵金付近のリニアメント 6.8 25 25 

③ 柏崎平野南東縁のリニアメント 6.8 15 16 

④ 山本山断層 6.8 21 21 

⑤ 水上断層 6.8 15 16 

⑥ 上米山断層 6.8 17 18 

⑦ 雁海断層 6.8 17 18 

※1：地表付近の断層長さが短く，震源断層が地表付近の長さ以上に拡がっている可能性も考え

られる孤立した短い活断層については，保守的にＭ6.8 を考慮する。 

◆東北地方太平洋沖地震の余震活動の領域内  
◆長野県・新潟県県境付近  
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添付第 26-9 図 誘発地震として考慮する孤立した短い活断層の分布 
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(a) 対象地震の震央分布  

添付第 26-10 図 陸域の活断層による地震の評価に用いる 

観測記録に基づく補正係数  
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添付第 26-11 図(a) 誘発地震による地震動と弾性設計用地震動 Sd との 

比較（荒浜側） 

弾性設計用地震動 Sd-1（Ss-1×0.5）  
弾性設計用地震動 Sd-2～Sd-7（Ss-2～Ss-7×0.5）  
誘発地震による地震動  
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添付第 26-11 図(b) 誘発地震による地震動と弾性設計用地震動 Sd との 

比較（大湊側） 

 

 

弾性設計用地震動 Sd-1（Ss-1×0.5）  
弾性設計用地震動 Sd-2～Sd-8（Ss-2～Ss-8×0.5）  
誘発地震による地震動  
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（参考） 

基準地震動 Ss による地震力と津波荷重の組み合わせについて 

 

1. 規制基準における要求事項等 

基準地震動 Ss による地震力と地震力以外の荷重を適切に組み合わせ

ていることを確認する。その場合，地震力以外の荷重については，津波

の荷重を含む。 

 

2. 基準地震動 Ss による地震力と津波荷重の組み合わせについて 

基準地震動 Ssの策定における検討用地震は図 1に示すＦ－Ｂ断層及び

長岡平野西縁断層帯による地震である。これらの断層については，敷地

に近い位置に存在し，地震波と津波は伝播速度が異なることを考慮する

と，両者の組み合わせを考慮する必要はないと考えられる。以下，「２．

１ 基準地震動 Ss の震源と津波の波源が同一の場合」と「２．２ 基準地

震動 Ss の震源と津波の波源が異なる場合」とに分けて詳細に検討した結

果を示す。 

 

2.1 基準地震動 Ss の震源と津波の波源が同一の場合 

Ｆ－Ｂ断層及び長岡平野西縁断層帯の活動に伴う地震動が敷地に到

達する時間は図２に示す通り，地震発生後 1 分以内であるのに対し，

同時間帯において敷地における津波の水位変動量は概ね 0m である。そ

のため，両者が同時に敷地に到達することはないことから，基準地震

動 Ss による地震力と津波荷重の組み合わせを考慮する必要はない。 

 

2.2 基準地震動 Ss の震源と津波の波源が異なる場合 

Ｆ－Ｂ断層及び長岡平野西縁断層帯の活動に伴い，津波を起こす地

震が誘発される可能性は低いと考えられるが，仮に誘発地震の発生を

考慮した場合においても，地震動が敷地に到達する地震発生後 1 分以

内に，Ｆ－Ｂ断層及び長岡平野西縁断層帯以外の活断層の活動に伴う

津波が敷地に到達することはない。また，活断層調査結果に基づく個々

の活断層による地震に伴い津波が発生しても，敷地に遡上しない。 

以上により，基準地震動 Ss による地震力と津波荷重の組み合わせを

考慮する必要はない。 
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図１ 敷地周辺の活断層分布 
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図２(a) 地震動と津波の敷地への到達時刻の比較（荒浜側） 
※1：時間 0 秒は地震の発生時刻を示す  
※2：朔望平均満潮位 T.M.S.L.+0.49m を考慮 
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図２(b) 地震動と津波の敷地への到達時刻の比較（大湊側） 

※1：時間 0 秒は地震の発生時刻を示す 

※2：朔望平均満潮位 T.M.S.L.+0.49m を考慮 
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